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本調査 は,日 本 自転 車振興 会の機械 工業資金 によ る 「昭和46

年度情報処理 に関 す る調査研 究補助 事業 」の一環 として実施 した

もの であ る。
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序 に 代 え て

本調査 は当財団 が昨年 にひ きつ づ き社団法 人 ソフ トウエ ア産業 振興協 会 に委託

した もの で あ ります。

45年 度 におい ては この委託 調査 は ソフ トウエ ア需 要 の一般的 動 向 につ いて ま と

め られてい るが,46年 度 に は一般企 業 が ソフ トウエ ア会社等 の外 部企業 ヘ ソフ ト

ウエア を委託 開発 して いる実態 につい て まとめ られた もので あ る。

本調 査 が ソフ トウエ ア産業 の振 興のた めの基礎 資 料 として活用 され る ことを念

願 す る しだいです。

昭和47年3月

財団法人 日本情報処理開発セ ンター

会長 難 波 捷 吾
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ま.え が き

本調査 は ソフ トウェア産 業振興 協会 が昨年 度に ひ きつづ き財 団法 人 日本 情報 処

理開発 セ ンタ ーか らの受 託事 業 と して昭 和46年 度 に実 施 した調査事 業の一 つ で あ

る。'

ソフ トウ ェアの需 要 動向 について は45年 度 にお いて基本的 な面 をア ンケ ー トに

より調 査 したが予 期以上 の 回収 率(24.4・/。)が 得 られ各界の好 意 と関心 が感 じ

られた。 本 年度 はそ の成果 をふ ま えて調査 の重 点 を次 の諸点 に しぼ った。

tソ フ トウェア需 要の発 生 メカニズムの調 査

2.ソ フ トウェア委託 開発 を阻害 してい る要因 の調査

以上 につ き現在 の実 態 と今後 の業 界 として期待 されるべ き事項 に つ き検 討 した。

調 査 の方法 と しては 当協 会 に委 員会 を設置 し,ア .ンケ ー ト調 査 と面接調査 と

を併用 した。

ア ンケー ト調 査に使 用 した調査票 は三種 類 で,コ ン ビ三」 ター部 門への調 査 票

X,非 コ ンピュ ー ター部門 へ の調査票X'お よび中長 期予測 の為 の調査 票Zで あ る。

調 査票 は1200枚 程 度 配布 され354社(回 収 率28・7・/。)か ら回答 を得た。補 促調

査 としては 回収 された調査 票 の内27社 を選 定 し,面 接 調査 を大 阪 ・名古屋 ・東京

に おいて実 施 したが得 る処が 多大 で あ った。 以上 をと りま とめて得 た ものが本 調

査書 で ある。

ソフ トウ ェアの需 要構造 が 今後 どの様 に展 開 して行 くかにつ いては,当 業 界 が

最 も関心 を有 す る こ とで ある が本報告 書が指摘 した数 々の事項 が顧 客 その他 一般

の各位 にも参考 にな る ことが出来れ ば幸 で あ る。

終 りに本 調査 のた めに回答 を寄せ られた官 公庁,各 企 業,各 団体 の回答者 各位

に対 し深 く感謝す る とともに御多忙 中 をご検 討 いた だい た委員会 各位 の御努 力 に

対 し心か ら感 謝 の意 を表す る次第で ある。

昭和47年3月

社 団法人 ソフトウエア産 業振 興協 会

会 長 北 代 誠 彌
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1.調 査 の 背 景 ・

ソフ トウエ ア市場 を とらえるにあた って,大 きな関 門 とな るのは市場 そのものの概念 のあいま

い さで ある。

それは一つには,ソ フ トウエ アを市場関連 でみ よ うとする ときソフ トウエ アが技 術的 に相当広

範 囲にわたる上,商 品形態 として も必ず しも一様で はな い とい うところに あ り,一 つには,非 常

に多 くの部門が人間 そのもの を商品 とす るケースが多 く,そ れを商品価置 としてみ てゆ く有力な

評餌体 系が欠如 してい るところに ある。

ソフ トウエア産業 は成立 してま だ日が浅 い
。従 ってこれ らを明確化 しよ うとする努力 は,む ろ

ん これか らの課題 となるものであろ う。 このよ うな観点で
,昨 年度におい ては最 も基礎的 な立場

か らソフ トウエ ア需要構造 にアプ ローチ した調査がな された
。

ここでは,わ が国の コ ンピュータの利用 状況が広 く全業種 にわ た
って適用業 務 と利 用形態 の二

面で分析 された。

今回の ソフ トウエア需要 動向は,こ れ をベ ースに して ソフ トウエア市場 の構造 を質的 に もう一歩

つ っこんでみてゆ くことに よって,ソ フ トウエア市場 の現状 をよ り体系的 に明確化 して ゆこ うと

するとともに,合 わせて二度 にまたがる調査 の総決算 とい う意味 で,ソ フ トウエ ア市場 を評価 しよ

うとす るもので ある。

ソフ トウエ ア市場 の構造 を体系化す るにあた って,ま ず コ ンピュータの適用 業務面につい ては

昨年度調査で,業 種別.規 模別にその適用範 囲が明 らかに された。 ・

また,利 用形態 面については,自 社 開発 と,外部 に委託 する委託 開発の分布 をみ ている
。

しか しなが ら,こ れだけでは コンピュータユーザー,コ ンピュータメーカー,ソ フ トウエア会

社の三者における現実的 な相互関係 はその一端での理解 に とどま らざるを得ない。 従 って今回 の需

要動 向調査 におい ては,こ れ らを次図 のよ うにい くつ かの尺度 を設 定 し,ソ フ トウェア市場 の構

造 をよ り多面的立体的 なもの として とらえ ようと試みた。

すなわち・適用業務 はシステ ム面・ レベル面,モ ー ド面の三つ の軸 よ りな る立体構造 と して把

握,利 用形態 は,委 託形態,委 託 レベル,委 託分野 の同 じく三つの軸 か ら構成 され る立体 構造

とみな し,こ れ らの総体 がわが国の ソフ トウェア市場 の現状 を理 解するための基i本的 な指標 にな

り得 るとの認識 にた った。

一1一
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これ らは,ソ フ トウェア市場 を構造的 に把握 してゆ くためのいわば量的な指標 である。 ソフ ト

ウェア市場 を市場 と してみ るためには,し か しなが らもう一つ の質的な面 も見落す ことができな

いo

_2一

ぐ



昨年度の調査 では、 ソフ トウェア市場 を現段階 で考 えるにあた って,ま だ顕在化 していない需 要

を相当高 く見積 るべ き との見方が強 調 された。

今回では,こ の面 を、 ソフ トウェア開発 ニーズの発生 か ら自社 あるいは外部機関利用 に.よる開

発に至 るまでの一連 のプ ロセ スをフローチ ャー ト的な観 点か ら分析検討 を加 え.こ れ に よって ソ

7ト ウェア市場 の成長 の方向,需 要喚起 の促進等の鍵 となるポイ ン トを見出そ うと試み た。

これ らを検討 して くる過程 の中 で,例 えば,デ ルフ ァイ法に よる予測あるY'は 学 識経験者 に よる

評価な どが議論 の対 象 として とりあげられてきた。.

これは,い うまで もな くソフ トウ ェア市場 の メカニズムは単に量的 な面だ けでな く質的 な面.つ

ま り経済環境 と密接に関連 しなが ら刻々 と様相 を変化 させてゆ く経済的,社 会的,心 理的な ダイ

ナ ミズムを現実 に即応 した形 で理解 することが大切 であるからで ある。

今回 の ソフ トウェア需要動向調査 は,後 にふれている ように,鯛 査方法 と してア ンケー ト郵 送法・

面接法,調 査対象 としては大手 コンピュータユーザ ーと一般ユ ーザ ー、調査内容 と して現状.将

来等 々目的に応 じて さまざまな形態 が採 用され.そ れ らは必ず しも一様な統計処理 を可能 とは し

ていない。 この ように多様 な内容 とな ったのも,先 に述べたよ うに市場構造 を量的,質 的両面 か

らアプ ローチ してゆこ うとす る意図 によるもので,こ の意味 で本調査の分析,デ ータ処理 は統計

デ ー々ナ リ子 ンテ ッ ドであるよ りも,そ の現実的実務的妥当性 を議論の中で検討 してゆ くパネル

調査 ナ リエ ソテ ッ ドに重き をお くよう心 がけた。 、

しか しなが らこれ らの試みの全てが必 ず しも成功 したとい うわけではない。

ソフ トウェア市場 を量的 に把握 しようとするためには準拠すべ き指標はまだ依 然 と して信頼 度に

欠 けている。 また コンピュータユーザー,メ ーカ ー,ソ フ トウェア会社 の三者 の相互関連で把握

されるべ きソフ トウェア市場 の構造 は複雑多 様で あるにも拘 らず,そ れVF立 ち向 か うための ソフ

トウェア産業に用意 されているマ ーケ ッ ト情報,統 一見解等は あま りに も貧弱 である。

これ'らの障害 をの りこえて,い っきょに ソフ トウェア市場 をレリーフ化するにはまだ時期 が熟 し

てない とも考 えられ よう。 一
ぐ

従って昨年度及び今年度に またがる ソフ トウエ ア需要動向調査 におけ るさしあたっての課題 と

しては,市 場構造の 明確化,体 系化 にあると考 えられるが,こ の意味で これ らの調査 は,市 場構

造 にア プローチ して ゆ く基本的 な手懸 りを提供 す るもの として位置づけ られるものであろ う。
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2.調 査 の 目 的

づ

本調査 は,昨 年度 に実施 された ソフ トウエア需要構造調査 に継続 する ものである。

本調査 は,多 面的 ・動態的 な ソフ トウエア市場 の構造 を究明す るにあたって,

a.ソ フ トウエア市場 の特性 では,現 状 におけるわが国の ソフ トウエア市場 の基本的 構造

を

b.外 部 委託の メカ ニズムでは,ソ フ トウエア開発 のニーズの発生 か ら外部委託 に至る ま

での一連 の プロセス と問題点 を

c.ソ フ トウエア市場 の動向 では,こ れか らの ソフ トウエ ア市場 の展開 に関す る問題点 と

対策 を

各 々対象 とす るこ とによって,そ の基本的な立 体像 を明 らか にす ることを目的 としている。
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3.調 査 方法 とス ケ ジ ュー ル

3、1調 査 の構成

本調査 は,前 年度実施の ソフ トウエア需要構造調査に引き続 き,ソ フ トウエア需要構造の実態

を,ソ フ トウエ ア市場 の特性 外 部委託 のメカニズムといった観点か らよ り構造的動態的に把 え,

併 せて長期的 市場動 向 を予測 し今 後の ソフ トウエア市場創造のた めの,戦 略 的課題 を明確 化す る

ことに ある。

従 って調 査の構成 としては,以 下の よ うな方法 が採 られた。

〈第3.1--1図 〉 ソフ トウ ェア需要構造調 査委 員会 の構成

ソフ トウエ ア需 要

構 造 調 査 委 員 会

ソフ トウエア需要構造調査

専門委 員会(ワーキ〃 ρ・幼し一プ)

委 員会参加 ソフ トウエア会社(11社)

・㈱開発計算セ ンター

●㈱構造計画研究 所

・住 商 コンピュターサー ピス㈱

'セ ン トラル ・システムズ㈱

・日本情報産業㈱

賛助会社

・圃 日 本 情 報 処 理 開 発 セ ン タ ー

・ 日本 ソ フ ト ウ エ ア ㈱

・日 本 ビ ジネ ス ・オ ー トメ ー シ
ョ ン㈱

・日本 ビ ジ ネ ス ・コ ン サ ル タ ン ト㈱

*㈱ ビ ジ ネ ス ・コ ン サ ル タ ル ト

・㈱ 芙 蓉 情 報 セ ン タ ー

・㈱ 近 畿 コンピュータ コ ンサ ル タ ント ・㈱ 東 京 デ ー タ ・セ ン タ ー

'㈱ コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビス ・日本 コ ン ピ ュ ー タ シ ス テ ム ㈱

(注)*… … 幹 事 会 社
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〈第3.1-2図 〉 調査方法 とスケ ジュール

〈外部市場動向実態調査〉

濃 漿 鍵)ソ フトウエア1

①46年 度(第2回)ソ フト
ウェア需要構造調査計画

③実態調査
(AB,C,D)

Bア ンケー ト調 査

fアンケー トX'

実 態 調 査 集 計結 果 の
ブイ ー ド ・ノミック

12月25日 ～7/1月30日

C,ア ンケーーート調 査

ア ンケ ー トZ)

ブ イ ー ト

ク1

郵送質問
調 査 法

訪問面接
調 査 法

守

、 ・

〈サービス提供

側に対する調査〉

④業界内部に'
対する調査

「 ・瑚15日 一≡ 「

アンケー ト調 査

(ア ンケー トS)

11月

112月47/1月2(計9回)

ブイー ドパ ノク

調 査 法

`←(≡≡三連)

L パネル調査 」

ブイ ー ト!・ノク2

パ不ル調査

分析統合

レ

4

47/2月10～5日

46年 度 ソフトウェ

需要構造調査報告書

47/2月 ト10日
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㌢

3,1.1調 査 委員会

ソフ トウェア産業振興協会の中 に ソフ トウエア需要構造委 員会 〔幹事会社 ・株式会社 ビジネス

,ン サ ルタ.,〕 が設 け られ同 時 に ワーキ ジグ・グループとして ・・ トウ・ア需要構鵠 門委 員

会が設 け られた。

参加会社 は,,フ ・ウエ・産業顧 協会力・盟11社 で あ り・各社疏 査額 会・ 専esasa会 に 調

査委 員,専 門委 員を派遣 して調査活動 を行 った。調査委員会の構成は第'31-1図 の通 りである。

3.1.2調 査 の構造 とスケジュー ル

調 査の構造 とスケジュールについては,第3.1-2図 の通 りである。

調査概 要 を示す と以下の通 りで ある。

①46年 度(第2回)ソ フ トウエア需要 構造調査計画の設定

調 査計 画の設定 に関 しては,前 轍 調査 との関係 既存調査 との重複排 除等 を考 慮 し

て行なわれた。

〈第3.1-3図 〉

ソフ トウエア

市 場

短期需要構造

ア ンケー ト

(X)(ズ)

u

46/
947

中長 期需要構造

ア ンケー ト

(Z)

s くコ イ・・ピー 調査

ぐコ 業界 内部調査
(アンケート・パネル)

年度(昭 和)

そ して,第3.1-3図 の ように,実 態調査においては,短 期需要構造 調査 と中長 期

需要構造調査 を行 ない,更 に大手 ユーザに対するイ ンタビュー調査 と共 に,サ ー ビ

ス提供側 の ソフ トウエア産業内部調 査 を行ない,そ れ らを統 合す ることによって,

ソ フ トウエア需要構造 の構造的動態的 な把握 を行な うことが調査計画 として決定 さ

れた。 また コンピュータ ・メーカに対す る調査は,業 界の再編 成な ど微妙な時期で

あるため本調 査においては取 り止 めるこ とになった。

② 文献調査

ソフ トウエアの商 品体系,ソ フ トウエア産業の構造,海 外事例等 の調 査項 目設定 の

た めの仮 設や前提 事項 お よび既存調査 との重複排除のために,各 種 文献調査が行 な

われたn
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③ 実態調査

実鯛 査においては・前述のように短期額 髄 沖 長期需要髄 調査と
,そ れぞれ視

点 を変えて調査することにした。

〈第3.1-1表 〉 調査方法 と調査対象

調 査 方 法

調 査 対 象

郵 送 質 問調 査 訪問面接

調 査短 期 動 向 中長期 動 向

大 手 企 業
コ ン ピ ュ ー タ 部 門 ア ン ケ ー トσO

ア ン ケ ー トZ
○

非 コ ン ピ ュ ー タ 部 門
'

ア ン ケ ー ト(X) 一

中 小 企 業
コ ン ピ ュ ー タ 部 門 ア ン ケ ー ト(X}

一

一

非 コ ン ピ ュ ー タ 部 門
'

ア ン ケ ー ト(X) 一

官 公 庁

その他団体

コ ン ピ ュ ー タ 部 門 ア ン ケ ー ト(X}
、

ア ン ケ ー トZ
○

非 コ ン ピ ュ ー タ 部 門
'

ア ン ケ ー ト(X} 一

そ して短期 需要構造調査 はア;ケ ー ト(X)と アンケー ト(》C5
,中 長 期需要構造調査は アン

ケー ト(Z)を 作成 し送付 した。

アンケー ト(X)はコ ンビ・一夕部門 ・… ヶ:'・ec5は 企蛭 社長室 など
の経営側の

部門 に送付 した・ その意図 は ・ンピ・一瑠 門のみの意見でぱ く冷 社的 な
,ソ ピ

ュータ利用に対 する意見 を知 るためであ
った。

また・ アンケー ト¢)は 大手ユーザ(大 型機導 入の株式一部 上場企業 と訟 庁)に 送付

した・'従・てパ 手 ユーザにおい ては
,・ ・ケー ・繭z)と 三 種の ア ・ケー トカ・送付

さ れ た こ と に な る。(第3 .1-1表 を参 照)

ノ'次 に
,ア ンケー ト(xx'〈xz}を回答 した大手ユ ーザの中か ら

,葉 柳j実 働錨 、こ比例 し

てイ ンタ ビー 先 を齪(・ 咄
.し て・ さらに詳細調 査 を行 な。た。

④ 業界 内部調査

上記① か ら③ の集計結果 をフィー ドバ ックする と共 にサ ー ビス提供側 であるソ
フ ト

ウエア会社サイ ドからの今後 の対策や問題点 を明確化するためにア
・ケー,調 査,パ

ネル誠 を行 ・た・ 尚パネル調査は参加11社 の ・
。プ層よ 減 る … ウエ。需要構

造調査委 員会にて行 った。

⑤ ソフ トウエア需要構造報告 書

以上の① か ら④ を分 析 し,問 題点別,時 系列別にそれ らを統合 した。

3.2調 査 内 容

3.2.1ア ン ケ ー ト(X)

ア ン ケ ー"(X)は ・46年 ・月1明 在 か ら 今 後 ・一 ・年 先 ま で に つ ・・て
,大 別 ・て 以 下 の 質 噸
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1̀

目より構成 されてい る。

A.コ ン ピュー タ利用の環境

B.経 済 的経営 的側 面

C.適 用業務の開発の現状

D.外 部 委託の概況

E.そ の他

3.2.2ア ン ケー ト(X)'

ア ンケー ト(刈は,ア ンケー ト(刃を簡約化 したもので あるが,コ ンピュータ利用の経営的側 面 を

調査す るため,以 下 のよ うな項 目につい てフ リーア ンサ ー形式の質問 を行 った。

A.コ ン ピュータ利 用の評価基準 の現状 と今后

B.他 部 門 との意思 の疎 通

C.今 後 の重点業務の開発

D.人 事 ローテ ーシ ョン

E.コ ン ピュータ開連 知識 の社 内啓発

3.2.3ア ンケー ト(Z)・

ア ンケー ト(Z)は46年9月1日 現在か ら今後4～6年 先(昭 和50年 前後)の 中長 期的 な動 向につ

いて,大 別 して以下の質問項 目よ り構成 されてい る。

A.コ ン ピュータ利用 の方向

B.コ ン ピュータ利 用状況

C.コ ン ピュータ部門 の運営 および コンピュータ要 員

D.外 部 機関利 用

E.プ ロ グラム流通

F.政 府情報化施策

G.ソ フ トウエア産業

㊦

θ 「

3.2.4イ ンタ ビュー調査

イ ンタビュー調査 は,ア ンケー ト結果 を参考 に しなが ら大手 ユーザ27社 に対 し以下 の観点 よ り

質 問が行 なわれ た。

A.、 コ ンピュータ利用の評価 と問題点

B.外 託 委託 の メカニズムとその考 え

C.プ ロ グラム ・パ ッケージの利 用につい て

D.ソ フ トウエ ア会社に対す る考 えと注文
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3.2.5業 界 内部鯛査(そ の1)ア ンケー ト(S)

業界 内部調査は,ソ フ トウエア需 要構造調査参 加11社 に対 して以上(1)～(4)の 集計 結果 をフィー

ドバ ックさせた後,大 別 して以下の項 目か ら質問 を行 った。

A.今 後 の最大 の問題点 とその理 由

B.上 記 問題点 に対す る対策

C.今 後 の ソフ トウエ ア市場 に対 する考 えと対策

1.大 手 ユーザについて

2中 小 ユーザにっいて

3官 公庁 について

4.コ ン ピュータ ・メー カについて

D.ソ フ トウエア産業サイ ドの問題点 と対策

1.ソ フ トウエ ア会社

Zソ フ トウエ ア業界

3政 府施策

E.ソ フ トウエア ・サ ービスの問題点 と対策
、

1.プ ログ ラ ム パ ッ ケ ー ジ ,

2.受 託 プ ロ ジ ェ ク ト と マ ン パ ワ ー リ ー ス

3.そ の 他 サ ー ビス

F.そ の 他

、

●

3.2.6業 界 内部鯛査(そ の2)パ ネ ル調査(9回)

ノ
パネル調査 は,ア ンケー ト(孤 ア ンケー ト閲

,ア ソゲー ト(Z),イ ンタ ビュー,ア ンケー ト(S)そ

れ ぞれの集計結果について1回 か ら2回 の割 合で行な うと共 に,最 後に分析統合 とい う意味で前

後2回 のパネル調 査 を行った。

●'

、《
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4.回 答 者 の 属 性

今 回の調査で は,ソ フ トウェア市場 をより多面的 に把握す るために,コ ンピュータユーザ ーに

対 し短期的 な動 向を対象に したア ンケー ト)Cそ の うちで コンピュータ部門 以外 の部 門 を対 象に

したア ンケー トX',及 び 中長期的 な動 向 を対象 に した アンケー トZ補 促的 な面接調査 の四つ の調

査 を実施 したが,回 収 の概 要は下表 の通 りである。

〈第4-1表 〉 調査対象

調査名 調査方法. 調査対象と抽出方法 発送数 回収数 回収率 備 考

ア ンケートX
ア ンケート

郵 送 法

一般 コ ン ピ ュ ー タ ユ ー ザ ー

(コ ン ピ ュ ー タ部 門) 1,235 354 田.7

現状をベースとしたソフ

トウェア市場の動向調査

作為全数抽出
・

一 般 コ ン ピ ュ ー タ ユ ー ザ ー 同上
ア ンケートXl 同 上 (非 コ ン ピ ュ ー タ部 門) 1,235 騨 28.7 但 し非 コンピュータ部門

作為全数抽出 における問題点に焦点

大 手 コ ン ピ ュ ー タ ユ ー ザ ー 将来的なソフ トウェア市

ア ンケー・トZ 同 上 150 40 267% 場の動向をみるための意

作為抽出 見調査

一 部 の大 手 コ ン ピ ュ ー タ ソフ トウェア市場の問題

面接調査 面 接 ユ ー ザ ー 27 27 一 点に対 し質的な面で堀 り

作為抽出 (訪問数) 下げるための補促調査

今回の調査 を実施す るに あた っては,昨 年度 の ソフ トウェア需 要動向調査 との連動性 を重視 して

調査対 象は昨年度の調査回答者 の うちの政府機関等非営利企業 を除 くコンピュータユ ーザ ー1,2

35社 をこれにあて るいわゆる作為抽 出に よった。

〈第4-2表 〉 資本金別回収状況

5千 万円以下 7件
%2
.0 (5.2)

5千 万円超1億 円以下 31
・

8.8 (11.2)

1億 円 超10億 円以 下 125 35.3 (30」)

10億 円超100億 円 以 下 138 39.0 (35.3)

100億 円超 31 8.8 (3.5)

その他 22 6.2 (33.9)

合 計 354 100.0 100.0

()は 昨年度調査
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従って調査サ ンプル は必ず しもわが国の コンピュータユ ーザ ーの総体 を母集団 としていないが.

反面回答 内容 の信頼性 は一般の単発調査 のそれ を上 まわ るものが得 られた と考 えることがで きる。

まず,ア ンケー トXの 回収状況について,資 本金 別にみる と上 の表 の ように資本金10億 円 超

100億 円弱が39.0%で 最 も多 くな っているこ と及び,昨 年度実施の政府機関,地 方公共 団体,学

校,病 院,研 究機 関等 のほ とん ど全て を今回の調査で除 いたためその他が6.2%と 少 な くな って

い るこ とが,昨 年度 とはや や趣 きを異 と してい る。

また,業 種別の回収 状況 は下表 か らもわかるよ うに非営利事業 を別 とすれば比較的近似 した回

答が得 られた。

'〈 第4-3表 〉 業種別回収状況

鉱 業
4件

%L1 ▼(
0.4)

鉄鋼,非 鉄鉱襲業
18 5.1 (4.0)

機 械,機 器製造業
38 10.7 (6.7)

輸送用機器製造業
20 5.6 (3.3)

電気,電 子,通 信機器製造業
32 9.0 (4.7)

繊維 工業
13 3.7 (3.7)

化学 工業
40 1L3 (6.3)

窯 業 4 1.1 (L5)

食品製造業 10 2.8 (2.8)

その他製造業 18 5.1 (54)

建設業
12 3.4 (3.0)

卸売業,商 社
41 lL6 (11.5)

小 売業 16 4.5 (2.5)

金 融,保 険,証 券 業 37 10.5 (7.4)

運輸,通 信業 17 4.8 (4.8)

不動産業 2 0.6 (0.7)

電 気,ガ ス,水 道 業 3 0.8 (0.7)

新聞,放 送業
.6 1.7 (1.5)

広 告,出 版 業 4 1.1 (1.1)

サ ー ビス業 5 1.4 (1.5)

農林,水 産業
0 0.0 (0.2)

そ の他産業
2 0.6 (0.8)

政府機関等非営利事業 12 3.4 (25.6)

合 計 354 100.U 100.0

()は 昨年度調査

尚,ち なみ に地域 別の回 収状況及 び電子計算機の設置状況 をみてみ る と〈第4-4表 〉 〈第4-

5表 〉 の通 りで ある。
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〈第4-4表 〉 地域別回収状況

・プ

×`

東 京

大 阪

愛 知

そ の 他

件132

62

16

144

%-37
.3

17.5

4.5

40.7

合 計 354
l

lOO.0

〈第4-5表 〉 電子計算機設置状況

台 %

国 産 機

外 国 機

270

159

62.9

37.1

合 計 429
100.0

規 模 別 台 % 導入年度別 台 %

売価換導大型A()

5億 円以上
25 5.8

昭和38年 導 入 3 0.7

39年 1 0.2

2.5億 円 ～大 型B(
.)

5億 円
40 9.3

40年 7 1.6

41年 15 3.5

1億 円 ～中 型
A()2
.5億 円

103 24.0
42年 51 11.9

43年 78 18.2

4,000万 円 ～中型
B()1億 円 114 26.6

44年 、92 2L4

45年 107 24.9

小 型(1・000万 円 ～)4
,000万 円

64 14.9
46年 63 14.7

無 回 答 12 2.8

1,000万 円超 小 型()

未 満
16 317

'

合 計 429 100.0

'

無 回 答 67 15.6

合 計 429 100.0

今●

ア ンケー トX`は,コ ンピュータ部門 と非 コ ンピュータ部門(コ ンピュータ利用 の最終受益 者)

とのかかわ りあいの中で両者の間で どのよ うなギ ャップが あるか,果 た して コ ンピュータは.マ

ネ ジメン トツール として真に位置づ け られ てい るものか等 を検討 してゆ くことを目的に非 コ ンピ

ュータ部門 を対 象に設定 され た調査 だが,回 答のほ とん どが コンピュータ部 門に よって なされた

ために 自由意見 を参考に したほかは,一 般的 な調査項 目は(重 複 してい るので)集 計検討 は省い

た。

、
■
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尚,自 由意見に対する回答状況は下表の通 りである。

〈鮪4-6表 〉 自由意見に対する回答状況

項 目 事 例 数

コンピュータ利 用に関す る評価基準 の現状 と今後について 167

コ ン ピ ュ ー タ部 門 と非 コ ン ピ ュ ー タ の 間 の 意 思 の 疎 通 に つ い て
σ

120

コンピュータに よる重点的 な業務の開発 について 121

コ ン ビ ・ 一 タ 部 門 の 人事 ・ 一 テ ー シ ・ 刀 こつ い て 107

コンピュータ関連知識の社 内啓発について' 120

ア ンケー トZは,ア ンケ ー トX対 象の1,235社 の 中で超大型 あるい}よ 大型の コンピュータを

保有 し,電 算化 の時点 が比較 的早 か った,い わゆる大 手 コンピュータユーザ ー及び別に同様な特

性 をもつ非営利機関 を合わせ て150社 を作為抽出 して調査 した ものである。

抽出にあた っては,ア ンケー トXの 調査対 象 を母集団 とす るよう配慮 した。

回収は40社 で あったが.そ の業種別の回収状況 は下表 の通 りである。

'

▼

'
、

〈 第4-7表 〉 業種別中長期アンケー トZ回 答先
一 大手ユーザ対象－

w

業 種 別F
.

実動金額

クラス

回答社

件数
業 種 別

実動金額

クラス

回答社

件数

繊 維
クラスD

2社

■

金 ・融
クラスB

3社

化 学 ・石 油 B 6

.

保 険 C 1

ガラス ・セメン ト E 1

.

証 券 C 1

機 械 C 1

■

運 輸 ・通 信 C 2

電気機器 A 5

.

電 力 ・ガ ス C 1

輸送用機器 B 1

■

1第3次螺 計
政府,政 府
関係機関

－

B

11

5'鉄 鋼 B 2

非鉄金属 E 1

.

地方公共体 D 3

1
第2次 産業

ノ1・計

一 1gl法 人団 体 ・
農 協

そ の 他 産業
!卜書

C 2

'B
3 　 10商 業

'

(注)業 種 別実 動 金額(1969年9月 末現 在 に よるク ラス)

Aク ラス400億 円以上

Bク ラス ー20〈 ト400億 円未 満

Cク ラス 一 品一10(ト200億 円未 満

Dク ラス ー5〔>N・IOO億 円未満

Eク ラス ー10～50億 円未満

総計=40社

'♀
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▼メ

面接調査 は,ア ンケー トZの 対象で ある150社 の中か ら地区 別の分布及び業種 別の分布 を考慮 し

た上 で第一次 と して38社 を作為抽出 した。 これ らの うち,電 話 に よる直接 の依頼 を通 じて最終的

には27社 に対 して面接調査 を実施 した。

その業種 別及 び地区 別の内訳 は次 の通 りである。

`

〈 第4-8表 〉 業種別面接肪門面接調査実施先
一 大手ユーザ対象 一

業 種 別
実動金 額 に

よるク ラス

訪問社

件数
業 種 別

実 動金額 に

よるク ラス

訪問社

件数

繊 維
クラスD

1件

.

保 険 ♂ラス 1件

化 学 ・石 油 B 3

.

証 券 C 0

ガラス ・セメン ト E 1

.

運 輸 ・通 信 C 2

機 械 C 1

■

電 力 ・ガ ス C 2

電気機器

皐

A 5

.

第3次 産業
小鼓

一 9

輸送用機器 B 2

'政 府 ・政 府

関 係 機 関
R 3

鉄 鋼 B 0

■

地方公共体 D 1

法 人 団 体 ・

農 協
C 1第2次 産業

小計
　 131

商 業 B 2 r⑭鷲
一 5

金 融 A 2

■
総 計=27社

(注)業 種 別実 動 金額(1969年9月 末 現在 に よる ク ラス)

Aク ラス ー400億 円以上

Bク ラス ー200～400億 円未満

Cク ラス ー100～200億 円未満

Dク ラス ー50～100億 円未満

Eク ラス ー10～50億 円未満

の ア

第4-9表 〉 地区別面接訪問調査実施状況

東京地区 19社

名古屋地区 3社

大阪地区 5社

(注1)東 京地区は神奈川を含む

(注2)大 阪地区は兵庫 を含む

、

レ
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調 査 結 果 の 概 要

 

●



5・ 以 降 は今回行 なわれ た諸 調査 を体系 的に再構成 し分析 を加 えたもので.本 報告 書の主要部分

とな るもので あ る。

調査結果 の概要 は

5.ソ フ トウエア市場 の特 性

6.外 部 委託 のメカ ニズム

7.ソ フ トウ ェア市場 の展望

8.資 料 篇

とな ってお り,そ れぞ れの章 の中で今回の ア ンケー トX,ア ン ケー トXl,ア ンケ ー トZ,面 接

調査 の結果 を問題別 に関 連づ けた形 で引用 してい る。

ここで取扱 われ てい る数 値 の大部分 は結果 に あ らわれた回答件数 で あるが,そ れ以外 の比率や金

額 その他加工 され た数値 につ いて は,そ れぞ れの表 や グ ラフでそ の単位 を表示 する ことに した。

ま た,ア ンケー トZは 回答数 は40件 と少 な く,通 常の統 計処理 は意味 をな さな い。

従 って原則的 に は回答 の件数 をそのまま あ らわす と ともに,そ の表 とか グラフには★印 をっけ こ

れ を区 別 してい る。 他方 ア ンケ ー トX・(自 由意 見)や 面接 調査 につい ては,今 回の報 告書 を作

成 してゆ く上 で非常 に大 きな貢献 をもた ら して くれ た。 これ らにつ いて は情報 処理 振興事 業協会

や電 子計算機利 用高度化計 画 の例 に基づ いて調 べた ソフ トウ ェア需 要の動 向 と合 わせ て8.資 料 篇

にま とめて収録 した のでご参照 願いたい。

¶ザ

1
■

櫓

、



5.ソ フ トウェア市場の特性

イ

5.1ソ フ トウェア市場 とコンピュー タコス ト

わが国の ソフ トウェア市場 の構造 を総体的に把 握す ることは,現 状では極 めて困難 な作業 であ

る。

それ は,下 図にみるよ うに,ソ フ トウェアを商品と して流通,販 売 させ てゆ くためのさま ざま

な要因が,ソ フ トウェアその ものの多面性 とあいまってかな り複雑多岐 にわたってい るか らであ

る 。

〈第5:1-1図 〉 ソフ トウェア流通の形態

コンピュータユーザー

コ ン ピ ュ 一 夕 メ ー カ ー o%
,'1
ノ コ
ノ'1

000-1
1

＼1
、
、1

一般外部機関

社‥
q＼止＼

■

lt

''

　 ノ'(境
○ 自社開発
←→ 共同開発
◆一→ ソフ トウェア流通,販 売

すなわち,そ の原因 のほ とん どは,.ソ フ トウェア産業(ま たは コンピュータ産業)の 成 立の歴

史の浅 ざに求 められるに しても,ソ フ トウェアの流通↓販売 の形態は流通,販 売以前の ソフ トウ

ェアの 自礼開発 を含めて ソフ トウェア会社 一 コンピュータユーザー,ソ フ トウェア会社一 コンピ

ュータメーカー,ソ フ トウェア会社 一政府機関,コ ンピュータ メーカー=コ ンピュータユ ーザー.

コ ンピュータメーカー一政府機関更には コンピュータユーザー一政府機関 ,コ ンピュータユーザ

ー一般外部機関 ,ソ フ トウェア会社同士におけ る流通,販 売等 々,非 常 に複雑 な様相 を示 してお

り,こ れ らを網羅的 に把握す ることはかな りむつ か しい。

ま して後に もくわ しくみてゆ くように,我 が国の ソフ トウェア市場 の現状は,他 産業に も通ず

る伝統的な価値 観 っ ま り無形 の商品 に対す る価値意識 の低 さか ら,市 場 として指 摘 し得る よう

一19一



な流通,販 売 の形態 をとる.ものは氷山の一 角にすぎず,ほ とん どが自社内での開発 となっている

だけに,ソ フ トウェア市場 の内容に接近す ることが困難 とな ってい る。

従って今回の調査 では,こ のよ うな ソフ トウェア市場 の複雑 な特殊事情は解消 して,ソ フ トウ

ェア会社 とコ ンピュータユーザー との間の ソフ トウ'エアの流通,販 売 を中心 に とりあげてい る。

い うまでもな くこれは総体 としての ソフ トウェア市場 の一断面 をみてい るにす ぎない。

この観点か らわが国の ソフ トウェア市場 にア プローチ してゆ くにあたって まず,コ ンピュータ

関連諸投資の状況 をみてみる と,〈 第5.1-2図 〉 のよ うに昭和45年4月 ～46年3月 の一年間 の

コンピュータ部門の経費 は,過 半数 が1億 円未満 となってあま り巨額化 は していない。

〈第5.1-2>年 間(昭 和45年4月 ～46年3月)コ ンピュー タ部門の経費

,

10億 円 以 上(1.7)

7.5億 円 ～10億 円(1.4)

5億 円 ～7.5億 円(2.0)わ

か

な

い

8.8

1億 円未満

62.7

(注1)数 値は%

(注2)「 わか らない 」には無

回 答分 を含 む/以 下同

じ)

(注3)全 体==354社

しか しなが ら,よ り長期的 にみ る と販売高に対 し0.5%～0.99%を コ ンビz－ 夕関連支 出の適

正規模 とみ る企業 が多 くこれは1969年 時 点での米国 における事例 と酷 似 してお り,大 手 コンピュ

ータユーザーを先頭に徐々に米国の水準 に迫 りっつ ある とみ ることがで きよう。

これ らコン、ピュ一夕関連支出に対 しユ ーザーの社内体 制 を概観 する と,予 算制度 については,

7割 が予算制 であるのに対 し,2割 は 予算制 を実施 していず予算制 でない ところが比較的多い。

一方 ,経 費計画 については,短 期計画は63.5%が 計 画化 してい るのに対 し,中 長期計画 は3L6%

とな ってい る。

また コンピュー タ関連 の設備計画 にっいて も短期 が62.0%,中 長期 が35.6%と ほ ぼ経費計 画 と

同様 な傾向 を示 してい る。'

一20一
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★ 〈第5.1-3図 〉 コンピュータ関連支出(レ ンタル料 ・人件費 ・外部委託費等)
の対販売比率 一1975年 において適当と思われる割合

亘0.24%以 下

乏0.25、0.49%

③0.5、0.99%

き)1.O～1.99%

⑤2.o%以 上

'13

1⑭

米国企業 の事例(1969年)

マ ッキ ンゼー報告

0102030 .40

(注)★ 印は ア ンケー トZ(大 手=一 ザー40社 を対象)に よる回答状 況(以 下全 て同 じ)

〈第5.1-3A図 〉 コン ピュータ部門の運 営体制 一予算制 度

実 施 してい ない

20.9%

予算 制 を実 施 してい る

71.8%

∀

、,

コンピュータ関連支出についてその内訳 をみ ると,〈 第5.1-4図 〉 の ように レンタル料 が最

も多 く,人 件費 がそれについ でい る。

米国企業の事例では,人 件費 とレンタル料の割 り合いが1.8対1と 逆 で,我 が国 におけるvン

パ ワーに対す る評価の低 さ,八 一 ドウ ェアナ リエ ンテ ッ ドな考 え方,ひ い ては ソフ トウェアの価

値 に対す る評価の低 さを物語 っている とみ る ことがで きよう。

この傾 向が将来において,変 っていない点も注 目される。
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〈第5.1-3B図 〉 コンピュータ部門の計画 一 経費計画

計画がない

短期計画

か らない

11.9%

計画の必要性がある

21.5% 計画が あ る

63.5%

計

中長期計画

計 画が ある

31.6%

計画 の必要性 が ある

45.8%

〈第5.1-3C図 〉 コンピュー タ部門の計 画 一 般備計 画

短 期 計 画

わか らない

計画 ない10.5%

5.7

計 画 の必要性がある

21.8%

計 画が あ る

62.0%

中 長期 計 画

わ か らな い

15.3%

2.

計画 の必要性 があ る

46.3%

計 画が あ る

35.6多

⑨

す なわち,一 般的に コンピュータ 関連支出の今后 の重点度 をみてみる と,レ ンタル料 にポイ ン

トをお く企業 が142社 と最も多 く人件費のそれに対 し,約3対2の 割 り合いになってい る。 〈第

5.1-5図 〉

一22一
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〈 第5.1-4図 〉

コン ピュー タ関連 支出の内訳

づ

そ の 他

3.8%

外部委託費

5.4%

通 信 回線費

2.6%

品費

8.2%

人件 費

28.5%

5.2%

機 械 室

維持運営費

〈第5.1-5図 〉 コン ピュー タ関連 支出に対する今 后の重点度

今 後 の 重 点

料
費

贅
費
贅

費

他

営
ル
運

品
線

託

議

件
耗
誌

の

械
レ
擬

人
消

通
外

そ

単位:件 数

142

それに対 し,大 手 コンピュータユーザ ーにおけるこれ らの伸 びは機器関連費(2.3倍)に 対 し

人件費(2.1倍)と 比較的接近 している ものの依然機器関連費 が人件費 を上まわ ってお り,我 が

国の コンピュータ利用における一つ の特徴 とみることがで きる。

★ 〈第5・1'-6図 〉'1975年 時 点でのコンピ ュー タ運 用経費

④
機器関連費の伸び

人件費の伸び

2.3倍

2.1倍

、〆

ここで,コ ンピュー タ関連支 出を一社当 りの平均値でみた ものが〈第5.1-7図 〉 である。

-23一一



〈第5.1-7図 〉 コンピュー タ部門経費の内訳

1社 当 りの費 用 単位:万 円

レ ン タ ル

機械室維持運営費

人 件

消 耗 品

通 信 回 線 費

外 部 委 託 費

そ の

料

費

費

他

172・3

8・21

・.9581

11,276
14・7

1851

1591

合 計 〈16,118>

一般に コ ンピュータ関連支出の中心機器関 連費 の経費 は年間9千 万円～1億 円 といわれている

が,こ こでは レンタル料が7,233万 円 となっている。

今回 の調査 では,1社 当 りの平均 台数が1.21台(429台/354社)だ がこれi4回 答 用 紙で2台 目

以上 の機械 を別箇所 に記入 させ るとい う用紙 レイ アウ ト'上の不備 もあ り,矢 張 り1社 当 りの保有

台数 は2.0セ ッ ト(コ ンピュータ白書)と み るのが妥 当であろ う。その場 合 レンタル料 は3,617

万 円(月 間約300万 円)と なる。 そ してこれ らの関連支 出の今后の伸びは約2倍 ～3倍 の中間 と

み ることがで きる。(第5,1-8図)

★ 〈第5.1--8図>1975年 時 点での運 用経 費予想(現 在 に対する倍率)

隼

.
?

数

,

件

5

4

3

2

1

平均2.6倍

＼

＼
倍 率0

1.0・203.04.05.06.07.08.09.010.0

と こ ろ で 〈 第5.1-7図 〉 に も み る よ う に,1社 当 りの 外 部 委 託 費 は 年 間 約850万 円 で あ る。

そ の 内 訳 は 調 査,コ ンサ ル テ ー シ ョ ンか ら 教 育 ま で さ ま ざ ま で あ る が,一 般 に ソ フ トウ ェ ア サ

'一 ビ ス と さ れ て い る 調 査 コ ンサ ル テ ー シ ョ ン,シ ス テ ム 分 析 設 計,プ ロ グ ラ ミ ン グ,保 守 サ ー ビ

・ ス,マ ン パ ワー リー ス,教 育 を 含 め る と そ れ らは 外 部 委 託 費 の38.7%を 占 め る。 〈 第5.1-9

図 〉
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〈第5.1r9図 〉 外部委託費の内訳

そ の他

U.2)

、抽li

1蘇:至,、

マ シン タイ ム

8.3

調 査,コ ンサ ル テ ー シ ョン

(2.0)

シ ス テ ム分 析 設計

(2.3)

i㌶ 謬 ・

キ ー パ ン チ

36.6

計算業務

15.4

ソフ トウェア関 係費

また〈第5.1-10図 〉 で示 されているよ うに,コ ンピュータ関連支出の中で、通信回線費 外部

委託費 は現在 の経費額 に比較 して今后重点 をお きたい とす る企業 が多い点で注 目され る,更 に外 ・

部委託費 にく第51-11図 〉 においても,外 部委託費 の伸び を28倍 と他 の費 目を上 まわ る伸 び

〈第5.1-10図 〉 経費と今 后の重点 との関係

◆

ごプ

万円
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'
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3,000・ 機械室維持運営費

1

/

/

!

/

そ の他 消耗品 費■

2,000

レ/ 外部委託費

1,000・
1・01

0ノ ●
ノ

o・/

!
,.

●通信回路費
. `

50 100 150件 数

今后の重点

一25一



で評価 している点で も裏打 ちされてお り,こ れ らはこれか らの ソフ トウェア市場 を考 えてゆ く上

で大 きなポイ ン トで あろ う。

☆ 〈第5.1-11図>1975年 時 点での コンピュータ運用経費(現 在経費 に対す る伸 び率)
」

〉

① 総経費の伸び

② 機器関連費の伸び

③ 人件費の伸び

④ 外部委託費の伸び

1.0 4.0

倍率

一方 ,後 に また くわ しくみてゆ くが,コ ンビュタユ ーザーの間では ソフ トウェア会社等 の外部

機関 に対す る考 え方 において一定の特 性がみ られ,そ れが ソフ トウェア市場 の構造 をみてゆ く上

で一 つのキーポイ ン トにな ってい る。 それは,外 部機関に対 し,積 極的 あるいは ケースパイヶL

ス に活用 してゆ こうとす るいわゆる 「委託 型1の 企業,外 部機関に対 し将来 は委託 してゆ こうと

する好意的 な 「潜在 型1の 企業,外 部機関に対 しあま り好意,関 心 を寄せ ない 「自社 型1の 企業

の三つのタイ プで あり,そ れ らの全体に対 する構成比 は〈第5.1-12図 〉 の ようにほぼ3等 分 さ

れて いる。

〈第5.1-12図 〉 コンピュー タ市場の構造

委託 型

18.4φわ か らない

27.1%

自社型

26.8φ

潜 在型

27.7%

◆

・ザ
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(注)ア ンケー ト× 質問D-1外 部 機関 に対する考 え方

①

②

開発の委託に積極的である
◇

全 面委託 はほ とん どな く,自 社 との共同開発 で ある

12社

53 }委 託型

③ 現在 は開発委託 もしていない が,今 后はするつも り 98 潜在型

④ 現在 も今后も外部委託はしない 95 自社型

⑤ その他 96 一

合 計
.

354

ソフ トウェア市場 の創造,拡 大,固 定化 を実現するためには コンピュータユ ーザ ーにおけ る委

託型企業の確保,潜 在型 企業 の顕在化,自 社型企業 に対 す る価値観 の転換 等の側 面 で,真 剣な営

業努力が不可欠であ るとい えよう。

さて ここで(今 までのべ られている市場構造 に関する傾 向に もとずいて)我 が国の ソフ トウェ

ア市場 の構造 を基礎的 な段階 で概括す れば次の よ うに考 える ことができよ う。

〈 第5.1-1表 〉 ソ フ トウ ェ ア市 場 の 概 略
(数字は概数)

令

昭 和50年 の 概 要

昭和45年 修 正(1) 修 正 ②

の

概 要
自然増のケース

潜在型のユー
ザーのうち半

数を委託型に

潜在型のユー
ザー全てが委

託型になった

備 考

、も っ て きた と と き の ケ ー ス

きの ケ ース

1

1社 当 り年間コンピュ(1)
一夕関連支出 1.6億 円 4.2億 門 4.3億 円 4.3億 円

社

1社 当 り年間外部委託(2)

費
850万 円 2380万 円 き140万 円 3880万 円

(3)外 部委託率(2)κ1) 5.4% 5.7% 7.4% 9.0%
'

・

当

り

(・)土耀 鍵 ソフトウ

(・)!灘 醸 コンビ・

330万 円

2.0台

920万 円

3.8台

1200万 円

同 左

1500万 円

同 左

(2)×38.7

%を 適 用

市

場

全

(・ぽ ンピユ一夕織 置台

コ ン ピ ュー タ保 有 企 業(7)

数(6)/(5)

(・)魏 議 ピ　 タ関連

9482台

4740社

7640億 円

38,000台

10,000社

4兆 ⑳oo億 円

同 左

4兆2700億 円

同 左

4兆3敦)0億 円

(9)外 部委託費総額 403億 円 2380億 円 3140億 円 3880億 円

体 ソフトウェア関係外注四

賀総額
155億 円 922億 門 1210億 円 1500億 円

(注)コ ン ピュータ総設置 台数:コ ンビ=一 夕 ・ノー ト1971年 版 よ り

(注)1社 当 り平均 コンピュータ設置台数の伸びは機器関連費の伸び,要 員の伸びな どにトレンドして設定

(注)昭 和50年 の概要 の うち

自然増のケースは昭和45年 の値にコンビ=一 夕関連支出は2.6倍,外 部委託費は2.8倍 している。

修正値(1×2)は自然増のケースをベースに してく第5.1-2表 〉 により試算。

この場合コンピュータ関連支出に外部委託費の追加分 を上のせ した。
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〈 第5.1-2表 〉 ソフトウェア市場予測試算表

年度

ユ 項

十 目

あ

2
プ

昭 和45年 昭 和50年

年

数

構成

比

年間外
聯

費

(億円)

1社当
り外部

委託費

(千門)

1社 当

り外部

委託費

(千円)

.

自然 増 の

ケ ー ス

潜在型ユーザ
ーのうち半数

を委託型にも
ってきたとき
のケース

潜在型のユー
ザー全てが委

託型になった

ときのケース

企業

数-

年間外
部委託
費(億FD

企業

数

年間外
部委託
費億円

企業

数

年間外
部委託
費億円

委託型ユーザー

件(
59)

65

%

18.4 14.00 23,729 66,441

件

(59)

65
39.20
(107)
114 7LO9

(154)
163 102.32

潜在型ユーザー

.

(95)
98 27.7 5.24 5,516 15,444

(95)
98 14.67

(47)
49

7.26 0 0

自社型ユーザー
(87)
95 26.8 2.31 2,655 7,335 (87)

95 6.38
(87)
95 6.38

(87)
95 6.38

そ の 他
＼

(82)
96
27.1 5.93 7,232 20,250

(82)
96 16.60

(82)
96 16.60 (82)

96
16.60

∨

計 (323)
354 100.0 27.48

(平均)

8,510 (323)
3図

76.85

(平均)千
23,792

(323)
354

101.33

(平 均)千

31,371

e23)
354

125.30

(平均)千

38,793

(注)企 業数の上段い内の件数は:年 間経費の質問項 目に無回答であった件数 を差 しひいたもの

(注)昭 和50年 の1社 当り外部委託費は、昭和45年 の値 を2.8倍 したもの

すなわち、わが国の ソフ トウェア市場 は現状年間 コンピュータ関連支出は7640億 門 と算定 され,

うち外 部委託費総額 は全体 の5.4%,403億 円 を占めでい る

その うち調査分析,シ ステム設計分析,プ ログラ ミング,保 サ ー ビス マ ン パ ワ ー リ

ースな どの ソフ トウ
ェア関 係の外注費は38.7%で155億 を占めてい る。 これは1社 当 りに換算す

れば約330万 円 に相当するが,あ ま り楽観視で きない数字 である。

これ らが昭和50年 の 時点 で どの よ うになるか をみる と,状 をベ ースとした 自然増 のケース 総

費 用で2.6倍,外 部委託 で2.8倍)で は外部委託費総額2380億 円,ソ フ トウェア関係外注費総額

922億 円 が算定 される。

ソフ トウェア関 係外注費 としては約6倍(922億 円/155億 円)と なるが コンピュータユーザー

の底辺 の拡大,利 用水準の高度化 を加味すれば依然 と して より積極的 な営業努力が期待 されなけ

ればな らない。

ここで営業努力 をソフ トウェア市場 の構造 の改善 とい う方向すなわち委託型 ユーザ ーの確保,

潜 在型ユーザ ーの委託 型ユーザ ーへ の体質変換 とい う面で今后の市場動 向の変化 をみてみ ると,

一28一
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◆

寸

や

》'.

潜在型 のユーザーの うち半数 を委託型 に きりか えたとすると,ソ フ トウェア関係外注費総額 はご

1210億 円で現状の約8倍, 外 部委託率 も7.4%と か な りレベルア ップした結果 がえ られる。

更 に,
「一 一

　 一--

.一

一

先 に 述 べ た よ う に,ソ フ ト

で コ ン ピ ュ ー タ ユ ー ザ ー に 関 して は そ の 特 性 を ⇔

潜在型ユ ーザーの全 て を委託型ユ ーザ ーに もって きた と仮定すると?_ソ フ トウェZ関 係

外注費総額 は]500億 円(絢0倍),外 部 委託率}よ9.0%に な り,ソ フ トウェア市場 の創造,強 化 と
率

い う点で コ ンピュータユーザー自身にをかわ る問題が今后ごな り重要視されな ければな らない。

こ とは
r

討によって,

無 ◎

⇔

うに

.の.一 ー 一'」

すなわ ちコンピュータ子一ザ ーとのかかわ りあいの中で ソフ トウェア産業が より積極的 な営

業戦略 を強化 してゆけば昭和50年 で ソフ トウェア関係外注費総額 を1500億 円 に レベ ルア ップする

(大きな努力を要するとしても)不 可能 ではない。む しろ効率 のよい ソフ トウェアの流通,販

売の形態 の確立 あるい は調査 コ ンサルテーシ。ろ システム分析設 計などソフ トウェアサ ー ビスの

面で採算性 の高いサ ー ビスの拡 大強化 あるいは作業体制 における効率性の追 及等 々の多面的 な検

この レベル を更に上まわる こと も考 えられよ う。

ここで ソフ トウェア市場 をその特性的 な側面 でも う一 度見直 してみよ う。

ウェア市場 の総体 はかな り複雑 な様相 を呈 してい る。 従 って この中

コンピュータ関連支出 ⇔ 外部委託意思 の有

コンピュータ関連投資 の考 え方 な どで分類するこ とがよ り有益である と思 われる。

コン ピュータ関連 支出 については昨年度 の ソフトウェア需要 動向調査 でも指摘 されているよ

大 手 コ ン ピ ュ ー タ ユ ー ザ ー －E・ ピー ・導入鞭 枯 ・]-1年 雛 費・・大きい1

一 業務処理量が多い 一 高度利用 とい うよ うな一連の関係 でその特性 が指 摘 されてい る。

〈 第5.1-14図 〉

今 回の調査 において も例 えば〈第5.1-14図 〉 のように年 間経 費5億 円以 上 の大 手ユ ーザー

年間経 費別の費用

単位:億 円

レ ン タ ル 料

ゴ 物 品..口,億 円以上
機械室維持運営 費

易:;.99吻 ㌫
人 件 費

傷_(305社)
消 耗 品 費

111.82

勿29.39

通 信 回 線 費
6.59
【

16.53

外 部 委 託 費
14.10

13.37

そ の 他
8.76

10.33
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(18社)の 外 部委託費 が一般ユーザー(305社)の そ れを上まわ っている とい うよ うに,ソ フ ト

ウェア市場 の観点 か らも無視 し得ない幾つかのポイ ゾ トを見出す ことがで きる。

また⑥ 外部委託意思の有無については既に ソフ トウェア市場 の量的 な把握 をしてゆ く上 で重

要 な指標 となっている。

すなわち委託型ユーザー,潜 在型ユーザー,自 社型ユーザーの どれに属するかに よって,そ れ

は ソフ トウ ェア市場 の動向を知 るに あたって,か な り有力 な手懸 りを与 えることになるわけで こ

の状況は とりわけ次章外部委託 のメカニズムでよ り明 らかにな る。

◇ コン ピュータ関連投資の考 え方 は下図にみ るよ うに コンピュータユーザ ーは,コ ンピュー

タ関連投資 の決定 にあた って採算性,費 用そのものを重視する採算優先型 と投資 を裏づ ける開発

の必要性 を重視 するニーズ優先型 とに大 き く二分 されている。

今 回の調 査に関連 して行 なわれた面接調査においても特 に ソフ トウェアの開発に あた っては,

開 発経費の高低 よりも,開 発経 費の明確性 あるいは開発の必要性 に適 合 した信頼度 の高い ソフ ト

ウェアの作成の方 を強調す る声が多 くこの ような ニーズ優先型 は比較的大手ユーザーに多 くみ る

ことがで きる。

★ 〈第5.1-15図 〉 今後のコ ンピュー タ関連諸投資(ソ フ トウェア

投 資 を含む)の 考 え

① 採算性をつめる

② 二rズ を優先

③ コ ン ピュー タ部 門
に まかせ る

① トップが決定す る

⑤ その他

0 10 20 30

件数

40

このよ うなイ ンデ ックスは,今 回の調査の過程 の中で演繹的に見 出された もので今回の調査で

はこれらをベ ニス とした分析 は十 分になされた とはい えないが,こ れか らの市場構造 を解明 して

ゆ くために,よ り有効な手段 を提供す るもの と思わ れる。

●

■

5.2適 用 業務 の概要

昨年度における ソフ トウェア需要動向調査 で ソフ トウェア市場の構造 を解明する手懸 りと して

三ンピュータあ適用業務の現状が,業 務処理件数 と開発方法 との二面でかな りくわ しく検討 され

て きた。,

開 発方法 については5.5ソ フ トウェア開発の方法 の中で更に多面的 に検討 されているので,こ
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f

●

こでは適用業務 の内容 を幾 つ かの側面 か ら段階的 に位 置づ けて ゆ く。

今回 の調査 ではコン ピュータの適用業務 を

(1)生 産 業務・・……・生産/資 材/購 買/在 庫/設 備等

(2)販 売 業務…・・…・販売/輸 送等

(3)財 務 会計…一－t…財務/経 理/原 価等

(4)人 事 労務………給与/人 事等

(5)研 究 開発

(6)経 営 …・・…・計画/調 査/広 告/情 報管理/管 理 全般

(7)特 定 業務 ………上記 の どれに も属 さない固有の業務(例 えばオ ンライ ン ・バ ンキ ング

・システ ムな ど)

と総括的に とらえ、反 面そ の処理の段階 をシステ ム面,レ ベル面 モー ド面の三つ に よってみ る

こ とに よってわが国 の開発 の現状 を立体的に把握 しよ うとした。.

こ こでシステム面 は,

① 業 務内の部分 システムの開発(例)生 産の中の在庫管理 システム

② その業務 の全体 システムの開発(例)在 庫一生産管理 システム

③ 業 務間の統 合的 なシステ ムの開発(例)購 買一生産 一財務会計 システム

レベル面 は,

① 集計計算段階'

② 管理段階(① を含む)

③ 予 測計画段階(①,② を含む)

モ ー ド面 は,

① バ ッチシステム

② ナ ンライ ンバ ッチ(リ モー トバ ッチ)

③ オ ンライ ンリアル タイ ム

④ タイムシェア リング

とい うように各 々のステ ップを位置づ けている。

これ らに対 し全業 務 をま とめて現状 と今后 を対比 したものが〈第5.2-1図 〉 で ある。

システム の面では現状ではほ とん どが給与 計算,在 庫管理な どのモ ジュール単位 でのサ ブシス

テ ムの開発に ある。'

しか し今后の見通 しになる と業務全般にわ たる トータル システムにこれ ら個 々のサブシステム

を組み こも うとす るとともに,業 務間の統 合システムすなわち ツクル(生 産)一 ウル(販 売)一

カネノウゴキ ヲツカム(財 務会計)一 ケイエイ シ リ。ウヲテイキ 。ウスル(経 営管 理)と い うよ

うな個 々の業 務のオペ レーシ ョナルな レベル での データ構造 を有機的に統合 して トータルと して

よ り高度化 を図るいわば オペ レーシ ョナル ・イ ンチ プ レーテ ッ ド・システ ム に対 して 開 発 をい
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〈第5.2-1図 〉 業 務処 理 の、ステ ップ(全 業務)

在
后
現
今

ロ
W

〈システ ム〉 `,、.助o`, .、looq,▲ 、
1500

`・
件数

ψ

業務内部分 システム
1829

微140

業務の全体 システ ム
|342一671

業務間統合システム
1162
一539

●

〈 レ ベ ル〉 `..、5QO,1、 ,looq,、, 、1500 件数

集計計算段階
1701

.

、2(辺

管 理 段 階
1509

一444
4

予測計画段階
183一707

〈 モ ー ド〉' 、,、 、5QO,、`、1000
1500

`1`` 件数

パ ッ チ シ ス テ ム
ll226

.

一683
オ ンライ ンノ㍉ チシス テム ・滋 微 微396

オ ン ライ ン リアル タ イ ム
29

㎜210
タイ ム シ ェ ア リ ン グ

泳、

そ ご うとする顕著 な動 きをみ るこ とがで きる。

また,レ ベル面 において もシステム面 と同様現在 と今后の見通 しで は正反対 のパター ンを示 し

ている6

コ ンピュー タの導 入 目的が多 くの企業 で事務処理面での省力化,合 理化に求 めてい るとい うこ

とはい うをまたない。 この点 で現在 までに情報 の大量処理,第 一次的加工処理はほぼ達成 し基礎

的 な管理資料 を提供 するとい う面 ではかな りよ くその 目的 を果 た してい るようで ある。従 って今

后はよ り前向 きの予測計画段階 ヘ コンピュ一夕利用の高度化 を図ってゆ くことになる。

いわゆるMis(経 営情報 システム)が 図の ようにデータベ ースの確立に よる有機的 な業務向

の 統 合 システムの実現 と意思決定への有効利用 を図 るための予測化,計 画化 との二つの軸 で考 え

る こ と が で き る とす る な ら ば,こ れ ら{こ対 す る ・ ン ピ 。 一 ・ ユ ー ザ ー の ニ ー ズ の 大 き さ.積 極 的

な 開 発 意 欲,ダ イ ナ ミ ッ ク な 動 き は く 第5.2-1図 〉 及 び く 第5.2-2図 〉 に よ っ て も 明 らか で

ガ

》

あ る。
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`

意思決定ひの有効利用

予測計画段階

デ_タ ベースの確 立

業務 間統 合システム

★〈第5.2_2図 〉 今後 の・ン ピ・一夕利用のね ら'い(1975年 時 点)

① 意思決定に利用

② 作業管理システムに利用
1自動化 ・

オートメイヒ等)

③ 事務処理効果をね
らう

④ 豆こ4繭あ霧
利用

⑤ 研究開発に利用

⑥ 顧 客 サービスの向 上

こ)そ の他

0 10 20 30

件 数

40

●

一

ここで再 度〈第5.2-1図 〉 に も どってモー ド面での動 きをみてみる とほ とん どはパ ッチ シス

テ ムで あ りこれは今后 ともあま り変 らない。 ・

が他方 オ ンライ ン化 の動 きが大 きく見込 まれる。

。イ 。シ.ア,.グ に ついては現状ほ とんどみることがで きないけれ ども 今后超大型機蹴

に よる自社 内タイムシェア リングシステ ムー特にオー プンプログラマ制 を前提 とす る技術系の企

業 一あるいは計算 セ ・ター的 な列 ムシ。ア リ・グサー ビスの提供 ・享受 と・'う両面 で徐 々に根

づいて くるもの と思 われる。

この ようにコ ンピュー タ利用の拡大化,高 度化 は木 きな うね りとなって これか らの ソフ トウェ

・市場 に相応 の影響 を及ぼす … な ・・ これ を輝 処醒 の伸びでみ たもの が〈第5・2'3図 〉

で あ る。
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★<第5.2-3図>1975年 の業務処理量予想

①zo倍 以下

②2.1～3.o倍

③3.1～5.0倍

④5.1倍 以上

0 10 20 30
件数
40

タ
ト

'

★ 〈第5.2-4図 〉 今後も重要となると予想される適要業務(1975年 時点)

何 生産管理

② 販売管理

③ 財務管理

ぶ 人事管理

.s研 究 開発

⑥'経 営管理
(計画調査企画

⑦ 統計業務

㊦,個 有サービス分野

ぽ 科学技術計算

0 10 20 30
件 数

40

つ

先 にも述べたよ うに処理量の伸びは平均2.8倍 を示 してい る。

'これは〈第5
.2-4図 〉 にみ るよ うに主 に販売管理,経 営管理業務の充 実化 を図 ろ うとするユ

ーザ ーの意向 の反映 とみることがで きると同時 にア ンケ ー ト×'によれば生産管理業務 も多い点 で

(8.1.3参 照)生 産 一販売 ライ ンの システ ム化,そ れに基づ く効果的 な経 営管理 システ ムの開発

'℃'
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適用業務別にみたコンピュータ蛸{躍 の内書〈.節5・2-5図 〉
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がこのよ うな業務 処理量 の伸 びを裏づける基本図式であるといえよう。

ここで業務処理 の内容 を各 々の適用業務別に区分 してその開発段階及 び開発 に必要 とされ る手

法 をみてみ ると,生 産業務 と販売業務 が業務間の総合システムの軸 となって他の業務 を巻 き込ん

でい る状況が ここで もよ く示 されてい る。販売業 務について今后 タイムシェア リングを要求す る

声が 目立つ が,こ れは大手販売会社における販売 情報 の容易で効率的 な活用 を目指 す もの と思わ

れる。

開発手法にっいては〈第5.2-6図 〉 に図示 されてい るが生産業 務では在庫投資,輸 送計画な

どの面で数理計画法 が 効率的 な生産 ライ ンの確立 とい う面で 日程計画法 が また プロセス制御

を含む リアルタイ ムデータ処理 が各 々今后の重点 と して とりあげ られている。販売業務 では各種

統計情報 の有効活用(統 計学)及 びそれに基づ く迅速,正 確 な売上 予測 の設定 →生産 ライ ンへ の

フィー ドバ ック(予 測)な どに重点がおかれてい る。特 に予測 に対する関心 が極 めて高い。

」
φ

㊨

〈 第5.2--6図 〉 開発手法別にみた適要業務の状況

財務会計 システ ムは企業 内の全業務に関連 しているだけに例 えば会計 フ ァイル システムな どの

全体的 なシステ ムの開発 が当面の 目標 とされて'お り,そ のた めに開発手法 をみて もファイルマネ

ジメン トを要求す る声が非常 に強い。 一

これは人事給 与面で もほぼ 同 じである。

研究開発 業務は(今 回の調査 でその レンジを明示 しなかったた め)結 果 としていわゆる科学技

術関係か ら科学技 術情報,特 許情報 などの情報 システ ムの開発及 び事業計画 の企画,製 品開発 ・

改良計画の企画等 さまざまな分野 にわ たるあいまい な概念 となって しまったが,業 務処理 の段階

一36-一
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●

で タイムシェア リングシステ ムに対す る要求が強 くでている点が注 目され る。

これは矢張 り社内オー プンプログラマーを擁 した技術系大手 コ ンピュータユーザーの利用 を想

定 するのが妥当で あろ う。

今后 の開発手法 としては数値解析,シ ミュ レー ション,IR(情 報検索),グ ラ フ ィックデ ィス

プ レイ が目立 ってお り,企 業内で も最 も先行的 な業務分野で あるだけにその動向 には興味 深い も

のがある。

経営管理 業務 につ いて は業務開発 面で特 に予測計画段階に レベルア ップ したい とい う指 向性が

強 いと同時 に,今 后 の開発手法 と して シ ミュ レーシ 。ン,グ ラフィックデ ィスプ レーがあげ られ

ていて,加 工集約度 の高い経営情報提供 のニーズの強 さが よくあ らわれてい る。

最後に特定業務 につい てみ ると,こ こでは金融,保 険業 におけるバ ンキ ングシステ ム,運 輸,

通 信,放 送 な どに おける輸送,通 信 システム,政 府機関 における住民,土 地,河 川な どの情報 シ

ステ ム等 々さまざまな業 務か らな りた っていて一概に述べ ることはできない。 ただ,開 発手法 の

中で リアルタイ ムデ ータ処理 が現在,今 后 とも強調 されているのは金融,保 険,輸 送業 における

オ ンライ ン化の動 きを反映 している と考 えられ よ う。

倉

ご'
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〈付5.2-1表 〉 適用業務別にみたコンピュータ業務処理の内容(数 字は回答件数)

生 産 販 売 財 務 人 事 研究開発 経 営 特定業務

現在 今后 現在 今后 現在1今 后 現在 今后 現在 今后 現在 今后
傷

現 在}今 后

〈 シス テ ム〉

業 務 内 の 部 分 システム 137 14 124
'
10 160 27 169 24 80 28 95 17

l

i.64117

業 務 の 全 体 シ ス テ ム 68 II4
0

91116 … 70 145 78 157 5 36 16 58 14 45

業 務 間 の 流 合 システム 32 102 4f)'121 38196 26 81 3 37 12 76 11 26

開発はしていない 35 / 22/ 27/ 26 / 118 / 69 / 61 /
・

一 一..一,」 』

'

〈 レベ ル〉 i

集 計計算段階 ll8 31 119 20 157i30 152 39 49 70 67 43 4431

管理段階 101 88 111 86 94.96 113 123 25
>

34 38 35 27 32

予測計画段階 M 125
>

17 149 7i159 7 110 8 36 21 89 9 39

その他 3 / 4
ノ

/ 101/ 5 / 21 / 9 / 7 /

…
「 一. .1

〈 モ ー ド〉

パ ッ チ シ ス テ ム 210 77 221 79 253'157 … 269 187 89 62 117 77 6744

オ ン ラ イ ン パ ッ チ 15 99 18 93 9178 5 50 3 22 3 36 6i18

オ ン ラ イ ン リア ル タ イ ム 8 47 9159 1 15 1 18 1 10 2 31 7 30

タイ ム シ ェ ア リン グ o 5 1 10 0 7 0 6 1 9 1 5 0 2

杏 吟
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〈付5.2-2表 〉 年間経費5億 円以上のコンピュータ業務処理の内容(数 字は回答件数)

生 産 販 売 財 務 人 事 研究開発 経 営 特定業務

現在 今后 現在 今后 現在 今宿 現在 今后 現存 今后 現在 今后 現在 今后

〈 シス テ ム〉

業 務 内 の 部 分 シ ス テ ム 5 0 4 0 7 0 9 1 8・ 0 6 1 4 3

業 務 の 全 体 シ ス テ ム 4 3 4 5 6 4 3 4 1 3 2 4 0 3

業務間の統合 システム 2 5 4 4 3 8 3 6 0 4 2 5 4 2

開発はしていない 2 / 2 / 0 / 0 / 4 /! 2 // 3 /
丁〆

～

}「--'一 罰 一 ー 一{『 一 一- ・・一 一「}

|

〈 レベ ル 〉
づ

集計計算段階 3 0 3 1 4 0 4 1 1 4 4 4 43
:

管理段階 5 5 7 2 11 7 lO 7 5 3 3 2 212
`

予測計画段階 3 4 2 8 0 7 0 4 2 3 3 7 116

・ そ の 他 0 / 0 / 1 / 1 / 2 / 0 / 1/

・A」 一 一 ・.・ ・ 一 一.

〈 モ ー ド〉

パ ッチ シ ス テ ム 9 4 8 7 14 8 15 9 7 5 8 8 52

オ ン ラ イ ン バ ッ チ 0 3 1 0 2 3 0 2 1 r 0 1 01!

オン ライン リア ル タイム 2 3 3 4 0 3 0 2 0 0 0 1 25

タ イ ム シ ェア リン グ 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 1 2 0 1



'
〈付5.2-3表 〉 業務別にみた開発手法の応用(数 字は回答件数)

一

心
O

ー

生 産 販 売 財 務 人 事 研究開発 経営管理 特定業務

現在 今后 現在 今后 現在 今后 現在 今后 現在 今后 現在 今后 現 在i 今后

数値解析 38 17 30 19 35 29 36 19 26 24 20 14 17 10

流計学 33 23 41 30 38 26 37 32 15 14 27 17 9' 10

予 測 11 24 24 73 6 24 8 15 3 11 18 32 2. 8

数理計画法 16 34 7 12, 1 11 1 4 6 12 9 19 2 5

日程計画法 18 56 5 4 5 2 4 2 ,1 1 1 1 0 1

シ ミ ュレー シ ョン 12 26 3 25 4 35 8 19 8 20 12 46 2 7

その他のOR手 法 3 14 6 13 3 9 3 5 7 9 6 11 3 8

リアルタイムデータ処 理 10 30 11 36 3 18 3 9 3 5 3 ll 15 22

フ ァ イ ル 〔 ネ ジ メ ン ト 27 24 23◇ 24 23 50 28 40 6 10 10 15 5 10

IR 2 2 6 5 2 3 11 50 右 20 3 11 2 4

クラフィックデソスフレー 1 5 0 9 1 6 0 9 1 10 1 10 1 4

その他
F「

16 2 17 5 18 4 20' 6 8 3 6〆 4 4, 2

合 計 187 257 173 255 139 217 159 210 90 139
.

116
ル

191
`

62 91

'
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5.3、 コ ンピュータ部門の専門分野

コンピュータ部門の専門分野 は,数 値 解析,統 計学,計 量経済学な どの経営科学,構 造解析,数

値制御 な どの科学技術,言 語 プロセサ,ユ テ ィ リテ ィプ ・グ ラムなどの情報処理技術 に大 きく分

類 することがで き一6。、 .』'エ'一.

… ウーア産業(・ ンピー 産 業)・カ・よ 幅 度 鱒 門的雄 術 轡 要財 類}ナ に ・ンピ

ュ　タ部門における専門分野の動向は ソフ トウェア市場 の方向 をみてゆ く上 で大切 である。
=.

't t:』'〈 第5 .3--1表 〉'専'門 分 野(1)1・ ・一:.、 ∴∴ ・～=

`L

':『

社 数
、

延 人 数

'一 社
当 り

人.数
A

経営科学' 件

ノ

人 λ
数 値 解 析 43 119 2.8

統 計 学 54 108 2.0

計 量 経 済 学 29 44 1.6

数 理 計 画 法 17 38 2.2

日 程 計 画 法 26 50 1.9

シ ミ ュ ・レ ー シ ョ ン 27 58 2.1

その他OR 29 56 1.9

科学技術

構 造 解 析 16 51 3.0

数 値 制 御 11 22 2.0

プ ロセ ス コ ン ト ロ ー ル 13 50 3.8

CAD 4 14 3.5

その他 6 13 2.2

情報処理技術ω

言 語 プ ロ セ サ 15 86 5.7

ユ テ ィ リテ ィ プ ロ グ ラ ム 37 117 3.2

リ ア ル タ イ ム 24 147 6.1

フ ァ イ ル マ ネ ジ メ ン ト 33 111 3.4

IR 15 25 1.7
, 一 一 ー ー 一

一 ー ー 一 __一 一 一 一 ー 一 ● 一 一 一

'

情報処理技術(2)

コ ボ ル 116 1006 8.7

フ ォ ー ト ラ ン 91 496 5.5

ア ル ゴ ル 9 49 5.4

PL-1 30 174 5.8

ア セ ン ブ ラ 142 1555 10.9

その他の言語 36 226 6.3

一41 .一



経営科学 においては,数 値解析 の専門家 が延人数・一社 当 りの人数 とも最 も多い。 またく第5・3

-2図 〉 にみ るよ うに外 部機関にその専 門知識 を期待する割 り合い も比較的多い。

統計学関 係は企業経営情報 をより鮮明に写 し出すなど今后 とも必要度の高い分野 といえよう。

計量経済学は特定 の業種 で要 求 され るものだけに延人数・一 社当 りの人数 とも比較的少 ないが

外 部専門機関にその専門能力 を期待 されてい る点 が興味深い。

これは数理計 画法につい ても同様である。

日程計画法 は,ス ケジュー リングの明確化,効 率化 を目的 とす る生産管理 関係で特 に重視 され

るチ法で あって,今 后の重点 度が高 くこの点 で注 目される。

この意味では,・今后の重点度 も高 く外部の専門能 力も期待 されているシミュ レーシ ョンも特筆

されなければ ならない。 、

ヲ

寸
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〈 第5.3-2図 〉 コンピュータ部門 の専門分野 ②.

(数字 は件数)
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一方
,科 学技術分野 になると,通 常 は工場,研 究所等の企業 内の専門分野 にひろが るため コ ン

ピュータ部門 として はあま り目立 った傾 向はない。が,全 般に経営科学 に比 べて延人数では少 ない

か一社当 りの人数 では多 い とい う傾 向があ り,限 定的な企業で集中的に配置 されてい る。

中で もプ ロセ スコン トロール は1社 当 り3.S人 で比較的多 く、 これは化学,石 油,電 力等 の業

種 での需要 を物語 るものである。

しか しこれ らはいずれも各々の業種の発展 とともにあるだけに外部にその能力 を求 めよ うとす

る傾 向はあま りない。

それに反 し,情 報処理技術 はい わゆるコ ンピュータサイエ ンスといわれ る歴 史の新 しい分野で

あるため全般 に外 部の専門知識 に期待す る傾向が 著 しい。

言語 プロセサ関係 は1社 当 り5.7人 とかな り高 く同時 に外部に期待す るの も21社 と相 当多 い。

またユテ ィリテ ィプ ログラム では(こ の場 合もハー ドウェア寄 りの意味 でのユティ リティプ ロ

グラムだが)外 部能 力に期待す るユーザ ーが29社 で最 も多い。 これ ら両者はいわゆるメーカーサ

ー ビスの一環 として従来考 えられて きた ものである
。

ところがリアルタイムデータ処理技術 になる と前節でみた ようにオ ンライ ン化 のダイナ ミ
ック

な波 を反映 してか延人数,一 社当 りの人数 もか な り高い上に今后の重点 度は67社 と非常 に高 く且

つ外部の専門能力 を期待 する度合が高い
。

またファイルマネ ジメン トについて も同様に今后 の重点度,外 部能力期待 度 とも高いが,拡 大

化す る適用業務 に対す る効果的な データベースの提供 とい う点 で十分首肯で きる傾 向で ある
。

同様な観点で のIR(情 報 検索)は 今后 の重 点度は あまり高 くない反 面
,外 部 能 力 に期 待 す る

ユ ーザ ーが14社 とこれも矢張 りかな り高 くな
ってい る。

これ らの専門分野に対 し言語その もののマ ンパ ワーの状況 をみ るとアセ ンブラ
,コ ボル,フ ォ

ー トランは多 くの企業 で使用 されているがPL-1
,ア ル ゴル は比較的少 ない。

σ

φ
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延 く第5.3-3図 〉
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数値解 析

統 計学

計量経 済学

数理 計画法

日程計画法

シ ミ レーシ ョン

その他OR

構 造 解析

数値制御

プ ロセス コン トロール

CAD

そ の他科学

言 語プ ロセサ

ユテ ィ リテ ィプログラム

リアルタイ ム

ファイルマネ ジメ ン ト

IR

コボ ル

フォー トラ ン

アル ゴル

PL-1

ア セ ンブラ

その他の言語

Aグ ループ… …多 くのユーザーで多 くの要員 がい る もの

Bグ ループー… ・比較的多 くの ユーザーで比較的多 くの要員がいるもの

Cグ ループ… …比較的多 くのユ ーザーにいいが1社 当 りの数が少ない もの

Dグ ループ… …ほ とん どの=一 ザ ーにはいないが1社 当 りの数 は多い もの

Eグ ループ… …ほ とん どの ユーザーで数の少ない もの

1011人

1社 当 り人数

◎ ……… 今后の重点度 の高 いもの
■

■
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今 までの内容 を延 人数 と1社 当 りの人 数及び今后 の重点 との関 係でみ たものが上の図で,こ れ

に よれば多 くのユーザーで多 くの要 員がいるものはアセ ンブラ,コ ボル,比 較的多 くのユ ーサー

で比較的多 くの要員 がい るものは フォー トラン、PL-1,そ の他 の言語,リ アルタイムデータ

処理 これに対 し比較的多 くの ユーザ ーにはいるが,1社 当 りの数 では少 な くな るものが数値解析,

ユ テ ィ リテ ィプ ログ ラム,フ ァイルマネジ メン ト,統 計学 またほ とん どのユ ーザ ーにはいないが

1社 当 りの数 では多 くなるものが言語 プロセサ,ア ル ゴル,プ ロセス コン トロール,CAD(コ

ンピュータ ・エイ'デ ド「』・デザイ ン)及 びほ.とん どのユーザーで数 の少ない もの と して構造解析,

シ ミュ レー ション,日 程計画法,そ の他(IR,数 理 計画法,計 量経 済学,数 値制御,1 、'R,そ の

他科学技術 の五 つの グル ープに分類するこ とがで きる。、

これ らの うち,特 に今后の重点度の高い もの として上位六つ を選 ぶ とコボル,リ アルタイムデ

ータ処理 ,統 計学,フ ァイルマネ ジメン ト,日 程計画法,シ ミュ レーシ ョンとな る。

ところで この ような各 々の専門の分野は適用業務 の開発 とどの ように マ ジチ してい るのであろ

うか。開発 の手法(専 門分野)を 軸に して業務 との関連性 をみた ものが下の図で ある。

〈第5.1-4図 〉 業務別にみた開発手法の応用
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レ

これによれば 数値 解析 は生産,人 事,財 務,販 売各業 務に広 くとりいれ られ,あ ま り顕著な偏

向はみ られない。 また今后 は財務関係,研 寄開発 に対 して重 点が向け られてい る。

統計 学 も現状 では数値解析 と同様,販 売,財 務,人 事,生 産の各業務全般 に と りいれ られてい

る。 また今后は販売,人 事 に重点かおかれ,特 に販売関係で重視 されている。

これに対 し数理 計画法は現状では とりたてて 目立つ傾 向はみ られないが,生 産業務(在 庫管理)

に今后相当な ウエイ トがおかれ るとともに経営 情報 の高度化 に対 して も重点度 が高 い。

日程計画法 は今后,生 産管理 システ ムの効率化一 本に しぼ られている。 シ ミュ レーシ ョンは現

状は ともか くと して今后は経営管理,経 営情報 の高度化 を中心 として経理 財務面で 相当重視 され

てい る分野で あ りい うまで もな く数理計画法 との関連 で とらえ られているものである。

リアルタイムデータ処理 については生産一販売 の ライ ンをナ ンライ ンで一元化統 合化 す る方向

で考 えられ,ま た他方金融,保 険な どの遠隔地間での情報流通等 特定業務 において重点度が高

くなってい る。

ファイルマネジメン トは,現 状人事 ファイルあるい は在庫 フ ァイル等でその必要 性が重視 され

てお り,今 后 は特 に財務会計 フ ァイルに ウエイ トがお かれてい る点,注 目され よう。

データベ ースの確立 とい う点 でファイルマネ ジメ ン トとIRと は表裏一体 とも考 え られ,こ の

点でIRが 人 事関係 を中心 として今后展 開 される一方,文 献情 報,特 許情報,科 学技 術情報 等の

IRシ ステ ムの確 立 とい う面 を反映 して研究開発分野での今后 の重点度 も比較 的高 くな ってい る。

げ
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*付 表*

直
●

〈付5.3-1表 〉 専 門 分 野

社 数 延人数 万葉姦
今后重点を
おく分野

外部に期
待する分野

今后重点を
おき且つ外
部に期待する

経営科学

数値解析 43 119 2.8 37 9 4

統計学 54 108 2.0 65 5 3

計量経済学 ・29 44 1.6 34 14 4

数理計画法 17 38 2.2 32 10 4

日程計画法 26 50 1.9 57 5 2

シ ミ ュ レ ー シ ョ ン 27 58 2.1 82 14 7

その他OR・ 29 56 1.9 .61 11 4

科学技術
・

構造解析 16 51 3.0 14 7 2

数値利郷 11 22 2.0 18 8 3

プ ロセスコン トロール 13 50 3.8 27 8 4

CAD 4 14 3.5 11 3 1

その他 6 13 2.2 2 3 1

情報処理技術 α)

言 語 プ 四七 サ 15 86 5.7 16 21 2

ユテ ィリテ ィプログラム 37 117 3.2 38 29 11

リ ア ル タ イ ム
24 147 6.1 67 18 9

ファイルマネジメン ト 33 ll1 3.4 74 17 12、

IR 15 25 1:7 40 14 6

情報処理技術 ②
、 コ ボ ル 116 1,006 8.7 69 8 3

フ ォ ー ト ラ ン 91 496 5.5 51 3 2

1ア ル ゴ ル 9 49 5.4 4 1 0

'PL-r 30 174 5.8 39 8 1

'い ア セ ン ブ ラ
'

142 L555 10.9 40 6 1

その他の言語 36 226 6.3
・

13 7 1

`

'

ti
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5.4コ ン ビ4一 タ部門 の要員

コンピュータ部門の要 員問題 は,プ ログラマー を中心 と した要員の絶対量の不 足,特 殊専門能

力の必要性,人 事 ローテーシニ ンに代表 される労務管理上の問題等 コ.ンピュータの利 用体制 を考

えてゆ く上で非 常に大 きな問題 として と りあげ られて きた。

要員問題 は,ソ フ トウェア市場 の観点 か らみて もマ ンパワー リース,バ イプ ロジ ェク トを問 わ

ずユーザ ーの外部委託 を促す契機 となってい る点で もかな り大切 な問題であろ う。

現状,コ ンビ=一 夕ユ ーザ ーにおける要員数 は管理職,一 般職 を含 めると31.6%が10人 ～19人

に よって構成 されてお りこれ を一 社当 りの要員数 に換算すると約33人 とい う結果 が得 られる。

〈第5.4-1表 〉 コン ピュー タ部門の要員(管 理職,一 一般職を含む)

これに対 し今后 の要員の伸 び率 をみ ると,過 半数 が1.5～2倍 を予測 してい る。 業務処理量ゐ

伸びは2.8倍 とされていたの に比較す ると相対的 にはむ しろ要員数は低下 する傾 向 にあ り,コ ン

ピュータ要員に対 して今后 ます ますきび しく生産 性,効 率性 の向上 が要求 され るこ とあるい はよ

り合理的 な社会的分業 が実現 されることを前提 して くるものとみれ ないこともない。

★〈第5.4-1図 〉 コンピュータ要員の伸び串予想(現 在に対する1975年 時点での割合)

■

▼

①1.0～1.5倍 未満

②1.5～2倍

③Zl～3倍

④3.1倍 以上

0 10 20 30 40

鰍

一49一 ㌔ ピ、



それでは コンピ ュータ部門の運営面 において,要 員問題は どの よ うに とらえ られているであろ

うか。

その一 つ として人員計画に よる具体的 な短期 あるいは中長 期の対策 をみ ると,短 期 計 画 で は

61.9%,中 長 期計画では29.7%が 具 体的 な要員問題 に対す る青写 真 をもってい るが,こ れは経費

計画,設 備計画等 に対す る具体化 の状況 とさ して変 っていない。

い

〈第5.4-2図 〉 コンピュータ部門の計 画 一 人員計画

短期計画

計 画が ない わか らない

3・110 .5%

計画が

中長期計画

わ か らない

lb.7%

計画が ある

29、7%

計 画の必 要性 が ある

49.7%

ところで一般 にわが国で は ソフ トウェア開発 は 自社開発 に よる とい う傾向が顕著 である。その

場 合,外 部に委託 しない理由 と して 自社要 員で十分で あるとす るもの が23,5%で 最 も高 くなって

い る。(後 述)

この傾 向は大手ユーザーになる程強 くなっている。

自社要員 で十分で あるとする内容が,質 的な側面(対 策業務上 あるいは技術上 自社要 員の方が

よ り効率的 とい う面)と 量的 な側面 との両面 で考 えなければ ならない と して も,逆 にい えば要員

問題が外部委託の是非 を決 める一 つのキイ ポイ ントになってい るとい える。

このよ うな意味で今后の コンピュータ要員の充 足状況 をみてみる と〈第5 .4-3図 〉 の ように

職種別 では最 も不足する と思 われるシステ ムエ ンジニアが最 も外部機関 には期待 しない職種 にな

ってお り,こ れに対 し最 も外部機関 に期 待す るキーパ ンチ ャ,オ ペ レータが最 も不足 しない職種 .

となる とい うようにち ょうど逆 になるとい う興味深い傾向が指摘 される。

t
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★ 〈第5.4-3図>1975年 時点で の要員充促予想

■

① システムエンジニア

② シン ア ・プ ・グ ラマ

③ プ・グ ラマ

④ オペ レー タ

⑤ キ ーパンチ ャ

0 10 20

[==コ ー合一 最も不足を予想される職種

囮 ・一一外部機関に期待する職種

30 40

'

▼

すなわち要員問題 に関 してい え}ざ,.量 的 に不足するが故 に外注 にまわす とい.う考 え方で はな く,

む しろ不足するで あろ うシステムエ ンジニアの供給 に対 し,企 業 内のマ ンパ ワー をそこに集中 さ

せる とい うこと,そ れに よって生 じた空 白を外 部機関 が埋 めてゆ くとい う固 有のパター ンか今 后

ますます助長 してゆ くもの と考 えられる。

ちなみに システ ムエ ンジニアに期 待する能力は,全 社的な経営 システムの分析設計能力 つ まり

マネジメ ントの一環 と してよ り企業寄 りの立場 が コンピュータによる情報 処理 システム分析設計

能力 つまりコンピュータサイエ ンスを上 まわ ってい る点 をみて も上述のパター ンが十分に よ く理

解 されるので ある。(第5.4-4図)

★ 〈第5.4-4図 〉 今後特に ミステムエ ンジニ ァに要求 され る能力

T-全社的 な経営 システ ム

の 分析設計能 力

含コン ビュー・・タに よる情

報処理 シ ステ ムの分析
設計能 力

r3yt象業務の 分析設計 能

力

ξ科学技 術計 算処理能 力

言 オ ペ レー シ ョン ・リサ
ー チ 専 門 能 力

δそ の 他

0 10
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コンピュー タ要員 を自社内で養成 してゆ くには,巨 額 の投資 が必要 とな る。 ここで要員の教育

に対す る考 え方 をみ てみ ると〈第5.4-5図 〉 の ように半数 は要員教育に力 をいれている。半面,

高度 な知識については外部機関 を利用す るケースのあるのが 目立つ。

★ 〈第5.4-5図 〉 コン ピュータ要 員の教育 に対 する考 え

'1)非常に力を入れている

②積極的な方である

③自己啓発にまかせてい

る

④高度な教育は外部機関
の利用を進めている

命そ の 他

件数

10203040

た だ し要員教育に関 しては,特 殊専 門能 力の開発だけに,オ ン ・ジ ョブ ・トレーニングも含 め

て非常に長期の養成期間が必要 で あり,こ れが教育上大 きなネ ックとみな され,従 って体系的 な

養成 あるいはそこか ら派 生 して くる労務上の調整問題等 が新 ら しい問題点 を投 げかけてい るよう

である。

★ 〈第5.4-6図 〉 要 員 教育 上 の 問題 点

① 時間がかか り過ぎる

② 費用がかか り過 ぎる

③ スキルの陳腐化が早v

④ 教育体制がくみにくい

⑤ 教育体制 と労務問題

の調整kス ペッシャリスト

処置等 、⑥ そ
の他
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禽
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要員 問題については も う一つの側 面で ある人事 ローテーシ ョン の問題 が とりあげ られなければ

な らない。

コ ンピュータ部門の要 員 は多 くの一般従業員 と異 な り,特 殊 専門能 力が要求 され るために一般

従業員 がゼネラ リス トと して柔軟 なローテ ーシ ョン体制 の中に組み込 まれてい るの に対 し,ス ペ'

シャリス トとして専門化 それ が給与体系等労務管理上他 部門 との調整問題 を惹 き起 こ してい ると

同時 に ローテ ーシ。ンの硬直化,コ ンピュータ部門の特殊 部落 化 を招来 しがちになってい る。

これは,オ ー プンプログラマー制 が18.6%,ク ローズ制が65.8%と い う状 況においては ある程

度必然的な結果 で ある。〈第5.4-7図 〉

〈第5.4--7図 〉 コンピュータ部 門の運営体制

社内利用体制

＼
嚇
オ

%618
%泊
`

藁
/

初
・
＼

ク ロ ー ズ制

65.8%'

ここでア ンケー トX'で の人事 ローテーシ ョンに対するユーザ ーの意見 をみ てみ ると,人 事 ロー

テ ーシ ョンに柔軟性 を与 えてお くべ きだ とは,多 くのユーザーが異 口同音 に指摘 してい る。(8.

1.4参 照)

しか しなが ら,現 状では① 人員的 な余 裕がない,② 高度な専 門知識,特 殊技能 が要求 され るの

で短期養成ではまにあわない,③ 専門墜的な色彩が強 く勢い固定化する等の要因によって極めて

解決 困難 とされてい る。

ロ ー テ ー シ ョ ンの 具 体 例 と して は

オ ペ レー タ(高 卒)一 一… … ・3～4年

プ ロ グ ラ マ5年

システ ムエ ンジニア・・…・…手 がつけ られない

新卒養成→業務 部門 → システ ム部門

一53一

δ



な どがあげ られてい る。 しか しなが ら全般的 にみて,ロ ーテー ションサイ クルの期間,形 態 等い

ず れにおいて もよ り効果的 とい う確信 に基 いて行なわれている とはいえない のが現 状で ある。

一方
,コ ンピュータ部門内で の ローテ ーシ 。ンは,全 社的な 同一テーシ 。ンル ー トとは別 に,

オ ペ レータ→(教 育)→ プ ログラマ→(教 育)→ システムエ ンジ三ア とい う基本的なパ ター ンで

比較 的円滑に行なわれてい る。

これに対 し適性の有無 をよ り厳密 にチ ェックした上で専業化 させるべき あるいは教育投資 上か

らむ しろ長期配属 にす べきとい うように ローテーシ ョンの必要 はない とい う考 えも無視す るこ と

はで きない。

この ように ロ_テ_シ ョンをめ ぐる問題 は,コ ン ピュータ要 員の充足 と並 んで今後 ます ます前

面 に押 し出 されて くる大 きな問題点 とい えよう。

◆

■

'

▼
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5.5ソ フ トウェア開発の形態

今回の調査 では,コ ンピュータの適用業務 の処理 の概要 をみるために

開発の段 階と しては

A.シ ステ ム面

業務内の部分 システム

業務の全体 システ ム.

業 務間の総合 システム

B.レ ベル面

集計計算段階

管理段階

予測計画段階

C.モ ー ド面

バ ッチ システム

オ ンライ ンバ ッチ(リ モー トバ ッチ)

オ ンライ ンリアル タイム

タイ ムシ ェア リング

開発 の形態 と しては

自社開発

メーカー支給,購 入

■

亨

外部機関のサービス内容としては

ソ フ トウ ェ ア会 社

その他の外部 関

'調 査/コ ンサルテーシ ョン

システ ム分析/設 計

プ ログラ ミング(プ ログラム作成時 におけるシステ ム分析/設 計 を含 む)

コ ンパー ジ。ン(レ ベル ア ップな どのための機械変 更時にお けるプ ログラ

ム及び ファイル な どの変更)

そ の他(マ ンパ ワー リース な ど)

とい うよ うに相当多 くの角度 からその実状 を浮 きぼ りにする こと を試 みた。 そ の うちで,開 発の

段階はすでに5.2で ふ れてきた。 また外部機関 のサ ービス内容 は6.1,6.2で か な りつっこんた
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分析 をして いる。本章では適用業務 をその開発形態面か ら考 えてみたい。

ソフ トウェア開発の形 態については,単 に業 務面 だけにと どま らず、

応用 ソフ トウエア

事務処理 プ ログラム

生産/販 売/財 務会計/人 事労務/研 究 開発/経 営/特 定業務

技術計算 プ ログラム

数値解析/統 計学/経 営科学/工 学/そ の他

基本 ソフ トウェア

オペ レーテ ィングシステム

制御 プログラム/通 信制御 プログラム

サ ー ビス プログラム

言語 プ ロセサ/ユ テ ィ リティプログラム

と範囲 を拡大 し,こ れ らと開発形態 とのマ トリックス とい う形で とらえてゆ くべ く試 みた。

ぽ

〈 第5.5--1表 〉 ソフ トウェア開発の形態

(数字は件数,上 段いは今后 下段は現在)

自 社

開 、発

共 同 開 発 委 託 開 発 そ の 他

}う ちソフ トウ全 体
1エ ア会 社 分

全 体i㌘ 錨 募
`

メーカー支給

購 入

事務処理
プログラム
ーー ー ー ー 一 一.

技術計算
プログラム

(903)
1237

-一 一 ーー ー 一

(221)
310

(18§)1(31
14)

(9)1(5)

1919

→ 一 一ー 一 一 ー 一 一

6;)
一_一 ー ー 一 一 一 一

{§§)

______L_

(61)i(1亨) (8)1(4)9
18

応用 ソフ ト
ウエア計

(1124)
1547

(164139)1(6宝)

」

'(▲1)1綿) 縄)
　

オペ レー テ ィ

ング システ ム
(2228)

_一 ー 一一 ー ー 一

(§》)

(;§)1(42)

1
(5)1(0)
1010
__L____
(2)1(0)1711
1

(156)234

一

_一

サ ー ビス ・

プ ロ グ ラ ム

______⊥

(2819)1(f)
(221)
382

基本 ソフ ト
ウエア計

(57
90)

(67)}・1)
ll)1(↑)

1

(377)616

合 計 (1181)
1637

(231)1(54)183
124

(2455)i{1) (460)934

〈第5.5-1表 〉 は現状 と今後の動向 をあ らわ してい るもので ある。昨年度の ソラ トウェア需

要動向調査 で も指 摘 されているように;わ が国の ソフ トウェア開発はかな りの部分が 自社開発1「

頼 っているのが現状で あって これは今回の調査 でも同様 な傾 向 をみせているのであるが,今 回 メ

ーカーか らの ソフ トウェア提供 及び汎用パ ッケー ジの購 入分 をも含めたところ,特 に前者 の数 が

かな りにのぼ って ソフ トウェア市場 に とって メー カー側の ソフ トウェアの無償提供 は予 想以上に

大 きい。 これに対 し,共 同開発 あるいは全面的 な委託開 発の比重は比較的小 さい。

ところが これ を将来 ベースで眺める と様相はかな りちが って くる。 〈第5.5- .2表 〉 は,現 状

を1⊂N)と したときの各 々の将来 の指数であるt、
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〈第5・5-2表'〉 ソフ トウェア開発 におけ る現 在 と今后の比率 ・

(現在=100)

自

社

開

発

メ

|

カ

|

支

給

購

入

共 同 開 発 委 託 開 発

メ

1

カ

|

と

ソ

《z

萎

誉

そ
の

他
の
機

関
に

メ

1

カ

1

に

ソ

蔓

曇

そ
の

他
の

機
関
に

事務 処理 プ ログラム

技術 計算 プログラム

、

73.0

70.1

10.3

34.9

33.3

-一 ー ー ー ー 一 合 ー ー ー ー ー ー 一 一 ー ー ー 一 一 一 一 一 一 一 一 ー ー ー ー ー 一 一 ー ー 一 一 ー ー 一______一 一 一 一_

63.6

84.3

93.1

221.4

214.3

118.2

237.5

0

0

55.6
.

100.0

-一 ー －s-

400.050.0

応 用 ソ フ トウ ェ ア 計 72.6 24.6 52.9 86.9 219.0 168.4 0 52.9 160.0

オペレーティングシステム

一 一 ー 一 一

78.6

56.5

68.4

58.5

O

l6.6

145.5

150.0

200.0

_______一 一 一___・ 一 ・__.一__一_一=___一__一 一 ー ー －r-一 一 ー ー 一 一

400.0

300.0

0

28.7

20.0

0

0

100.0

0プ ー ビ ス プ ロ グ ラ ム

基 本 ソフ トウ ェ ア 計 63.3 62.3 8.3 147.5 266.6 100.0 23.5 0 33.3

全 体 72ヨ 49.7 34.5 103.6 225.0 159.1 17.4 50.0

　

78.5

これに よれば,自 社開発の全体 は72.1で 現 状 をむ しろ下まわ るこ とに なる。 これは調査回答表

が相当複雑 で回答率がそめために落 ちて くるとい うような調査技術上 の問題点 を加味 して考 える

べ きで,こ の点 を前提に共 同開発 の今后の伸 びをみ ると,メ ーカーの共 同開発が103.6,ソ フ ト

ウェア会社 との共同開発 が225.0,そ の の外部機関 との共同開発 が159.1で 非 常に高い伸 びを

示 している点が注 目される。

この ような傾向 をより明確 に認識す るた めに改 めて図によってみてゆ くと,ソ フ トウェア

の形態 は自社開発が58.3%で 最 も多 く,?い で その他(メ ーカー支給及び購入)が33.3%で 両 者

の合計 が9割 を超 えている。

しか しなか ら,将 来に 目を向けると共同開発形態 が12.2%と 現状の2倍 の伸び率 を示 し,非 常

に極立 った動 きを示 し亘 辺 』_反 面,そ の他(メ ーカー支給及 び購入)が24.2%と 相 当落 ち込 ん

で い る。

これは一 つには三 シ竺 ユーぞぞ ニザーにおいて増大する業務処理量 と反 面 相対的 にはますま

す不足 してゆ く要員 とい う深刻な ジ レンマ を解決 してゆ くための必然的 な結果 と して共 同開発 を

考 えざるを得ない.とい うことの反映で あり,一 つにはこの ようなシビアな状況 を控 えて,メ ーカ

ー側か打 ち出 しは じめたハ ー ドウェア とソフ トウェアの価格分離政策 に対 するユーザー側 の反発

の反映 である と考 え られ る。

しか し他 面,現 状,今 后 ともに全面的 な委託開発ρ玄 一スは,ほ とん ど全 くといっていいほ ど

考 えられていないよ うで ある。
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〈第5.5-1図 〉 ソフ トウエア開発の形態

委託 開発

2.0%

委 託 開
1.2%

そ の 他

24.2%

共 同 開 発

12.20/。

自社開発

先 に5.1ソ フ トウェア市場 とコ ンピュータ コス トでもふれた よ、うに外 部委託費の伸びは約2。8

倍 と予測 されていたが(下 図参照)〈 第5.5-1図 〉 のように ソフ トウェアの開発形態で共 同開

発の シェアが2倍 になる とい うことを,あ わせ考慮する と,そ れ もやや控 え目な値で あるとい っ

ても過言ではない。

★〈第5.5・-2図 〉 外部機関利用の伸 び率予想(1975年 時 点に対す る現在 の割 合)

σ

①1～2倍 未満

②ZO倍 ～3。O倍

③3.1倍 ～5.0倍

④5.1倍 以 上

0 10 20

⊂===}… 一外部委託の総伸び

』 … 一ソフトウエア関係の伸び

30 40

また他方,ソ フ トウェア市場 の形態 を上記に準 じて共 同開発市場 と全 面的 な委託開発市場 の二

つにわけてみてみる と
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〈第5.5-3図 〉 共同開発 の市場

●

OSO・4%

13.7%

技術計算

24.0%

応

問 12.1
0S%

16.9%

技 術計算

26.4%

〈 第5.5-3図 〉 の よ う に,応 用 ソ フ トウ ェ ア っ ま り事 務 処 理 プ ロ グ ラ ム(ア プ リ ケ ー'[・
ヨ ン

プログラム)技 術計算 プ ログラムでの需要 が高 く特 とりわけ ソフ トウ
ェア会社 との共同開発 のブ

ースについては現状で24件
,将 来 では54件 中 の46件 が応用 ソフ トウェアで占め られてお りユーザ

ー
,メ ーカー との三老関係 を形 成す る ソフ トウェア会社の今后 の あ り方 の一つ が ここで示 されて

込 これはく第5.5-4図 〉 の全面的な委託開発市場でもほぼ同様である。

〈第5.5-4図 〉 委託開発の市場

沁

理
%6

務

34

OS 技 術

18.2%計 算

16.4(X

糸蘭

技術計算

33.3%

務

処

理

37.5%

■

⑳

1共⌒ 一と 託開 市場 につい て,更 に年間 コンピュー タ経 費別 と外 部委託意思の有無別

にみ ると,

まず 年間経費別では5億 円以上 の大手 ユーザ ー(18社)》 ま共同 開発 に現状 で10件 な の に対 し今

后は3件 となって一一般的 な傾向 とは逆 に今后 の方 が落 ち込んでい る
。 これは委託開発 につ いても

い えるこ とで現状10件,今 宿2件 で ある
。
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〈第5.5`-3表 〉 ・年間経費 別にみた ソフ トウェアの開発形態

(数字は件数,上 段い は今后 下段は現在)

年間経費5億 円以上 年間経費5億 円以下

共 同 開 発 委 託 開 発 共 同 開 発 委 託 開 発
l

lう ち

全 句 フひ
1会社分

け ち
全 体};ひ

|会 社分
`

1

1う ち

全 体㍑ ひ
1会 社 分

全 体

うち
ソフ ト

ウェア

会社 分

事務処理プログラム

__一 一 ー ー ー ー ー ー 一 一

技術計算プログラム

(0)1(0)
41'2

(0)1(0)
4}
__1____

(93)1(31)

3881
____⊥___1 '

(56)1(13)

4215

(9)1(5)

121516
____⊥____

(・)1・6)

41

_L

(2)1(2)
lll
l

(。){(・)

4i4

応 用 ソフトウェア 計
「

(2)1(2)・

513

'
(0)1(0)
817

1
(149)1(44)
130|17

(17)1(9)
1919

オ ペ レー テ ィ ン グ
シス テ ム

_一 ー 一 一 ー ー 一 一 一 一

サ ー ビ ス プ ログ ラ ム

(o)1(o)
510

-一 一 一 十

(0)(1)1

0卜0

(2)1(o)
210

________t____

(8)L(⑪)

(30)1(4)

1712
-一 ー 一 十 一 一 一

(25
16)一{)

1(3)

8

(2)
11

(0)

0

____↓__一 一

(0)

1

基本ソフトウェア 計

1
(1)1(⑪)

1(
2)1(0)
210
1

(55)1(8)
3313 1;)1(!)

合 計
(3)1(2)
1013

`

(2)1(o)
1017
1

`

(204)1(52)

163120
■

(22)
38

一

(9)

110

その うちで,フ,ウ 。ア会 社に対す ・ものは,共 同醗 力覗 状 ・件・今后 ・件'委 託醗 が現

状b件,今 后 は0と 件数 ベースでは あま り芳 しくはない。

しか しなが ら,先 に5.1で ふ れたよ うに外部委託総額 が大手 ユーザーの18社 だ けで残 りの=・・一ーー

ザーのそれ を上 まわ ってい ることか らみてこれ らに対 しては委託件数 ではな く委託業務 の規模で

今后の市場 の拡大化 を考 えてゆ くべきで あろ う。

年間経費5億 円以下のユ ーザー(305社)は 既にみてきた全体 としての傾向 と同一で ある。

すなわち,と りわ け共 同醗 市場 での・れ らのイ申びが著 ・!・ 委託分野 と・ては事務処理 プ ロ

グ ラ ム,技 術 計 算 プ ロ グ ラ ムー 応 用 ソ フ ト ウ エ アー に 期 待 が か け られ て い る 。 反 面.オ ペ レ ー テ

,ソ グ..シ ス テ ・,サ ー ビ ス プ ・ グ ラ ム な どの 基 本 ・ ・ トウ ー ア は 全 く ・ 一 カ ー の 独 壇 上{こ な ・

て い る 　

た だ こ こ で 注 意 す べ き点 と し て は,メ ー カ ー に 対 す る ユ ー ザ ー の 委 託 形 態 に お い て は 、 オ ペ レ

ニテ,.グ システ・等 ペ ーシ。クな … ウ。アを主 体 ・している こ・か らもわかる ようにコ

■

,●

●



9

ンピュ一夕の導入,変 更時での無償 のサ ービスがかな り含 まれ ているだ ろ う≒い うことで あって,

この観点か らすれば共 同開発,委 託開発 を問 わず メーカー とソフ トウ三ア会 社 との競合関係はそ

れほ ど過大視す る必要 はない と思われる。

尚く第5.5-5図 〉 は,年 間経費別 の委託件数 を図式化 したものである。

、

〈第5.5・-5図 〉 年間経費別の ソフ トウェア開発の形態

204

(共 同 開 発)

　

,栖・ミ3
,s・,:

年 間 経 費 年 間 経 費

5億 円以上5億 円以下

(委 託'開 発)

国璽 は現在[=コ は将来

数字は件数

10
:こc"2

iΣξ;

年 間 経 費

5億 円 以 上

6
且

黒
闇
闇
闇
年 間 経 費

5億 円以下

■

◎

次・外纏 託 の魍 の有無 つま り外 部機関 を利肌 て・・るとする委託型=・ 一ーザ ー(68社)将 来

は外 部機関 を利用す るとい う潜在型 ユーザー(96社),外 部機関は利用 しない とい う自社型 ユーザ

ー(95社)に 分 けて ソフ トウェア開発形態 の内容 をみてみる と,ソ フ トウmア 市場 に対 する関 連

性に おいて各々の特性 をよ り顕著に把握す ることができる。
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〈簾5.5-・4'寂 〉 外部意 思の有無別 にみた ソフ トウエア開発形態

(数字は件数,上 段いは今后 下段は現在)

ー

Φ
N
ー

委 託 型 ユ ー ザ ー 潜 在 型 ユ ー ザ ー 自 社 型 ユ ー ザ ー

共 同 開 発 委 託 開 発 共 同 開 発 委 託 開 発 共 同 開 発 委 託 開 発
l
lう ち

全 体㍑ ひ
1会 社分

l

lう ち

全 体弓 ひ
「会社分

l

lう ち

全 体㍑ ひ
1会 社分

全 体

うち
ソフ ト
ウェア

会社 分

全 体
1

うち
ソフ ト
ウェア

会社分

!

1う ち

全体ほ霧

事務処理 プログラム

一 一 一 一__

(46)1(21

51!13)

一 一 ー 一

(10)
7

(5);(4)
1117

_____⊥___

(5)1(2)
818

1

(28)1 .(10)
2110

(4)
5

(1)
2 ql)い8)

一 「 一 一 一『

(1)

0

(0)
2

(1)
0

(0)

0
-一 ー ー ー ー ー 一 一_

(1)
0

技術計算 プ ログラム

「

1(
27)l

l81

1-一 一 一 一'

(19)1(3)

1310

一 一 一_

(;)1(;)
1

{!)1
応 用 ソ フ トウ ェ ア 計 (73)i(31)

69120

1
(10)1(6)
19115

(47)1(13)
3410
1

(5)1(2)
512
} 司(;)

(1)
2

(1)
0

オ ペ レ ー テ ィ ン グ

シ ス テ ム
ー ー 一 一 一 一 一 一__ _

サ ー ビ ス プ ロ グ ラ ム

(15)
15

(12)
10

「(4)

2
-一 ー ー ー 一 一__

(4)
1

(0)

3

1

(4)1(0)

30
_____L__ _一

(0)

1

(1・)1(・)

510

(9)1(0・)

710

,(1)1(o)
110

|(2)(0)

20

(1);(8)

一 一 一+一 ー ー ー 一 一 一 一 一 一 ー ー ー ー ー －L
.___一_一 」__..

(2)1(。)

210

(0)(0)
2[0

(0)1(0)
210

基 本 ソ フ ト ウ ェ ア 計 (27)
25

(8)
3

(4)
6

(0)
1

1

(19)1(0)
1210

(3)
3

(0)
'0

|
(10)1(0)
4|O
l

(0
4)1(1)
1

合 ア計 (100)1(39)
94!23!

(14)
25

(6)
16

1

(66)1(13)
4610
`

(8)
8

(2)
2

(33)[(1)

25「O
I

(1);(1)
610
`

`
s ,



●

D

'

■

〈第5。5-4表 〉 はその全体的 な概要 であ り,こ れ をわか りやす く図示 した ものが〈第5.5-

6図 〉 である。

これ らによれば,共 同開発 にっ いては委託型のユ ーザ ーが委託件数は最も高 く且つ現在,将 来

とも安定 している。

それ に対 し潜在型ユーザーは,当 然の ことなが ら委託型 ユーザーに比べて約半分の委託件数 に

なる。 但 し,半 面将来の伸び率が相当高 い点 は注 目に値 しよ う。特 に,ソ フ トウェア会社に対す

る委託件数 が,現 状は0件 で あるにもかかわ らず,将 来13件 に な っている ことは特筆 すべ きで あ

る。

自社 型ユーザーについては,現 状25件,将 来33件 で やは り委託件数は極 めて低 くなってい る。

これ を1社 当 りの委託件数 でみ ると,委 託型ユーザーは潜在型 ユーザーの約3倍 ,自 社型 ユ ー

ザ ーの約5倍 の委託件数 をもつこ とに なる。

共同開発に比べて全面的 な委託開発は大巾に委託件数 が下まわうてい るが,委 託型ユーザーは

潜在型 ユーザ ーに対 しては4倍 強,自 社 型ユーザーに対 しては6倍 の委託件 数 をもちほぼ共 同開

発 のケースと同 じである。

〈第5.5-6図 〉 外部委託意 思の有無別にみた ソフ トウェア開発の形態

数字 は委託件数
'圏 は現在[コ は将来

()内 は一 社当 りの件数

(共 同 開 発)(委 託 開 発)

(1.47)
(1.38)100

(0.35)

(0.26)33

25

ぎ顯

癬'

委 託 型

ユーザー

潜 在 型

ユーザ ー

自 社 型1

ユ ー ザ ー

(0.37)

25(0
.20)

欄凸
(0.08)(0.08)(0

.06)
886(0 ・01)

鰻 」圏_L－

委 託 型

ユーザー

潜 在 型

ユーザー

自 社 型

ユ ーザ ー
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ところで共 同あるい は全面の委託 ケースについて,そ の中で ソフ トウェア会社に委託 して くる

件数 をソフ トウェア会社 に対す る利用度 をあらわす指標 としてみる と下の表の ように興味深い結

果 をみることがで きる。
ら

〈第5.5-5表 〉 ソフ トウェア会社への利用度

委託型 ユーザ ー

潜在 型ユーザー

自社型 ユーザー

39.5%

24.3%

5、9%

合

す なわ ち委託型 ユーザニに対 し潜在型,自 社型.の各ユーザーのソフ トウェア会社利用度 は相当

下 まわ ってお り,特 に 自社型においては極端 に低 い。

ソフ トウ ェア会 社 を利 用す下る最 も直接的 な契機 は,ソ フ トウェア会社 を知 ることにあるわけで

あるか ら,ソ フ トウェア会社のメ リッ トをより積 極的 にユーザ ーの間 に広 めることがで きるなら

ば(ソ フ トウェア会社の利用度 と外部委託件数 とに上の よ うにはっき りした相関性 を見出すこと

がで きる限 りにおい て)そ れによって より共同開発 あるい は委託開発の増加 を実現す ることが可

能になるであろ う。
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〈付5.5-1表 〉ソフ トウェア租類別にみたプログラム開発タイプ(数 字は回答件数)

●

自

社

開

発

メ

|

カ

1

支

給

購

入

共 同 開 発 委 託 開 発

メ
ノ

|

、

カ

}

と

多

占

デ会

社
と

そ

の

他
の

機
関
と

メ

1

カ

1

に

多

占

テ
会
社
に

そ
の

他
の

機
関
に

現 今
在 后

現 今
左 肩

現 今
在 后

現 今

在 后

現 今

在 后

現 今
在 后

現 今
在 后

現 今
在 後

現 今
在 后

<応 用 ソ フ トウ ェア>

L事 務 処 理 プ ログ ラ ム

` `

生 産
202134 292 11 1913 34 21 00 00 1 .1

販 売
226152 181 10 178 34 21 10 11 00

財務会計 231169 151 1 ・0 98 33 21 20 10 10

人事労務
237171 221 00 129 24 20 20 10 00

研究開発
97・78 153 20 36 15 33 00 31 10

経 営
137U4 161 01 ・5

9
117 03 00 11 01

特定業務・一 一 一 .一 一 ー 一 一

_上 一 重____

2.技 術 計 算 プ ログ ラ ム

10785

-一 一
1,237903
- -一

114
--

12613
-}一

10

-一 一
6・2
-一

56

-一 一
7059

-一 一

14
--

1431
-一 ー 一

04
-一 一
111…L

.

・1
0

--

60
一 一

22
-一 一
95
-一

12
-一 －q
44

-一 一.

数値解析
8552 4617 33 66 12 2

3・00
22 01

統 計 学
75. 臼 4416 32 64 14 12 00 11 01

経営科学
5548 3514 01 66 15 17 00 1「1 00

工 学
6037

.

287 41 78 3'2 34 00 30 11

その他
'____一_一

小 計一 ー ー ー ー 一 一

応 用 ソフ トウ ェ ア 計

_3こ ≡
310221

-一 ー ー ー 一

1・5471
,124

227

--

17561

30174
も

10

-一 一 ー 一 一
117

-一 一
1?9

43

2927

9986

12

-一 一
715

-一 ー ー 一
21'46

13
_-

819

-一 一
1932

'0

0一 ー ー 一

〇 〇
一 一
60

10
-一 一
8
-4-i
79

01
-一 一

14

-一 一 ■

58

<基 本 ソフ トウ ェ ア>

1.オペ レーティングシステム
ふ

制 御 プ ロ グ ラ ム
1915 15994 30 1013 12 02 31 00 11

通信制御 プログ ラム●一.一 一__一

小.計一一 一 一 一 一 一

2.サ ー ビ ス プ ロ グ ラ ム

97

ー 一
2822

-一 一

_1こr三
228156

-一 一

3 ・0

--

60
一 一 一

1219

-

22_3之

12

-.一 一 一
24

-一 一

11
--

13
-一 一

41
.一 一 －

L2

00
-一 一
〇 〇3
-一一

22
-一 一

__3一

言 語 プ 団 七 サ
128 !88120 11 36 02 20 51 10 00

ユティリティプログラム
ー一 一 ー 一 一 一

一_止_剖 二__

基 本 ソ フ トウ ェ ア 計

5027

--

6235
--
90・57

188100

可6≡o
-一 一 一 一

604376

50

--

61

121

1318

-一 一
162
一 一

3856'

12
-一

江 ⊥ ユ
38

00
一 一
20
一 一
33

51
-一

」o_2

174

00
--

10

60
-一 一 ■

_1_uiL』 、

93

総 計.
1・6371

,181
905450 2910 137142 2454 2235 234 189 1411

.

.、

'

■

一65一



1

〈付5.5-2表 〉ソフ トウェア租類別にみたプログラム開発タイプ
ー 年間経費5億 以上 一(数 字は回答件数)

自

社

開

発

メ

|

カ ,

1

支

給

・ 購

入

共 同 開 発 委 託 開 発

メ

1

カ

|

と

ソ

《z

妥
社と ー

そ
の
他
の
機
関
と

メ

1

カ

1

に

ソ

《
z

曇昆

そ
の
他
の

機
関
に

現 今

在 后

現`今

庄 后

現 今

在 后

現 今

在 后

現 今

在 后

現'今

在 宿

現 今

在 后

現 今

左 肩

現 △'.
i

在 后

<応 用 ソフ トウ ェ ア>

1.事 務処 理 プ ログ ラム

生 産
108 20 00 10 、00 00 00 00 1u

販 売
1310 10 00 00 10 00 Oi) 00 00

財務会計 1512 00 00 00 10 00 「0

0
00 . OU

人事労 務
15.12 00 00 00 00 0'0 、00 00 Ou

研究開発
99 10 10 00 00 10 00 20 0 `}

経 営
1311 10 00 00 00 00 .00 10 00

特 定業 務

r-一 一 一 一 ー 一計小

・一 一 ー ー ー 一 一

2.技 術 計 算 プ ロ グ ラム

1011

-一 一

三㌧ ㌘と
P

00

-一 一 ー 一
50
-一

00

1;
一 一 一 一

00

10
-一

00

-一 ー ー 一 一 、一 一
20
-一

00

10
-一

00

-

00
-一 一

00

-一 一 ー 一
30
-一

00
--

10
-一 一

数値解析 09 30 00 00 、00 00 00 00 00

統 計 学 98 40 00 00 01 00 00 00 00

経営科学 67 50 00 00 0ユ 00 00 10 00

工 学 .
8・7 10 20 00 10 00 00 20 00

そ'の 他
一ー ー 一 一 一 一

小 計
吟一 一 一 一 ー 一 一
』応用 ソ

フ トウ ェア 計

5

-一 一
3839
-一 一
123112

8・00

13

一 一 一

180

00

-一 一 ー 一 一

〇 ・20-一 一
'3 ・

0

00
-一 一

〇 〇

10

00

-一 一
12

-一 一 一 ・-

32

00
-一

一 〇_9

10

00
--

00
一 一

〇 〇

1
-一_-

40
-一 一

70

0.00
--

00
--

00

〈 基本 ソ フ トウ ェア〉
「

輻オペレーティングシステム

制 御 プ 亘 グ ラ ム・
20 1510 00 00 00 00 00 00 11

通信制御 プ ログラム一一 一 一 ー 一_

小 計一 一 一 一 ー 一 一

2.サ'一 ピ ス プ ロ グ ラ ム

2b
-一 一 一

40

-一 一

117
-一 一

2617

-一 一

00

.一 ー 一
〇 〇

一 一

,50
-一 ー ー 一

50

-一 一

00
-

00
一

00
-一 一

〇 〇
一 一

00
--

00
-

・一

二L
OO
-一 一

11
--

22
_一

言 語 プ ロ セ サ
30 1712 0.0 00

'
00 00 00 00 00

■

ユティ リティフログラム
一 一 一 一___

小 計
一一 ー ー ー 一 一

基 本 ソフ トウ エ ア 計

6
.3

-一 一
93
-一 一
1323

168

--

3320
-

5137

00
一 一 一
〇 〇

一 一 一
30

01
--

0

-一 一

51

0'0

-一 一

1・00
--

00

00

一 一 一
〇 〇
一 一

〇 〇

00

6「o
--

00

00
-一 一

〇 〇一 一

〇 〇

00
-一 一

〇 〇
一 一 一

22

総.計 255115 6937 ・6

0
61 32 10 00 70 3

・2
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〈付5.5-3表 〉ソフ トウェア種類別にみたプログラム開発タイプ
ー 年間経費5億 未満 一(数 字は回答件数)

'

4

自

社

開

発

メ

[

カ

|

支

給'

購

入

共 同.開 発 委 託 開 発

メ

|

カ

1

に

多

占

萎』楚
.

そ
の
他
の
機
関
と'

メ

|

カ

|

に

ソ

《望

`莞

そ
の
他
の
機
関
に

現 今
在 后

現 今
在 后

現 今、

在 后

'
現 今
}在 后

現 今

在 后

現 今'在 后 現 今
在 后

現 今
在 后

現 今
在 後

<応 用 ソ フ トウ ェ ア>

L事 務 処 理 プ ロ グ ラ ム

生 産
184121 272 11 1711 34 21 00 00 01

販 販売 ・
198132 161 10 166 24 21 10 11 00

財務会 計
203148 131 10 97 23 21 20 10 10

人事 労務
208149 201 00 128 24 20 20 10 00

研 究開発
8668 142 10 35 15 23

・0

0 、11 10

経 営
119100 151 01 47 17 03 00 01 01

特定業務一 ー 一 一 ー ー ー 一 一

小 計一 一 一 一 一 一 ー 一

2技 術計算プ ログラム

、9274

-一 ー －
LO90792

_一 ー 一

104

-_'_

12512

-一 一

10

-一 ー 一
52

-一 一

55

-一 ー

一6二 竺

14

-一 一
1231

-一 一 一

04

-一 一
10

竺

10

-一 一

60
-一

22
-一 一
65

-一

12

-一 一 ・
34
__一

数値解析
7242 4216 22 6・6 12 23 00 22 『'1

統 計 学
6644 3815 21 64 13 12 00 11 01

経営科学 ・
4840 2914 00 65 14 17 00 01 00

工 学
4929 267 20 77 12 34 0.0 00 11

そ の 他一 一 一 ー ー 一

小 計
一 一 ー 一 一 一 一

応 用 ソ フ トタ ェア 計

3023

-一 一
265178

_一 一
1・355970

227
-一 一
15759

一 一 一
28271

10

-一 ー
73

-一 一
125

42

--

2924

-一 ー 一
9573

12

-一 一
513

1744

13
-一

_こ 旦
18
.32

00
-一 一

〇 〇
一 一
60

00

一 一
34
-

99

Ol

-一 一
14

-一 一
48

<基 本 ソ フ トウ ェア>

1.オペレーテ ィングシステム
'

'

制 御 プ ロ グ ラ ム
1715 13980 2

0,810
12 0 ・2 31 00 00

通信制御 プ ログ ラムー ー 一 一 ー ー 一

「小 計

→____'一 一

2.サ ー ビス プ ロ グ ラ ム

77

一 π
2∬

一 一 一

5755

--

196135

-一 一

20

--

40

_一 一

613

-1「 ガ 「万

一 一 一

1

三

_三

11

-一 一
13

-一

41

--

72

一 一 一

00

一 一
〇 〇
一 一

11

_一 一
11

一 一

.

言 語 プ ロ セ サ
98 162102 10 36 02 20 51 10 00

ユテ イリティプログラム
ー ー 一 一 一 一

小 計
_一 一 ー ー 一 一

基 本 ソ フ トウ ェア 計

4023

_一 一
4931

-一 一
7353

16487

-

326189
一 一
522324

40
.一 ー 一
50

--

90

1015
--

1321'

一 一 一
2744

12
--

14

「8
よ

00

_三 江
33

51
-一

三 三
174

00
--

10
--

10

00
-一,
00

-一 一
11

総 計
1,428

LO23

804395 215

≠

122117 2052

.

2135』 234 109 59

一67一



〈付5.5-4表 〉ソフトウエア種類別にみたプログラム開発タイプ ・
一 外部委託の意思有 一(数 字は回答件数)

自

社

開

発

メ

1

カ

|

支

給

・

購

入

共 同 開 発 委 託 開 発

メ

1

カ

1

と

多占

デ会

社
と

そ
の
他
の
機
関
と

メ

1

カ

|

に

多

占
工

萎援

そ
の
他
の
機
関
に

現 今

在 后

現 今
在 后

現 今
左 肩

現 今
在 后

現 今
在 后

現 今
在 后

現 今
在 后

現 今
在 后

現 今
在 后

<応 用 ソフ トウ ェア>

1事 務処 理 プ ロ グ ラ ム

生 産 3628 30 00 93 23 20 00 00 00

販 売 4432 10 00 63 33 20 00 11・
.00

財務会計 4438 10 00 41 33 20 10 00 10

人事労務
4538 20 00 43 23 20 10 00 00

研究開発
3120 40 10 12 13 33' 00 31 10

経 営
3924 40 00 33 13 02 00 10 01

特定業務
寿一 一 一 ー ー ー 一 一

小 計
持一 一 ー ー ー ー ー 一
'
2.技 術 計 算 プ ロ グ ラ ム

2313

邪2一 面
一 一 一

`0

0

-
1℃ 一 δ一

一 ー 一 一

00

-一 一
10

-_一 一 一

02

つ7-i7-T5一

13

21
-一 一

03
_一 一 一 一}一

二L引.

00

20
-一

22'

一 一 ー ー
74
-一 一

00

--

21
-一 一

数{直解析
2413 103 01 23 12 12 00 21 00

統 計 学
2115 103 11 20 12 01 00 11 01

経営科学 1711 70 00 11 12 05 0
010

1

00

工 学
2112 70 30 21 32 22 00 30 01

そ の 他
一一 一 ー ー ー ー 一

小 計
一ー 一 一 ー ー ー 一 一

応 用 ソフ トウェ ア 計

109

-一 一
9360
--

355253

40

-一 一
386

-一 一
536

00

-一 一
42

___._

52

10

--

85
-

3522

12

-一 一

._L・ 巳
2031

_二1三
32

--

1420

00

--

00
--

20

10

--

82
一 一

156

01

-一 一
〇3

-一 一 一

24

.

<基 本 ソフ トウ ェア>

1.オペレーティングシステ ム

、

制 御 プ ロ グ ラ ム
63 2920 00 42 12 Ol 0.1 00 11

通信制御プログラム
ーー 一 一_____

小 計一→ 一 ー 一 一 ー 一 一

2.サ ー ビ ス プ ロ グ ラ ム

31

-一 一 一

94
-一 ー ー ー 一

139

-一 一 一

4229

20

-一 一

20

-一 一

87

-一 一

129
-一

12

-一 一
24

-一 一 一

11

-一 一
12

・一 一

11

-一 一

12
-一

00
--

00
-一 一

11

一 ー 一 一

2 .2
-一 一

言 語 プ ロ セ サ
52 3725 00 ll 02 10 10 10 00

・

ユテ ィ リテfプ ログ ラ ム
・一 ー 一 一 ー ー ー ー 一

小 計
一ー ー 一 一_一_

基 本 ソ フ トウ ェア 計

146
--

198

-一 ー ー ー 一

2812

3522

--

72 4L
11476

20

-一 一
20

-一 一
40

77

-一 一
88

--

2017 .

12
--

14

-一 一
38

00

-一 一
10

-}

22

10
--

20

-一 一
32

00
--

10
--

10

00
-一 一

〇 〇
一 一 一
22

総 計

,

383265 16782 92 5539 2339 1622 52 166 46

一68一
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〈付5.5・-5表 〉ソフ トウエア種類別にみたプログラム開発タイプ
ー 将来は外部委託する 』 、(数字は回答件数)

自

社

開

発

メ

|

カ

|

支

給

購

入

共 同・ 開 発 委 託 開 発

メ

i

カ

|

と

多

占

デ
会社

と

そ
の
他
の
機
関
と

.

メ

|

カ

|

に

ソ

《z

萎

援

そ
の

他
の

機
関
K二.

現 今

在 后

現 今

在 后

現 今

在 后

現 今

在 后

現 今 ・

在 后

現 今

在 后

現 今

在 后

現 今

在 宿

現 今

在 宿

〈 応 用 ソ フ トウ ェア>

1事 務 処 理 プ ログ ラム

、 .

生 産
6542 71 10 54 01 Ol 00 00 Ol

販 売
7045 70 10 41 01 01 10 00 00

財務会計
7149 40 10 22 00 01 1 ・0 10 00

人事労務
6747 80 00 4 .2 01 00 00 1 0・00 へ

研 究開発
2825 40 10 21 02 00 00 00 00

経 営
3533 50 00 22 04 01 00 01 00

特定 業務
・● 一 一 一 一 一 一 ー 一 一

小 計
一_一 一 一____一 一.● 舗一 一 ー 一 一 ー 一 一

2.技 術 計 算 プ ロ グ ラ ム'

3226

、語 言≡

43

一 釣 一 二

10

--
5-一 ご.ラ1一 ㌃

21 01

-一 ー ー ー 一'一 一

〇10

_______一 一 一 一 ー 一 一 ● 一 一 ー 一 一

01

05

00

つ 一;

00

-一 一 ●
21

-一 ー 一

12

-一 一 〔

13

_一 一 一

数値解析
2618 155 21 22 00 11 00 00 00

統 計 学
2315 126 1q 13 Ol 01 0.0 00 00

経営科学
1816 126 00 33 02 01 00 01 00

工 学
2112 93 10 33 00 Ol 00 00 ・ 00

そ の 他
'一 一 二 一;一 一 一 一 一 価2-7

・
一一 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 一 一

応 用 ソフ トウェ ア 計

1410

470338

94

'計 一 元 一

9628

10

-一 一
51

__一 一 一 一 ー ー 一

101

'20

一Ω 一
1r

--

3324

00

-『 一∫

_一 一 一

〇13

Ol

-一 一

15

-一 ■-

110

00

-o-;

一 一 一 一
20

00

_一 一
〇1
-一 一

22

00

-一 一 一
〇 〇
_一 一

13

<基 本 ソ フ トウ ェ ア>

1.オペレーティングシステム

「

制 御 プ ロ グ ラ ム
73 5033 20 35 Oq 00 00 00 00

通信制 御 プログラム
一 一 ー ー ー 一 一 .一

小 計
一 一 ー ー ー ー 一 一 一 一 ー ー ー 一 一

◆
2、サ ー ビ ス プ ロ グ ラ ム

54

-一 一
127

一21_讐
7151

10

』 予 一 ♂

一 一 一

25
噛一_
510'

一 一

0.0

_一 一 一

∴00
-一 一 一

00

_一 一
〇 〇

一 　

00

『 一ご

一 一

00

.一 一 一
〇 〇

一 一 一

11

-一 一 一

11

一 一 一

言 語 プ ロ セ サ
44 58 .39 10 12 00 10 11 00 00

ユティ リティプログラム
一 一 ー ー ー ー 一 一

小 計
一 一 一 一 ー ー 一

基本 ソ フ ト ウェ ア 計

2111

-一 一

24 1三
一'36-

'22

三こ望
113

三
寸&「118

10

-一 一
20

-一 一
50

57

-一 一
69

--

1119

∵00
-一 　
. .00

-一 ー

三〇 〇

00
-一 一

10

丁 ㌃ 一'

11

-一 一
22

三

00
-一 一

〇 〇

一 一
〇 〇

00
-一 一

〇 〇
一 一 ー 一
11

総 計
506360 280146 151 4443 Ol3 '210 42 22 24

一69 、一
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〈付5.5-6表 〉ソフトウェア種類別にみたプログラム開発タイプ
ー 外部委託の意思無 一(数 字は回答件数)

自

社

開

発

メ

|

カ

|
'

支

給

購

入

共 同 開 発 委 託 開 発

メ

1

カ

}

と

多
占

《
荘
と

そ
の

他
の

機
関
と

メ

1

カ

1

に

ソ

《
ζ

萎援

そ
の

他
の

機
関
に

現 今

在 后

現 今

在 后

現 今

在 后

現 今

在 后

現 今

在 后

現 今

在 后

現 今

在 后

現 今

在 后

現 今

在 后

<応 用 ソ フ トウェ ア>

L事 務 処 理 プ ロ グ ラ ム

生 産
5639 90 01 23 10 00 00 UO 00

販 売
6344 40 00 33 00 00 00 00 00

財務会計
6548 50 00 23 00 00 00 00 00

人事労務
6749 60 00 23 00 00 10 00 00

.

研究開発
2423 30 00 02 00 00 0

0.00
00

経 営
4136 20 01 01 00 00 00 00 00

…
.・

特定業務、一 ー 一 一 ー 一 一

小 計一,一 ー 一 一 ー ー 一

徹 術計算 プ。グラム

3229

-一 一
348263

_一 ー 一

30

-一 一
320
-一 一 一

00

-一 一
〇2
-一

12
--

1017

-一 一

00

一 一 一
〇 〇

一 一

00

--

00

-一 一

10

-一 一
20
-一

00

一 一

〇 〇
一 一 一

00

_一 一 一

〇 〇
一 ー 一

、

数値解析
2015 114 11 21 00 00 00 01 00

統 計 学
1915 134 11 20 00 10 00 00 00

経 営科学
1113 94 01 10 01 10 00 00 00

工 ⇒
9
.10

71 01 12 00 10 00 00 00

そ の 他一ー 一 一 一 一 ー 一

小 君十・__一 ー ー ー ー 一 一

応 用 ソフ トウ ェ ア計

7

三百
63

414326

61

-一 一
4614

-一 一
7814

00

-一 一.
24

_一 一
26

12

--

75
--

1722

00

-_

01
--

01

10

--

40
一 一 一

40

00

--

00

「
0

00
-一 一
〇1

--

01

00

-一 一
〇 〇

一 一 一

〇 〇

<基 本 ソ フ トウ ェ ア>

1.オペレーティングシステム

制 御 プ ロ グ ラ ム
38 47'21 00 13 00 00 10 00 0 ・0

通信制御 プログラムー ー ー ー ー 一 一

小 計一 一 ー ー ー 一 一
-■
2.サ ー ビス プ ロ グ ラ ム

12

-一 一 一 一 一
410

-一 一

2020

6741

-一 一

00

-一 一
〇 〇

一 一

15
--

28

-一 一

00

-一 一.
00
-一

00
--

00

-一 一

10

-一 一
20
-一

00

-一 一
〇 〇
一 一

00

-一 一
〇 〇
一 一 一

言 語 プ ロ セ サ
12 5432 01 11 00 00 10 00 00

_三 な りむ=㌘ ・__1L己

一 ユ1_亙___

基本 ソフ トウェア計

_三 エ
1617

5329

-一 一
10761

-一 一
174102

20

一 ー ー ー 一
21

一 一 一
21

11

22

一 一 一

410

00
--

00

--

00

00
-一 一
〇 〇

一 ー 一
〇 〇

10
-一 一
20

-一 一
40

00
--

00
一 一
〇 〇

00

-一 一
〇 〇

一 一 一
〇 〇

.

総 計
430343 252116 47 2132 01 40 60 Ol 00

二70一
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.5.6コ ン ピュー タの利用効果

コンピュータの果た して きた経営 に対する役 割 りをユーザーは どの よ うに とらえて きた か,ま

たその効果 を測定す るた めに どの ような基準 を用 意 しているか,こ こでは コンピュータ利用 に対

する評価 の方法 と効果の測定 についてふれてゆ く。

まず,コ ンピュータ利用の果 たす役割 りを評価 する基準にっいてみる と

く第56-1図 〉 評価基準の有無

ρ

経 済 的 な基準

全体的にオーソライズされた基準
その他o・3%-lv

わか ら
ない

6.5

具 体的 では ない が
あ るこ とは 参 る

45.5%

そ
の
他

.技 術 的 な 基 準

0.6%

コンピュータ
わか らない

9、ges・1・9%

基準 ば ない

48.3%

での基準

具体 的 では な い
あるこ とは ある

28.5%

上 の図に示 されるように経済性,採 算性 を評価す るために約15%が 具 体的 な基準 をもっている。

その うちで全社的に通用する ようなオー ソライ ズされた基準は4.8%,コ ン ピュー タ部門内だ

けでオ ー ソライブされている基準 は11.0%で あ る。 これに対 し,具 体的に オ「 ソライ ブされてい

ないが基準 らしきものがある(45.5%)あ るい は基準はない(31.9%)と す るものが・ほ とん どで

あって評価基準 は全般 的にはまだ不 明確 であって,そ の体系化 は これ∂・らの課題 と考 えられる。

これは,技 術管理面あるいはハー ドウェア性能評価な どの技 術的な側面に おける評価基 準につ

いても同様 だが,特 に基準 をもたない とす るもの が多 くなっている点が 目立つ。

ウ

ところで評価基準の内容をア ンケー トXの 自由意 見からひろってみる と,評 価の方法 あるいは

基準は コ ンピュ ータの導 入 目的 と密接 にむす びつけて考 えられている。(8.L1参 照)

導 入の 目的は一つには事務処理面 での コス トダウ ン,人 件費 の削減等いわゆ る合理化省 力化 を

目的 と した経済効果の達成,一 つに は管理の高度化,経 営方針決定等の非経 済効果の達 成の二画

を指摘す ることがで きこれに対応 して評価基準の性格 は,① 省 力型 ② プ リーポ ス ト型 ③ 目標

管理型 ④ユ ーザー型 の四 つの タイ プに分類する ことがで きる。

①省 力型 一 ・評 価基準 は業 種,企 業 規模,コ ンピュータの導 入経験 な どで異な り,こ れ

とい って決 め手 になるようなものはないが,こ れ らの中ではこの タイ プに属す るもの

一71一



が最も多い。

内容的には

・人員 を指標 とするもの

業務量の増加対人員の増加

売上高の伸び対人員の伸び

EDP処 理時間対人員節減率"

電算機部門の人員対間接部門の人員

長期的視点での間接部門の人員増加率

電算室費用対人員の削減

・費用 を指標とするもの

時間外勤務手当の削減`

売上高対電算室費用

人件費対電算室費用

時間外手当対業務量の伸び

EDP処 理原価

在庫の減少,輸 送費の減少,資 金効率の向上等

・時間 を指標 とするもの

対象業務の工数の削減率

客待ち時間の短縮度

決算業務の〆切後から終了までめ日数

資料作成の必要日数 とエラー率

等がある。

②プリ・ポス ト型 ぷこれも評価の基礎はコス ト削減など目的を経済効果の達成において

いる点では省力型と同様だが,評 価の方法 としてはコンピュータの導入の前(ブ リ)

・後(ポ ス ト)の 対比によって効果 を測定 しようとするも'のであって,コ ンピュータ

を導入 して間もないユーザーに多 くみられる。

具体的には

・あらかじめ定められている依頼用紙に手作業の場合の費用を記入させ機械化費用

と比較 した上で効果のあるものだけを実施する。

・関係各部署の業務量の削減,資 料到着時間

・手作桑時の人数 と所要日数,商 談成立度,資 料利用度にっいて機械時のそれどの

対比

・機械化の前後における事務処理経費の増減

・計算室の費用及び使用時間等から算出した資料作成単価と手作業に戻 した場合の

一72一

9

●



■

●

'

●

コス トの比較

・直接節約人員対手作業 時の予想作業人員

等が ある。

③ 目標管理型 ・コ ンピュータの導入 目的 は当初は採算性 の向上に求め られるが,事 務処

理 の流れの中に コンピュータが組み こまれ コンピュータな しでは 日常の業務処理 は考

えられな くな るとその利用 目的 はよ り高度化,多 元化 して くる。,

この段 階では対売上比率 対人員比率 とい うような他者依存的 な基準 だけに とどまらず,

自身の計画 に対 する 目標達成度が重視 されるよ うになる。

具体的 には

・システ ム開発計画 の達成度

・長期(5ケ 年)EDP化 基 本方針 をベース とした期別の電子計算機推進 委員会 に

よる評価査定

・毎期 の役員 部室長会議で計画 を検討承認
,期 の中間 と終了時に計画 と実績 を対比

・問題解決 に コンピュータが どれだけ貢献 したか

・利益 向上 に コンピュータが どれだけ貢献 した か

とい うよ うな考 え方に集約で きる。 .,.,

④ ユ ーザー型 … これはコ ンピュータ部 門に対す る最終受益者(非 コンビ■一夕部門)の

満足度 を基準 に して いるものである。

全体の中で は比較的少数意見であるが

・ア ウ トプ ッ ト帖表の質的量的 な有効利用度

・最終受益者の満足度

な どコ ンピュータ部門 と非 コンピュータ部門 とのイ ンターフェイスが重視 され両者合

同に よる委員会制な どに よって コンピュータ業 務の円滑な運営 を考 慮 しているな ど,

これか らの コ ンピュータ利用の方向 と して大切な方 向 を示 している。

っぎにわが国の コ ンピュータ利用の水準 を示す一つの指標 として コンピュー タ利用 の効果 に対

するみか たについてふれてみ よ う。

コンピュータ利 用の効果 を大 き く四 つにわけ ると,① 事務処理面 におけ る人的効果 ②経営 管

理への貢献 ③ 定常 的判断 業務 の機械化効果 ④ 間接的効果 にわけ られる。

これ を コンピュータの導入 目的,利 用 目的に対応 させ レベル3,レ ベル2,レ ベ ル1と 高度化

してゆ くもの とする と

i三liiii鞭撫::}一 乗
の よ うに 考 え る こ と が で き る 。
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これ らに対 し,効 果 があったか どうか,ま た今后重 点 をお くか どうか の二面でその実状 をみ て

み ると,下 表 のよ うに

〈第5.6-1表 〉 コンピュー タ利用の効果(1)、

レ ベ ノレ 項 目 現状の効果 今后の重点
.

レベ ル1

レベ ル2

レベ ル3
-一 一 一 一 ー

一

経営管理への貢献
F

定常的判断業務の機械化効果

事務処理面における人的効果
一 ー ー 一 一 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 一'

間接的効果

ポ イ ン ト636

660

903

722

110件 数

117

125
一 ー ー 一__一 ー ー ー 一

92

(注;現 状 の 効 果 は,i効 果 あ り(4点),効 果 な し 白 点)と し て ポ イ ン ト

に して あ、らわ し.た も の)

↓

今迄 のコンピュータ利用 では,'レ ベ ル3,事 務 処理 面における人的効果において最 も効果 あ り

とされてい る。 これはこの前で述べてい るよ うに これまでの コンピュー タの導 入,利 用 目的 が合

理化,省 力化に あった ところか らほぼ 当然の結果 で あろ'う。 ただ し,今 后の重点になる と各 レベ

ルにそれほ どの差 はな く,む しろ相対的に は レベル・1,レ ベ ル2の 方に重点がおかれてゆ くもの

と思 われ る。

これを更に細か くみたものが〈第5.6-2図 〉 であ る。

事務処理面での人的効果 の 中で は,資 料作成期 間の短縮 と業務処理の迅速化 が非常 に効果 があ

った。 これに対 し事務 の コス トダウ ンは まだ これか らの課題で ある。

経営管理への貢献 については,フ ァイル管理が容易になった とされてい るほかはまだ全般 に効

果は低 くなってい る。 しか し,今 后 の重点 をみてみ ると経営 計画の最適化,方 針決定 の適確化に

対する要求 は極 めて高 く注 目される。

定 常的判断業務の機械化効果 と しては,現 在,今 后 ともいず れも同 じような水準 にある。 ただ

納 期短縮効果 についてだけ今后 の重 点が低 くなってい る。

'間 接的効果 は上 の三
つ とはちが って コンピュータ利用か ら派生す る全般 的な効果 をいってい る

もので あるが,こ の中で社内情報流通 の円滑 化あるいは部門間 のシステ ム化 にっいて今后の重点

が相当高 く,先 の方針決定 の適確化,経 営計画 の最適化 とあわせ て,企 業 内の情報 システムの整

備 とい う面で,今 后の コ ンピュー タ利用 に対 する期待度は非常 に大 きい もの といえよう。
,

他 方 これ らを現在 の効果 と今后の重点 との関係 でみ てみ ると〈第5.6-3図 〉 の ように コンビ.

ユ 一夕利用のね らいがほぼ焦点づけ られる。

す なわ ち、Aグ ループは今后の重点度が高 くまた,い ままで もかな り力をいれて考 えられてき

た もので あって これか らのコ ンピュータ利用の中核 を形成す るものである。

-74一

◆

■



〈第5.6-2図 〉 コンピュー タ利用 の効果(2)

◆

浄一一→《ポ イン ト(現 在)

o--o重 点(今 后)

■ 事務処理面における人的効果

資料作成期間短 縮

事務のコストダウン

人 員 の 削 減

労 働条 件 の改 善

業務処理の迅速化

経 営 管 理 へ の 貢 献

方針決定の適確化

経営計画の最適 化

資金の効率的活用

市場 調 査 の 充実

ファイル管理の容易

顧客サービスの向 上

定常業務の機械化効果

原 価 管 理 の 徹定

在 庫 の 減 少

納 期 の 短 縮

ミドル管理水準向上

間 接 的.効 果

企業のイメージアップ

社内情報流通円滑化

作業効率測定の正確化

組 織 の 簡 素 化

部門間のシステム化

全体的なモラー嚇 止

ポ イ ン ト

1,093

778

859

741

1,046

647・

620

569

525

798

658

706

651

563

720

779

814

630

622

753

734

重 点

131

143

141

63

156

153

187

78

62

81

101

148

120

58

143

34

147

60

100

146

62

体的には,業 務 処理 の迅速化,人 員の削減,事 務の コス トダウンな どの事務処理面で の人的

効果,原 価管理の徹定,ミ ドルの管理水準の向上などの定常的な判断業務の機械化効果,そ れに

タ

方針決定の適確化,社 内情報流通の円滑化,部 門間のシステム些である。

そ してそれ旦口中核 グループ を一 つに.く≦っていむばそり方 向性 を一言 で集約 してい 亘ものが

AAの 経 営計画化にほかな らない。

A'の 資 料作戦期間の短縮 は相対的 には今后 の重点度が低 くこれはいままでの コンビa－ タ導 入

の過程 の中ですでにその使命 を果た しっつあるもの とい えよ う。

ロ

Bグ ル ー プ,C,Cグ ル ー プ に な る に っ れ て,そ れ ら の コ ン ピ ュ ー タ 利 用 に ま つ わ る ね ら い と し

て の 意 味 は う す く な っ て く る。
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〈鯖5.6-3図 〉 コン ピュー タ利用の効果(3)
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資料作成期間の短縮

事務のコス トダウン

人員の削減

労働条件の改善

業務処理の迅速化

方針決定の適確化

経営計画の最適化

資金の効率的運用

市場調査の充実

ファイル管理の容易

顧客サービスの向上

～

16

レ

ベ

ル

2

17

18

19

⑳

21

間
接

的
効

果

原価管理の徹定

在庫の減少

納期の短縮

ミドルの管理水準向上

企業のイメージアップ

社内情報流通の円滑化

作業効率測定の正確化

組織の簡素化

部門間のシステム化

全体的なモラールの向上

このよ うにみて くゑ と,.、こ一塾か ら(?コ ン ピュータ利用の方向は経営計画 を頂点 と した企業 内情

報 システ ム… にそ口焦 蛭 置 ≦三連 ができるのであ って,次 に この観点か らコンピュータユ

ーザ ーの利用体制 にふれてゆ こう
。

5.'7コ ン ピュー タの利用体制

一企業内情報 システムの確立 一

これまで第5章 を通 じて,コ ンピュータユ ーザーにおける利用体制 をさまざまな角 度か らみて

きた。
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これ ら及び本調査 の一 部 として行 なわれた面接調査 を検討す る過程の中で特 に強 調 されたのはパ

コンピュータユーザ ーは一 つの曲 り角 にさ しかか っているのではないだろ うか とい う認識 である。

MIS(経 営 情報 システム)が 呼ば れてすでに久 しい。 そ してその頂点 にあるもの一経営の神

経 中枢 と して コンピュー タが大 きくクローズア ップされてか ら我が国のコ ンピュータ導入 の速 度

は極 めて著 しい ものがある。

そ してそれ らはすでにみて きた ように大量の データの収集,記 憶,加 工処理の面ではめ ざまし

い貢献 をはた して きた。

このよ うなダイナ ミックな動 きは,こ れか らも続 くとい うことはいままで多 くの資料 が物語 っ

ている。 しか しその質的 な側面 をみ てみ ると いままでの動 きとこれか らの動向 とが必ず しも同 じ

ような傾 向 をた どるとは考 えるこ とがで きない。

その一 つは企業内情報 システム を確 立す るための着実 な歩み とみることがで きる。業務処理量

の今后の伸 びは約2.6倍 と予測 されてい る。 これ を反映 して大 型機 への指向 あるいは新機種の導

入意欲 も今后高 まることはあ って も弱 まることはない とい える。(下 図)

★<第5.7-1図>1975年 の システム構成

① 超大型機を中心

② 大型機 を中心

③ 複数コンピュー
タの機能的結合

④ そ の 他

0 10 20 30 40

件数

★<第5.7-2図>1975年 の システムに対 するステ ップ

'

① 現行機種のレベ
ル ア ッ プ

② 新機種の導入

③ そ の 他

16
」

1 32

13

●

0
.

10
■ .

20
■ ■

30
. .

40
件数

'
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しか し,コ ンピュータ利 用の拡大化に もま して高 度化 に対する動 きは 目をひ くもの がある。

すなわ ち,適 用業務 の範 囲は現状,給 与計算とか在庫管理 とかの個 々に細分 された業務内の部

分 システムがほ とん どで あるに も拘 らず今后はこの統合化,シ ステム化へ の動 きが顕著にな ると

ともに他方適用業務の段 階においては集計計算段階,管 理段階 をへて予測計画段階に レベルア ッ
◆

プ してゆ く強力な圧力 とな ってあ らわれている。

その動 きはまた コンピュータの利用 目的 が今 后部門間 のシステ ム化,社 内情報流通の円滑 化,

結 果 としての経 営計画 の最適化 な どに示 されているよ うに,一 口にい えば個々の企業に即応 した

よ り広範且つ高度な企業 内情報 システムの確立 を 目指す多面的 な展開 とい うことができよ う。

それは〈第5.7-3図 〉 にみ るよ うに,い わゆるMISの 開発 として明確 に企業 内に位置づけ

られてい る(13.1%)も の ではない として も,例 えばそ れを実現 してゆ く過程 で不可欠な知識 と

して,フ ァ,イルマネ ジメン ト,情 報検索,シ ミュ レーシ ョン,グ ラフィックデ ィスプ レーな どに

対す る指向の強 さ等 も合 わせて企業 内情報 システ ムを現実 に確 立 してゆこ うとする動 きとして じ

ぶんに よく推察 され る。

ρ

〈第5.7-3図 〉 コンピュータ部門 の計画 －MlS開 発 計画

中長期計画

計画がない

これを二三 の観点で再 びみたものが下の一覧 である。

・業務 処理量の伸び

・業務 処理 の内容

2.6倍

システム面…業務内部分 システ ムが,業 務全体 システ ム,業 務間

総合 システムヘ

レ ベ ル面…集計計算段階,管 理段階 か ら予測計画段階ヘ

モ ド面 ・ワミッチ主 体だがオ ンライ ン化 への動 きも
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毎

夕

'

・コ ン ピ ュ ー タ 利 用 の 効 果 現状の重点…資料作成期間の短縮,業 務処理の迅速化
.

今后の重点…経営計画の最適化,方 針決定の適確化

.コ ン ピ ュ ー タ利 用 の 狙 い デー タベースの確立一情報 の有効 利用,意 思決定 に利 用

・開発手法(今 后) 生 産 業 務 ・数 理 計 画,日 程 計 画,リ ア ル タ イ ム デ ー タ 処 理

販 売 業 務 … 統 計 学,予 測,リ ア ル タ イ ム デ ー タ 処 理

財 務経 理 … 数 値 解 析,シ ミュ レ ー シ 。 ン,フ ァ イ ル マ ネ ジ メ ン ト

人 事 労 務 … 統 計 学,フ ァ イ ル マ ネ ジ メ ン ト,IR

研 究 開 発 … 数 値 解 析,シ ミュ レー シ ョ ン,IR,グ ラ フ ィ ッ ク デ

o

イ ス フ レー

経 営 管 理 … シ ミ ュ レー シ ョ ン,グ ラ フ ィ ッ ク デ ィ ス プ レ ー

コンピュータが経 営実現 のための強 力な道具 として機能 してゆ くことは企業 内において コンピ

ュータ部門の発言力の増 加 をもた らす。..

面 接 調査 の中で も,経 営 は変化 してゆ くプロセスそのものであって,コ ンピュータの最 も大 き

な課題 はその よ うな プロセスに対応 してゆ くこととい うような経営 とコンピュータの結び つきを

強調す る声 は大 きか った6

コ ンピュータ利用に関 するも う一つの これか らの特徴 はこの ような経営 とコ ンピュータとのつ

なが り,裏 が え してい えばコン ピュー タ利用に対す る経営上層部の参画 のあ り方 にみ ることがで

きよ う。

コンピュータの活用 は好む と好ま ざるにかかわ らず,単 に合理化,省 力化,迅 速化 等 コンピュ

ータの機能 を直 接反映す る面だけに とどま らず ,場 合 によっては コンピュータ利用に最 も適 合 し

やすい組織形態,人 事制度,管 理態 度,事 務処理手続 きを強要 し広 く企業形態 その ものの あ り方

にも大 きなイ ンパ ク トをもたら し得る。

この よ うな広範 な間接的効 果が認識 される と一層,コ ンピュータ部門の企業内での位置づ けは

従来の 「特殊 部落」 か らすでに一 部の先進的大手ユ ーザーでみ られるような,新 ら しい タイ プの

「エ リー トグルー プ」 を形成 してゆ くこ とにな る。 い うまで もな くそれは経営 の あらゆる側面に

情報処理技術 の立場 から関与 し得る とい うコンピュータ部門の特権 による ものであ るが,こ の こ

とはまた トップマネジメン トの コンピュータ部門に対する関心の増大に もつなが る。

現在,こ れ ら トップマネ ジメ ン トの参画については〈第5.7-4図 〉 に あるように,全 社的 な

プロジェ ク トの開発決定 にあたってはかな り高い参画率 を示 しているとい えよう。

(日本的 な権限構造に あっては,そ の決定 の プロセスは大半 がボ トムア ップである と して も)。

それは,ト ップマネ ジメン トに対す る役割期 待が コンピュータ利用の長期 計画 の策定 に集約 さ

れ,そ れがこれか らの コンピュータの高度利用 に とって大 きなキーポイ ン トになっているか らで
パ

あ る 。(〈 第5.7-5図 〉,〈 第5.7-6図 〉 参 照)

しか し な が ら反 面,現 実 に は 一 般 ユ ー ザ ー の レベ ル で は トッ プ マ ネ ジ メ ン トは 総 じ て コ ン ビ ュ
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〈第5.7-4図 〉 適用業務の決定部門とそのプロセス

〈決定部門〉

ト ッ プ マ ネ ジ メ ン ト

12・2

忽.●
企 画 部 門

15・

黎2
新 規 プロジェク ト担

当 部長

15

.20

8

コ ン ピュータ部門長

lg7

響 一 斑羅鱗纂
⊃

個別業務部門長

21

'-159
i蜘33

そ の 他

8

11

亘17

〈 プ ロセ ス〉

ト ップ ダ ウ ン

1116

忽
ボ トムア ップ

.

1・82

総 　 斑

口
全社的 な プ ロジェク ト

吻
個男ll業務の プ ロジ ェク ト

の び コ

'v、、':
:,1

外 部 委 託 プ ロ ジ ェ ク ト

一夕に対 する理解度が低いとし(この場 合,特 に コンピュータサイエ ンスに対す る知識)こ れに対

し

・トップは ムー ドと して は コンピュー タ利用の意味 は理解 しているが現 実の問題 となる と

尻込 み して しま う

ので

・トップを啓蒙 することが最 も必要で ローア クラスは自然 これに倣 う

と同時に
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★ 〈 第5,7-5図 〉 コ ン ピュ ー タ関 連 プ ロ ジ ェ ク トの トッ プ お よ び業 務 部 日

長 の書 画 の 必 要 惟 一一一19rs年 に向 っ て

●

ぴ

11適 用業 務 の選択

、2コ ン ビー.t－夕利

用 に関 す る評価

湾 く益性 ・

の
プ

ネ

ト

ー

マ

ノ

理
ト

)

エ
管

ク
ト

ジ

や

ユ
ン

百
選

ジ
メ

プ

人

ロ
ジ

ぷ
人

・;紺 課 に対 する.責任

±・ コ ン ビ 、ベータ関

連諸 投資 の 決定

画 外部委託の決定

ス コンビ.一 夕liM}

の 長期 計 画策定

o 10 2り 30 40
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・ミ ドル をア ンチ コ ンピュー タ派にす ると現実面 を動 きが とれな くなるため,ミ ドルの啓

蒙 を中心 に考 えている。

とい うような声の多い.のも無視す ることはで きない。(8.1.5参 照)

こ こで コン ピュータ利用 が経営内部に及ぼす影響 を別の面 か らみてみる と,下 の図の ようにま

ず コンピュータ利 用によって業務 負担 が軽減す る階層は,現 在,現 業 レベルを対象 と しているの

に対 し今后 は係長 レベル,課 長 レベルにそ れは レベルア ップ して ゆくとされてい る。 また業務内

容 が,質 的 に高度化 される階層は課長 レベ ル,部 長 レベルに他方業務権眼 力1強化 され る階層 とし

ては部長 レベ ル,ト ップ レベルにそれぞれ現状 よ り1ラ ンクずっ上位 に レベル ア ップ している。

このよ うに経 営において コンピュータ利用 が縦の軸でそのサー ビスの向上 を実現 して ゆ くこと

が可能で あるな らば,そ れは生産一販売 一経理 ライ ンの統合化 な どに あらわされるオペ レーショ

ナル レベ ルでの システ ム化,デ ータベースの確立 と並んで,企 業 内の情報 システム を体系化 して

ゆ くための大 きな前提 の〒 っであ り,ト ップマネジメ ン トの コンピュータ利用に対 する参画はそ

の頂点 をなすもの であ り,企 業 内情報 システ ム確 立に加速度 をづけるもの と してより大切 な意味

●

をも つ こ と に な る で あ ろ う。

、

演 」..
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★ ご第5.7-8図 〉コンピュータ利用がおよぼす実務上の効果の現在と今後の重点
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コンピュータ利用 に伴 うこのよ うな質的 な変換は ソフ トウェア市場の これか らのあ りかた をみ

てゆ く上で大 きな影響 を及ぼ して くると思 われるが,コ ンピュータユーザ ーにあって より直接的

に顕在化 して くるポイ ン,トは何 とい って も要員問題 にあるとい うことがで きる。

〈第5.7-1表 〉 は コンピュータ部門の運営体制 をみたもの であるが,独 立採 算制 にふみ きっ

てい るユーザ ーは比較的少 ない反面,ほ とん どのユーザーでは予算制 度を採用 し,ま た全体の四

分の一強 は コンピュータ部門の独立 を実施 しているかあるいは検討中である。

〈第5.7-1表 〉 経 営体 制

独立採算性 %

'採 用 し
て いる 8.2

採用していない 89.5

そ の 他 3.4

わからない 4.0

予算制定 %

実施 してい る 71.8

実施していない 20.9

そ の 他 3.4

わからない 4.0

コンビ一 夕部門の独 立

考えてい る,実 施 して
い る

考えてい ない

そ の 他

わか らない

%

28.5

52.5

14.1

4.8

すなわ ち,コ ンピュータ投資に関 しては,今 后ますます採算面での配慮が重要になる と思わ れ

るが,更 にすでにみて きた ように業務処理量の伸びが2.6倍 で あるのに対 し,要 員の伸びは2.1

倍 にす ぎず,単 純 に考 えて もこれか らの一人当 りの コンピュータ要員の業 務量 は5割 の生産性 向

上 を見込 まなければな らない とい うように コンピュータ要員 については・真剣 な配慮 が必要 とな
'

っ て い る 。

コンピュータ要 員の質的量的な不足に対 して一部 ユーザーの間 では早 くも相当深 く対策 が検討

されている ようだが,図 式的 に考 えればこれ らに対 しては基 本的 に三つの方向 しか考 えられない。

一つは
,コ ンピュータ部門内での要員の充足

一つは
,社 内ナープ ンプログラマーの養成

一つは,外 部 ソフ トウェア会社の利用

で ある。

コン ピュ ータ部門内での要員充足の方向は,労 働力不 足 とい う状況にあって企業 における要員

調達能 力は今后一 層困難 と在 ること及 び人事 ローテーシ ョン,労 務問題等 コンピュータ部門の要

員 をめ ぐる深刻 な問題 が顕在化 しっつあるとい うこ とな どか ら一般 の企業では適用 しに くい形態

で あろ う。

社 内オ ープンプログラマーの養 成 は,後 に外部委託 のメカニズムでもみ るように ソフ トウェア

の開発に際 しコンピュータ技術 と対象業務知識 との間 の懸隔が相当大 ぎなネックとなっているこ

とか らも有力な方 向 と考 えられる。
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〈第5.7-9図 〉運営体制

社内利用体制

しか し上図に あるよ うに社内オープ ンプログラマー制 を採用 しているユーザ ーは2割 弱にすぎ

ない。従 って各種ユテ ィ リテ ィの改 良,ジ ェネ レーターの開発等 ソフ トウェアの改良開発 によって

コンピュータとのイ ンター フェースがこれ から徐 々に容易になってゆ くに しても,コ ンピュータ

技術 が依然特殊専門技術の領域 にある限 りプログラ ミング能力の底辺 を拡大 してゆ くに はかな り

な教 育投資 を覚悟 しなければな らないだろう。

これに対 し,外 部 ソフ トウェア会社 を利用 してゆ くとい う方向は,比 較的手軽 な問題解決策 を

下 して い る。

`

それは段階的にみれば,キ ーパ ンチ,マ シンタイ ム,オ ペ レーション,プ ログラ ミ'ング とい う

ように,対 象業務 との距離 が遠い ものか ら始まるこ とになるがこれ らを通 じての社会的分業 にお ・

ける効率性 はよ り真剣 に検討 され るべ きである。

しか しなが ら,こ れ とても外部 ソフ トウェア会社 の人的資源に制限が あって分業形態 は必ず し

も直線的 に考 えられるものではな く,こ の点 でた とえばユーザ ーサイ ドに あっては,開 発計画の

テ ンポの再検討,マ ーケ ッ トサイ ドに あっては,サ ービス分野の選択等 さまざまな問題 を内蔵 し

ている と考 える必要 があろ う。

以上の ように,ソ フ トウェア市場 との関 連においてユーザーの利用体制 をみ てみたが,そ れは

企業内情報 システ ムの確立 に対す るユ ーザ ーの積極 的な意欲 とい うことに集約 され,そ れ を実現

してゆ く過程 における トップマネジメン トの参画 及びその実現 を図るた めの大 きな障害 としての

要 員問題 の中にユーザーの一 つの曲 り角 を指摘 する ことができた

これ らは,今 后の ソフ トウェア市場 の あり方 を左右 するもので あるだけに ソフ トウェア産業 と

しての立場 か らも じゅうぶん な検討がつまれなければな らない と考 えるこ とがで きよ う。
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6.外 部委託の メカニズム

6.1外 部 委 託 の 考 え 一 イ ン タ ビ ュ ー 調 査 よ り .,・1,

イ ンタビュー調査は,概 ね産業別実動金額に沿って選択 した大手ユーザ27社 に対 して行った。

(詳細 は21,2,224,を 参 照)・'・

これ らは全 産業 にわたる企業情報化 についてオ ピニオ ン リー ダー的存在 とい える。 そ して,そ

の外部委託動 向は ソフ トウェ ア市場形成 に多大 な.影響 を与 える意味 か らも注 目され る訳 である。

全体に事務処理計算 を主体 にコンピュータは超大型機,大 型機 を中心に して,そ の設置台数 も

数台以上,年 間経費 は12億 円 以上,コ ンピュータ要員は150・～200名 前後 でオ ンライ ンシステ ム

な ど多際 な広範囲 に及ぶ コ ンピュータシステムを展開 している。そ の利用経験 も10年 以上 に及び
,

幾 多の試行錯誤 の結果,相 当高度 な技術 力を保有 す ると共 に,運 用 その他 マネジ人 ント側 面で も

貴 重な ノウハ ウを持 っているよ うであ る。

その意味 にお いて,大 手計算セ ンター,ソ フ トウェ ア会社 を併せ た以上 の能力 を持 っている と

もい え,企 業 内情報 セ ンター として活躍 してい る。'

しか も,こ れ らの企業 においては,情 報 の集 中化,適 用 義務 の開発な どを通 して コンピュータ

部内は社 内主流部門 と しての地位にあるよ うである。 、

特 にシステ ム部門 は社内 システ ム全般 にわた る理解 とシステム思 考能力 によ り,・ますます トップ

マネジメ ン
,トとの距離 を接近 させ つつ あるよ うにみえる。

一方 問題点 としては
,企 業 シス テムに全体 に明るい シス テムエ ンジニアな どの高度 な専門家

の不足,キ ーパ ンチャー,オ ペ レー ター等 の組合問題 を含む労務問題 なかで も終 身雇 用制度
,

年 功序列 制度 との関係 の中での専門職 と してのコ ンピュータ要員 の処遇問題 が今後 ,顕 在化す る

だろ うとしている。

また,組 織が巨大であ り,そ の歴史も古いことか ら,社 内 システ ム化,合 理化 ,標 準化 の遅 れ

が,今 後 データ ・ベースの形成 を中心 とする情報 処理 システムの高度化,拡 大化 を採算面か ら著

しく阻害す るもの と して指摘 された。そ して先 の要員問題 と併 せて
,今 後 の二 大問題で あるとす

るところが多 かった。

ここで これ まで の外部委託状況をみ ると,労 務対策 を中心 とす るキーパ ンチ ・オペ レーシ 司ン

の外注 と,緊 急時 の プ ログラマ不足 を補 うマ ンパ ワー リースが 心 ある と している
。

特 に業務用 アプ リケーシ ョンの開発 は,社 内事情,業 務 知識の必要性か らも,ま た,不 断に発

展,拡 張,変 更,統 合が要求 され る業務 処理形態か らも外部委託 は考 えられない とい うことであ

った。

また,通 常運用 は自社能力 を前提 と して策定 された年 間計画の も とに行 なわれてお り
,こ の意
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味か らも,プ ロジェク ト単位 の委託 ケースは少 な く,要 員不足時 のマ ンパ ワー リースが主体 であ

ると同時 に突 発 的 な比 較的 上 記 問題 が少ない単 発プ ロジェク ド(ス ポ ソ ト的)が,外 部に全 面

委託 されるケースがあ ると している。 この場合,以 後の メ ンテナ ンス上 か らも,計 算処理 まで含

む一括委 託形態 が多い ようであった。

また,費 用効果,使 用回数等 の観点 か ら外部委託 されるケ ース も多々あるよ うであ る、,この場

合 は,高 度 なプロ グラムを保 有するデータセ ンター,計 算セ ンター等 にや は り計算処理 まで含 め

て一括委託 ケースが多い ようである。

しか し,こ のよ うな場合 でも将来 とも自社 に必要 と思 われ る分野 については,要 員の教育(留

学や研究会)か ら始 めても,是 が非で も自社開発 を行 な うと してい る。

このよ うに現在 の外部機関利用状況は要員問題(労 務対策 と緊 急時の要員不 足)を 中心 に して

いることがわかる。概 して定 型的業 務が主体である とい える。 そ して高度 な技術 を必要 とす る分

野については,こ れまではコン ピュータメーカの無償 サー ビスに依 る場 合が多かったが,自 社の

経営 シス テムとの統合 が問題 にな って くるにつれ て,自 力で解決す る傾 向にあ るようにみ える。

これは,長 い コンピュータ利用経験 を通 して蓄積 された ノウハウ ー コンピュ一夕 ・メーカか ら

の ノウハウの吸収な ど一 をもとに,社 内事情,業 務知識 か らの強い要請 を受け入れたもの と考

えられる。従 って今後 ますます大手 ユーザの情報処理 システ ムは カスタム ・メイ ド化 される方 向

にあ るとい える。 また同様 の意味 で汎用 プログラム ・パ ッケージの利用 も極 めて低調である状態

にある。 そ して,こ の ようなシステム化合理化標準 化の遅 れが,今 後 ユーザの コンピュータ利 用

の採算性 を悪化 させ る最大の原因 になる ものと考 えられる。

次 に,一 般 の ソフ トウェ ア会社,外 部機 関に対す る考 え と しては次 の ような ところを指摘 され

た。

業 務知識,社 内事情 によ り,ア プ リケーシ ョン領域 は社内コ ンピュータ部門 が今 後 ともその大

部分 を担 当す る領域 であると し,今 後労務諸問題 が顕在 化する業務 一 佐 って今後,パ ンチオペ

レーションに続 きコーデ ィング業 務 一 につ いての外注,突 発時,緊 急 時のマ ンパ ワー ・リース

ー括委託 を中心 と して
,社 内対象業務 とは比較的離れた 一 つまリ コ ンピュー タ部 門の主要業務

と躍 途LLなL=菌 抵 口_乙フ トウ五ア分野について 。1 す るuに る

ユーテ ィ リテ ィプ ログラム分野

経営科学 プ ログラム分野

社会開発 プログラム分野

異種機種 聞のイ ンタ フェイス 〔データ通 信,コ ンバ ージ ョン)の 分野

プ ログラムとともに広 く社外デ ータの蓄積 か必要 な分野

企業間 システ ムの分野

使用(利 用)回 数 の少ない分野 ＼
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8同 業 他社の事例 な どの情報サ ー ビスや調査 コンサルテーシ
ョン分野

等 である。

そ して,今 後シフ トウェナ会社に望 むもの と しては

1標 準価格,価 格体系 の確立

2契 約 や信用 に関す る事項

3プ ロジェ クト ・マネ ジメ ン トに関する事項

4セ ール スお よびマーケテ ィング体制(パ ッケ ージ販売方式
,利 用の効用 の明

示等)

5技 術 力 とユ ニークなサー ビスの創造

6メ ンテナ ンス体 制

等の検討 や確立が指摘 された。

そ して今后,長 期的 には積極的 に利 用する ことにな るもの と し
,ソ フトウェア会社の成長 を期

待 してい るとのこ とであった。

(尚 ・イ ンタ ビュー調査Cl'要 約 につ いては8.2を 参照 のこ と
。)

6。2外 部委託 の賭側面 ・一 外部委託 のケー ス ・ス タデ ィより 一

6.2.1ケ ー ス ・ス タディの内容

過去2年 以内(46年9月 現在)の 外部委託業 務にっ いて以下 の諸側面(A～E)か らケース.

ス タディを行 った。'

〈A・ 外部委託業務 の内訳〉

(1)事務 処理プ・グラム ① 生産業務……生産/資 材/購 買/在 庫/設 備等

② 販売業務 ・・…販売/輸 送等

③ 財務会計… …財務/経 理等

④ 人事労務……給与/人 事等

⑤ 研究 開発……研究開発管理(技 術計 算 を除 く)

⑥ 経 営…… 計画/調 査/広 告/情 報 管理/管 理全般

⑦ 特定業務……上記 の どれ にも属 さない固有の業務(例 えばオ ンライ ン

バ ンキ ングシステム等)

②科学技術計算

プログラム

(3)基 本 ソ フ ト ウ ェ ア

⑧ 数値 解析

⑨ 統 計学

⑳ 経営科学

⑪ 工学 への応用(CAD,公 害,交 通管 制,構 造解 析,電 気 機 械等)

⑫ その他科学へ の応用(医 療 システ ム,教 育 システ ム=CAI等)

⑬ 制御 プログラム
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⑭ 通信制御プ ログラム.

⑮ 言語 プロセ ッサ

⑯ ユーテ ィ リティ ・プ ログラム

(4)その他 ⑰ その他 プログラム

〈B・ 開発主体〉

① ソフ トウェア会社 に全 面委託

② ソフ トウェア会社 と共 同開発

③ コンピュータ ・メーカ に全面委託

④ コンピュータ ・メーカと共 同開発

⑤ そ の他外部機関(海 外機関 を含む)に 全面委託

⑥ そ の他外部機関 と共 同開発

〈C・ 外部委託先検討 部門〉

① コンピュータ部門.

② 担 当業務部門

③ 委員会/プ ロジェク ト.チ_ム

④ そ の他

〈D・ 外部委託業務作業形態〉

① 調査/コ ンサルテーシ 。ン

② 分析/設 計

③ プログラ ミング

④ コンバ ージ ョン

⑤ その他(マ ンパワー ・リース など)

〈E・ 外部委託の理由〉

① 人員的な理 由

② 技術的な理 由

③ 時間的な理由

④ 経費的 な理由

⑤ 機械 変更時

⑥ その他

尚,外 部委託 のケース ・スタディは郵送質問調査の アンケー トXに 併 用 」て行 った。

〔

6.2.2外 部 委託状況

過去2カ 年において,ソ フ トウェア関係業務 の外部委託実施社数f,ア ンケー ト(×)回答354社

の うち,64社 で あ り,総 外部委託業務 は103件 で あ った。(こ こで委託 実施企業 とい うの は,ア
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ンケー ト質問D-2に 委 託 ケ ース を記 入 していただいた もの をいい従って現実には委託 を実施 し

ていて も記入 していないケースかある とい うことを一応考慮す る必要 はあろ う)そ の うち,ソ フ
・

、

トウニア会社 に委託 された ケースは,25社38件 で あった。 これ ら委託実施企業64社 の委託先 の評
・

'価 は 悪い と している ところか,全 体 で7社 あった。 そ して ソフ トウェア会社 を悪 い評価 を した と

ころは1社 のみで委託先の評価 は好評 とい えそ うである。(6.2-1A表 か ら)

〈第6,2-1A表 〉 外部委託状 況
■

ア ンケー トX質 問D-6一 外 部委託ケース ・ス タデ ィよ り一

外部機関

回答状況

外部機 関全体 に委託 さ
れたヶ}ス(含 ソフトウエア

会社委託)

右の うちソフトウエア会社
に委託 された ケース

A アンケーK)⑩ 収 状 況 354社 354社

B 外部委託実施社数 B164社 B225社

C 外部委託件数 CllO3件 C238件

D外 部委託先の評価にて

悪いとした社数
7社 1社

(注1)一 委託先の外部機関としては次の通 りである

1コ ンピュータ・メーカ
可2 ・ ソフ トウ土ア会社

3そ の他の外部機関(含 海外機関)

(注2)一 委託形態としては1.共 同開発2.全 面委託がある

(注3)一 コンピュータ ・メーカ委託分の中には無料 サー ビスが含まれている

、 とみられる。

こ の よ う に,委 託 経 験 の あ る 企 業 は,ソ フ トウ ェ ア会 社 に対 す る 理 解 も 外 部 機 関 利 用 に ょ る 効

果の認識 も充分にある とい える。 しか し・考 え られ ることは,全 般的(354社)に みる と
,ま だ

まだ外部委託 マイ ン ド 倭 託率18・1%)ぽ 低 い。 その原 因 として考 えられる ことは
,外 部機関

の実態や利用 効果 についての理 解の不足 が大 き く影響 しでいる もの と考え られる。実施企業の委

託先評価の好評 さに比較 した場 合 非委託企業 の大部分 は外部機関 に対 する理解不足 が考 え られ

食わず嫌 いの傾向が相 当数 ある もの と思われる。次 に,外 部機関 利用状 況 を指 数 的 にみ る と上

の通 りとなる。(62.1B表 参)

まず外部委託率は18.1%で8L9%は 非 委託企業で ある。 この81.9%の 中 には前述の ように外部機

関 の理解不足 一 ソフトウェア会社利用の効用に対する認 識不足 一 が相当数 ある もの とみ られる。

ソフ トウェ ア会社への委託実施率 は7.1%で あ り,鬼.9%の 企 業 が ソフ トウェア会社 を利 用 し

ていない状態であ る。
■

次 に外部委託件数 をみる と,全 体では外部委託実施企業 当 り平均1.6件 とな り,そ の うちソフ

トウェア会社委託実施企業(25社)当 りの委託 件数 は1.5件 で ある。全体 に較 べてわず かではあ

● るが少ない割合 とな
っている。

しか し,そ の反 面外部委託先 に対 するク レーム発生率(委 託先 の評価 を悪 い とした企業数の割
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合)は 全 体平均 のク レーム発生率 が10.1%で あ るのに対 して,ソ フ トウェア会社 委託企業 のそれ

は4.0%と 好 評であ ることがわか るご 、

〈第6.2-1B表 〉 外部委託状況指数

外部機関

指 数

外部機関全体に委託さ
れた場合(含ソフトウエア

会社委託)

右の うち ソフトウエア会社

に委 託 された ケ ース

外部委 託率1・1・ ・ 18.1% 7.1%

一社当 り平均外部委託

C件数

互

0.3件 0.1件

外部委託実施企業体当

㎏平均外部委託件数9
B

1.6件 留闇 路1.鐸

平 均 ク レーム発生率
D-x100

B

10.1% 4.0%

(注1)一 これは,外 部委託実施企業体(54社)に 対するソフ トウエア

会社委託分(38件)の 割合を示 してい る。

(注2)一 これは,外 部委託実施企業体(54社)の うちソフトウエア会

社委託企業(25社)に 対する委託件数(38件 、の割合を示し

ている。

外部機関別に暢 占有率をみたのが輪 ・一・表であ・.楊 占有率鍋 委託件数よ,み 鳩

合を示 したものである。

〈第6.2-2表 〉

市場占有率

外部機関
市場占有率A
(委託件数より)

市場占有率B
(委託社数より)

コン ビ三 一タ.メ ーカ 56.3% 53.1%

ソフトウエア会 社
36.9% 39.1%

その他外部機関

(含海外機関)
6.8% 7.8%

『れ に よると コンピュータ ・メーカが市場 の5割 強 を占めてい る。 そ して平均委託件数 も多い。

ソフ トウェア会社の市場 占有率Aは3〔}・99・・Bは39・1%で 約20%程 度 コンピュータ
.・メーカよ り

低い。

外部委託の全体的 な状況 をまとめたのが第6.2-1図 で あ る。 ソフ トウェア会社 に対 して,25

社38件(平 均1,5件)コ ン ピュータ ・メーカに対 しては,M社58件(平 均1.7件),ま た,そ の

他の外部機関に対 して は5社7件(平 均1.4件)の 委託状況で ある。
、

市場 占有率については前述の通 り,コ ンピュータ ・メーカが5割 強,ソ フ トウェア会社が4割

弱 その他外部機関 が1割 弱 の割合 どなっている。 これ より外部委託 は,コ ンピュータ ・メーカ

とソフ トウェア会社へその大部分 が 出されていることがわか る。
-92一
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〈第6.2-1図 〉 外部委託状 況 一 ケー ス ・スタデ ィよ り一

●

帯

ケ ー ス

354社

(81.9%)

290社

YES

(18.1%)

1%ぷ 社当
b平均贈

の外部委託
※1社 当りその他の外部機関に

平均1.4件 の委託

くその他外部機

7笈 関へ委託〉

〈ソフトウエア会社へ委託〉市場占有率 市場占有率

Al:霧 ※罐凱認 識A顯)

鵠%
社

率

鰯
晒

者

36
39

占場

A
B

市
(

●

6.2.3適 用 業務別外部委託状況

適用業務別外部委託状況 を示 した ものが第6.2-3表 であ る。 全般的 にみ る と,ま ず事務処理

用 プ ログラム(79件)の 外部委託 が圧倒 的に多 く,次 い で科 学技術計算(13件) ,基]#'ソ フ トウ

、=ア .(4件)と い う1頂にな ってい る。

これ を適用業務別にみ ると,圧 倒 的に生産業務(24件)が 多 く,次 いで人事労務(13件)販 売(12

件)財 務(11件)特 定業務(11件)が 第2グ ルー プを形成 し,以 下,工 学へ の応用(8件)そ の

他(7件).経 営 管理(6件)数 値 解析(4件)と い う順 である。

次に これ らを開発 主体別 にみ ると,ま ず ソフ トウ ェア会社 は,生 産業務(13件)が 多 く,し か 、

も研究開発(2件)と 併せて,そ の受託件数 が コン ピュ ータ ・メ ーカ よ り多い のが特徴的 であ

る。 以下,人 事労務(5件)財 務会 計(5件)販 売(4件)工 学 への応用(3件)数 値解析(3

件)と 続 いてい る。 全体的 なパタ ーンとしては特定業務(1件)経 営管理業務 に対 する受託率 の
の

低 さを除 けば,ほ ぼ全体 の傾 向 と一致 したパ ター ンを示 している。
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〈第6.2-2図 〉 適用業 務別外 部状 況 一 ケース ・スタディよ り一
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●

し

次 にコンピュータ ・メー カであるが,生 産業務(11件)と 研究開発(0件)を 除 けば全分野 で

委託 が多 く,'特 に経営管理(6件)と 量的には少 ないが,基 本 プ ログラム(4件)で は100%の

受 託率である。特定 業務(8件)を 加 える と,高 度な専 門技術 を必要 とする分 野の外部委託が多

いことがわか る。件数ではや は り第1位 が生産業務(11件)で あ り,以 下特定 業務(8件)販 売

(7件)人 事労務(6件)財 務会 計(6件)経 営管理(6件)工 学への応 用(6件)が 第2グ ループ

を形成 している。従 って事務処理 プ・グ ラムが主体であることは,ソ フトウェア会社 と変 らない。

以上 をま とめる と適用業務 別 には,生 産業務 を中心 とする事務処理 プ ログラムが圧倒的 に多 く,

開 発主体別では コンピュータ ・メーカに対 しては基本 プログ ラムな ど高度 な専門技術 を必要 とす

るプ ログラムが委託 されてい る。 そ して ソフLウ ェア会坐 昼事務処理三二」…グラムが委託 され,

そ の中 でも生産業遜 が多 い とい うこ とにな る。

6.2.4委 託 形態よ りみた外部委託状況t－ 全面委託,共 同開発 一

外部委託状況 を適用業 務別委託 先別 の委託形態(全 面委託 共 同開発)と してみ たのが次の第

6.2-3図 で ある。同様 に委託形 態の割合(%)を み た ものが第6.2-3表 で ある。

●
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〈第6.2-3図 〉 適用業務別一委託形態別一委託先別外部委託状況一
ー ケース ・スタディよ り一
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、

まず,第6.2-3表 に よると,委 託ケース全体 においては)全 面委託率 が27.2%・ 共 同開発率

が73.8%で,共 同開発 の割合 が圧到的 に多い こ とが分 る。

また,適 用業務別で は,事 務処理 プ ログラムが27.99・ 科学技術計算 プログラムが23.8%基 本 ソ

フトウェアが50%の 全 面委託率 で,そ の内訳 を件数 でみ ると生 産業務5件(20 .8%)特 定 業務5

件(45.5%)財 務 会計4件(36.4%)と な っている。

従 って全体的 にい って,'全 面委託形態 は少 ない ことがわ かる。

一方
,比 較的 に全面 委託率 の高い もの として財務会計(36.4%)特 定 業務(45 .59・)工 学への

応用(47.59・)お よび基本 ソフ トウェア(通 信制御 プログ ラム1009・,ユ ーテ ィ リテ ィ ・プログ

ラムSO9・)が あるが,そ の理 由と しては財務 会計 システムのよ うに比較的業務 が定 型化 している

もの と,工 学 への応用,特 定業務 といった高度 な専門技術 を必要 とし,か っ調 査研究 とい った レ

ベル の業 務委託お よびハー ドウ
ェア と直結 した基本 ソ フトウェ アな どであ ることが考 えられる。

しか し,い ずれに しても,共 同開発形態が主体であ り,そ の理 由としては,社 内事情や業務 知

識の必要 性 とメンテナ ンス等が考 え られる。

α

ひ
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〈第6.2-3表 〉 適用業種別 一 委託形態別比率
A:委 託 率(適 用業務 別)
R:Aに 対 す る全 面 委 託 率

内 訳

部機
関別

委託率
全 体

内.訳

ソフ トウエア会社

委 託 の 場 合

コン ピュ ー タ ・メー カ

委 託 の 場 合

その他外部機関

委託の場合

全面委託率 27.2%

■

23.7% 31.0% 14.4%

共同 開発率 72.8%
.

76.3% 69.0% 85.6%

全面委託率

.

A B A B A B

事
務

処

理
プ
ロ

グ

ラ
ム

①生産

%
20.8

1

%54
.2

%23
.1

%4
5.8

%18
.2 0% 0%

② 販売
25.0

1
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次 に開発 主体別 にみる と以下 の通 りである。

まず ソフ・トウェア会社 は,全 面委託率 が23.79・ 共 同開発率が76.3%コ ン ピュータ ・メーカは,

全 面委託率 が31.09・ 共 同開発率が69.09・,そ してその他の外 部機関 は,全 面委託率 が14.4%,共

同 開発率 が85.6%と な ってい る。 そ して コンピュータ ・メ ーカに対する全面委託が他 よ りも多い

割合であ ることがわ かる。 このことは,'高 度 な専門技術やハー ドウェア関係 の業務 ば全面委託 さ

れてい るか らである。

ソフ トウェア会社へ は,前 述 の よ うに生産業務 を中心 とする事務処理用 プロ グラムの共同開発

が多 い。 その理 由 としては6.2.6で 述 べるよ うに ソフトウェア会社委託 の理 由が人員的 な理由(緊

急時 の要員不足),ま た6.2.5で 述 べるよ うに委託作業形態が プ ログラ ミング段階 に多い こ と,更
』
に6.2.7で 述 べるように,委 託先検討部門 が コンピュータ部門 であることか ら,事 務処理 プログ

ラム開発 にお けるマンパ ワー ・リ,一ス的 な共同開発が現在 の ソフ トウェア会社利用 の一般的 なパ

ター ンで あるこ とが あげ られる。

禽

●

6.2.5外 部 委託 業務 の作業形態

第6.2-4図 が 外部委託業務 の作業 形態 を委 託先別,開 発形態 別 にみた もの・であ る。 まず,全

体 につい てみ ると,プ ログ ラ ミングが圧倒的 に多 く65件 となっている。 これは外部委託総件数103

件 に対 して,5割 強 の割 合であ る。次いで分析設計(23働 調 査/コ ンサ ルテ ーシ ョン(10件)

の順 となってい る。

また これ を全面委託率 でみ る と,全 面委託田 件に対 して,プ ログラミング段 階での全面委託 が

22件 もあり,そ の割合は実に80%に も相当する。従 って外部委託業務の作業形態 も,全 面委託 も,

ともに,プ ログラ ミング段階の業務 に集中 していることがわかる。

これ を委託 先別 にみ る と以下の通 りとなる。

まず ソフ トウェア会社 については,総 委託 件数田件 のうち28件 が プ ログラ ミング段階(74%)

に あ る。 次いで分析/設 計段階 の9件(23%),そ の 他の1件 で他 の調査/コ ンサルテ ーシ ョン段

階,コ ンバ ー ジョン段階 は0件 である。 また ソフ トウェア会社への全面委託 は 総件数9件 の う

ち8件 までが プログラ ミング段階 にあって,ソ フ トウェア会社へ の全面委託 は,技 術上 比較的 問

題の少 ない場合 に多 く利用 されてい るこ とが分 る。次の6.2.6で 述 べる通 りソフ トウェア会社へ

の委託 の理由 は,人 員的 な理由,時 間的 な理 由が主な動機 であって,こ れはユーザにお ける コン

ピュータ要員 の量的な不足 をカバ ーするためにソ フトウェア会社が現在多 く利用 されてい ること

を示 してい る。 以上 か ら,比 較的 リスクの少ない プログラ ミング段階におい て要 員 の量的不足 を

カバ ーす るため に,現 在 ソフ トウェア会社が利 用 されているとい える。

コンピュータ ・メー カについては,や は リプログラ ミング段階 の業務委託が34件(59%)と 一

番多い。以下分析/設 計の13件23%)調 査/コ ンサル テーシ ョンの9件(16%)と な ってい るが,

ソ フ トウェア会社 のよ うにプロ グラ ミング段階 への極端 な委託 の集中はみ られない
。
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⑨

島

外部委託業務作業形態 一 ケース・スタディより〈第6.2-4図 〉
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・〈第6 .2-5図 〉 外部委託の理 由 一 ケー ス ・スタデ ィよ り一
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献 酬 の》 一秘 ・デ,で 離 業形態の蝋 ・・び 一ジ・ソとそ醜(マ ン'ミワー リース

など注 油 た・澗 査/・ ンサルテーシ・ン・分析/設 計 カ グラミングとその視点力ζ異・

ていた坤 昨 もなく本稿では蜥 検討対象か ら除外 した・

・墾 ・

6.込6外 部 委託 の理 由 、

第 ・.・-9図 財 部委託 の理由 を委議 場U・・みた ものであ・・全 体 をみ ると,順 的眠(27

件)技 術的理由(27件)時 間的理 由(18件)経 費的理由(13件)と い う順}『なっている。

この人員的,技 術臨 時間的の三つの理由は 主 に質的量的 な三ンピュ「タ要 員のマ ンパ ワー

保有状況 と業務量 との関 係の中で発生するもの とみ られ る。,

経 費的理 由は,開 発 コス ト面か らの外部機関利 用であ り,そ の他 の理 由(10件)の 内容 は,今

回の ケース ・スタデ ィでは,政 策的 な理 由が中心 とな ってい る。

・この委託 の理由でい えるこ とは,人 員的 技術的,時 間的理 由を中心 と して,平 均的 に各理由

が分散 してい ることである。

また全面委託 は時間的理由(10件)に 多 く,次 いで人員的,技 術的理 由(各8件)と な ってお
レ レ

リ,こ れ よ り緊急時 と高度 な専門技術 の必要 とい っ'た,コ ンピュータ要員 の質 量両面で の不足時

に多 く発生す ることがわかる。-1

次 に委託先別 に委託 の理 由をみ る と,ソ フ トウェア会社』 コンピュータ ・メーカの間に顕著 な

差異が現 われてい る。

まず,ソ フ トウェア会社 に委託 された ケースでは,人 員的 な理 由(16件)が 最も多 く,以 下,

そ の他 の理由(政 策的な理由な ど=8件),時 間的 な理由(6件)技 術的 な理 由(4件)と なっ

ている。特 に人員的な理由 と,そ の他の理由(政 策的 な理 由な ど)は,コ ンピュータ ・メーカよ

り多く,コ ンピュータ ・メーカへの委託件数 が58件 で,ソ フ トウェア会 社へ は38件 で あること'を

考慮 すれば,大 きな差異だ といえる。 、

つま り,ソ フ トウェア会社へ は コンピュータ要員 の量的不足による委託 と政策的 な理由(資 本

系列,企 業 グル ープ等)に よる委託 が多 く,技 術 力,'経 済 性 に基づ く需要 は,今 の所,非 常に少

ない状態 にある。

他方,コ ン ピュー タ ・メー カをみる と,技 術的 な理 由(21件)が 第1位 にあ り,次 いで時間的

理 由(12件)以 下,人 員的理由(9件)経 済的理由(8件)と なってい る。 そ して,ユ ーザか ら

その技術力 を高 く評価 されてい ることがわか る。

6.2.7外 部 委託先検討 部門

第6.2-6図 は委託先検討部門 を委託先男‖に示 した もので ある。 これによる と,全 体 で はコン

ピュータ部門が52件 で 第1位,次 いで,担 当業務 部門が31件 で続 き,以 下,委 員会/プ ロジェク

ト・チ ームが13件,そ の他が4件 とい う順 にな っている。 ここで注 目すべきは,担 当業務部門 が

一102一
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31件 あ る とい うこ とで ある。

'適 用業 務の開発 において
,担 当部門 が相当の決定権 を持 っている場合 や,独 立 採算制 を実施 し

ているところで は,コ ン ピュータ部門 と外部機関 を比較評価 の上 で開発主体 を選択 してい るこ と

が考 えられ る。,.,.,..,....、 、

次に委託先別にその検討部門をみPiと 以下め通 りとをる・

ソフ トウェア会社 に委託 されたゲごスで は,や は りゴゾピュ'一夕部門(22件)が 圧倒的多い。

次いで,担 当業務部門(8件)と 続 くが,そ の割合 は低い。 これは,前 述のよ うに コンピュータ

要 員の量的不足 か らの利用 が多 いこと一 プ ログラ ミング段階 マンパ ワー リース的共 同開発 一

を考 える と当然の結果 であろ う。

コンピュー タ ・メー カに委託 されたケースでも,や は りコン ピュータ部門(3D件)が 第1位 で

あるが,担 当業務部門(17件)の 割合が ソフ トウェア会社 の場 合 よ り多 いこ どが注 目される。 ま

た,委 員会/プ ロジ ェク ト・チーム(10件)の 割合 も ソフ トウェア会社 に比較 して多 い。

担当業務 部門,委 員会/プ ロジェク ト・チ ームを合計 する と27件 と なり,か な りの業務 が コンピ

ュータ部門以外 か らコンピュータ ・メーカに出されているこ とがわ かる。 この原 因のひ とつ と し

て,ソ フ トウェア会社 の コンピュータ部門以外に対す るPR,セ ールス,マ ーケテ ィング等の諸

活動 の低調 さが指摘 で きる。 一

その他の外部機 関ついてはサ ンプル上か らあま り多 くは語 れないが,総 委 託件 数7件 の うち・

6件 が担当業務 部門 か ら出ている ことを指摘 するに留 める。

全面委託 は,い ず れ の場合 も,コ ンピュータ部門 か らの業務 に多 く,そ の理 由 として担当業務

部門か らの委託 業務 は,多 分 に業務知識 ・メ ンテナ ン等の要請 が強 く,そ のため共同開発が多 く

な っているもの とみ られ る。

●
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〈第6.2-6図 〉 外部委託先検討部門 一 ケース ・ス タディよ り一
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への外部委託 ケース を比較 した ・・一図 である
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〈第6・2-1図 〉 外部委託のケース ・ス タディーのま とめ
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6.3外 部 委託 のメカニズム

これまで,コ ンピュータユーザ ー とソフ トウェア会社 との相互関 連 を外部委託 とい うことで,

あ るいは面接調査(イ ンタ ビュー調査)あ るいは具体 的な委託事例 によって検討 してきた。

ここでは,そ れ らをア ンケー ト×のい くつかの調査 結果 を参照 しなが らその全体的 なイメージ

を明確化 してゆきたい。

ユーザーが ソ フトウェア開発 にあたってソフ トウェア会社 を含 めた外部機関 に委託 するまで の

プ ロセスは必 らず しも一様 ではない。

外部に委託す るか ど うかは過去 の実績,感 覚的 な価値観 開発計画 の緊迫度,外 部機関 に対す

る知識等 々 さまざまな経 済的社会的心理的 な要素 の組み合わせ によって考 えられる ものであって,

従 って この ようなプロセ スの総体 を現実 に即応 した形態で とらえてゆ くには まだ全般 にわたる情

報 に欠ける といわざるを得ない。

まして,ア ンケー ト郵送法 とい う非常 に限定 された制限の中で これ を考 えてゆ くこ とには相当

な無理 もでて くるのであるが,今 回の調査 では業務 開発の ニーズの発生 か ら外部委託 の可否 まで

の一連の プロセス を一つ の相互 に関連 したメカニズムとして多面的に とらえることによってその

欠陥 を、克服 しょうと試み た。

すなわ ち,外 部委託 のメ カニズム を大 きく ニーズの 生 吸収 業務開発 の決定

d委 託先へ の価値観1委 託か否か 委 託に伴 う諸側面 とい う流 れでみ ると,今 回 の調

査 ではこれ らを(や や長 くなるが)次 の ような質問項 目と内容 によって明確化 しようとしたわ け

である。

○ニーズの発生 と吸収 ソフトウェア開発を外部に委託する際,そ の必要性の発生

① 業務上あるいは業務の発展形態 として社内発生的に

② 業務に関 してメーカの指導の下に発生

③ 業務に関 してソフトウェア会社の指導の下に発生

④ 業務に関 して外部機関の指導の下`こ発生

⑤ そ の 他

適用業務開発にあたっての社内的なニーズの吸収の形態

① 周期的なニーズサーベイを行っている。

② 委員会的な合議制度にょっている。

③ 定期的 に全体的な会議によっている。

④ その都度必要部署 との合議による。

○委託先への価値感 外部委託先(メ ーカ,ソ フ トウェア会社など)1二対する全対的な評価

① よい,ま ずまずである

② 何 ともい えない
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③ あまりよくない,悪 い

「悪い,あ まりよくない」としたときその内容

① 委託先の技術未熟

② 委託先の対象業務の知識不足

③ 委託先の作業体制の不充分

④ 仕様書の未整備

⑤ メンテナンスの相互未確認

⑥ 納期変更時の取扱い

⑦ 開発途上のノウハウの取扱い

⑧ 社内秘密のろうえい

⑨ そ の 他

ソフトウェア会社に対する考え

① 積極的にその能力 を活用 してゆきたい

② ケースバイケースだができるだけその能力を活用 してゆきたい

.③ 何 ともいえない

④ あまり活用する意思はない

これからのソフ トウェア会社に対 してどのような点を注意要望

① 標準料金の明確化

② メンテナンス基準の明確化

③ 作業方式(プ ロジェクト・マネジメント)の 確立

④ ドキュメント関係の標準化

⑤ 商品目録,営 業品目の明確化(専 門化,多 様化,個 性化)

⑥ 要員の質の向上(技 術的あるいは社会的な ど)

⑦ 要員の質の均一化,ラ ンクづけの明確化

⑧ 納期(作 業工程見積)の 厳守,及 びその算出の明確化

⑨ 秘密の保持,及 びその方法

⑩ そ の 他

外部に対 して委託 しないケースも多々あると思われます。その場合

の要因について

① 技術的,'量的に自社要員

② 対象業務が専門的で外部では理解困難

③ ソフトウェア会社等外部委託機関の実態がわからない

④ 委託費が高い'

⑤ 機密保持上の観点
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○委託 か否か

○委託開発の決定 と委

託に伴 う諸側面

⑥ 技術的に委託先 が信用で きない

⑦ メンテナ ンス上 の問題

⑧ そ の 他

外部委託(特 に ソフ トウェア会社)利 用 の形態

① パ ッケージの購入

② コン ピュータ教育(プ ログラム教育,ノコンピュータ を中心 とした

マネ ジメ ン ト教育な ど)

③ ファシ リティ ・マネジメン ト

④ .出 版 その他情報 の提供(技 術情報,経 営情報 な ど)

外 部委託 について貴 部門での考え方

① 開発 の委託 に積極的である。

② 全面委託 は殆 んどな く,自 社 との共 同開発であ る。

③ 現在 は開発委託 も共同開発 もしていないが今後 はす るつ もり

④ 現在 も今後 も外部委託 は しない

業務開発の決定 部門

〈決定部門〉

① トップマネジメント

② 企画部門

③ 新規 プロジェクト担当部長

④ コンピュータ部門長

⑤ 個別業務部門長

⑥ その他

〈 決定 のプ ロセ ス〉

① トップダウ ン

② ボ トムアップ

外部委託する場合の委託先の選定基準は

① 専門的な技術の保持,あ るいは全般的な技術水準の高さなどの技

術的な基準

② 価格の廉価さ,入 札等による価格競争などの価格的な基準

③ 資本的な系列,経 営的な系列,導 入マシンのメーカ系列などの政

策的な基準

④ その他の基準

委託価格の算定基準

① 過去の経験による見積 りステップ(時 間)× 単価

② 現在開発されている類似のソフトウェアとの比較 による算定

③ 費用効果によ り算定

④ マンパワーによる月(日)決 め'
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〈第63-1図 〉 外部委託 の メカニズム ー 全体

業務開発のモチペーシ・ン 、,(数 字は兎).

社 内発生的 に
84.0

ニ ーズ の吸収

その都度 合議 して
65.3

委員会
21.7

委 託 に 対 す る 価 値 観

「一 一 ー ー ー ー ー 一 －

l

t

l

t

t

自社型

36.8
緬
25.2

委託 しない理由l
l

自社で
十 分
23.5

委託 費 業務
が 高い 知 識
21,616.7 こ

l

l

l

l

r-・ 一一 一 一 一 一 一 一 一 一 ・一 ー ー 一 －s

準
[
工轍

、

準
巳
…価

門
[
蜘緬

無
医
の有鰍魏

ー

ー

l

l

ー

ー

1

-

l

I

ー

!

l

l

ー

ー

1

ー

ー

1

-

I

l

l

l

」

態形発開の務業用達

潜在型
38.0

「一'委 託先 への 評価

1

ト

|

1 評 価の悪 い理 由

|

Ll

l

!ソ フ トウエ ア会 社へ の考え

l

L
|

1ソ フ トウエ ア会 社 への要望

熾 欝修

技 術的
60.4

政 策的
27.1

ステ ップ数

30.2

用
果
㊨

費
効
η
凶荒

コン ピ ュー

タ 部 門 長

49.7

ロ
ガ』

2

醐
5

18
～♂8

無

80.8

1

1　 一 一 一 一 ー 一
「 一 一 一 「

1

開発形態 ψ

現 在 ㈹ 将 来 ㈱

自社 開 発

共 同 開 発

委 託 開 発

そ の 他

1,637

183(24)

55(18)

934

1,181

231(54)

24(9)

460

U内 は ソフ トウエ ア会社

一109一

一

できるだ
け活用
●』

活用 し
ない
26.5 %

」

l

l

l

-

L

－
日.6

14.713

ソフトウエア会社の利用形態

情報提供
鵠.5

・
ハ7ケ

ー ジ

32.4

教 育
3).7 多



・1:)・ ・ ⑤ そ の 他

'
:こ の ような多面的 な質問 グループを具体的 にチャー トに した ものが〈第6.3-1図 〉 である。

(尚,個 々の質問に対 する回答結果 は付表 を参照 された い)

これによれば,ま ず業務開発の契機 は84%が 社内的に発生 し,こ のような開発 ニーズは大半 が

その都度関連部署との舗 によ・てその是非が検討される・委員会的測 度によ・て醗 ニーズ

の交通整理 を実施 しているケースは全体の約2割,他 方非 コンピュータ部門(最 終受益者)に 対

してコンピュータ部門か ら周期的 に社内 のニーズーサ ーベー を行 なってい るものは7.4%で あ る。

これ らの結果 として開発 にあたっては外部機関 を活用す る委託型 のユーザーは25.2%,将 来 は外

部委託 も考 えるとい う潜在型 のユ ーザーが38.09・,こ れに対 し今后 とも委託 の意思はない と考 え

ている自社型のユーザ ーはea.8%で あ って委託型の比率がやや下 まわ る とはいえ各 々全体 を三等

分 しているとみてよい。.

委託型 潜在犯 自社型 の区分は,外 部委託 に対 する一般的原則的な考 えを示 しているもので

あるか ら,現 実 の業務 開発 にあたっては一方 では委託 型のユーザLに あって も自社開発 に よらな

ければならない業務 があ るが如 く他方で は自社型 のユ ーザ ーにあ って もケースに よって委託 に ま

わ さざるを得ない ものがあるので あって この意味で は委託 に対す る現実的な側面 を示 すもの とい

うよ りも,む しろある種の価値観 の反映 と考 えた方が よい と思われる。

このような価値観 をもた らす ものは過去の実績 によるものか ら,新 聞雑誌等か ら得た知識 ある

いは企業 自体 の体質 な ど一概 に規定 するこ とはできないけれ ども,委 託 に対 する価値観 を形成 す

る要因 と思われる もの をい くつかの側面でみ ると。

まず ソフ トウェア会社を含 めた一般の外部委託機 関に対す るみかた にっいては,よ い一30.8%

悪 い.25.,%で 意 見 は二つに馴 て・・る.・ れ をもう少 ・絞 ・て ソフ ・ウ・ア会社噛 する態度

でみ ると,活 用する一39.0%,活 用 しない一26.59・ で肯定的な意見が多 いが,や は り考 えは二 分

されている といえよう。

この うち否定的 な見解の理由 となるものと して業務知識の不足 を指適す るものが多 く現 状のシ

ステムズエ ンジニア リングの能力が あまりにもコンピュータサイエ ンスに片寄 りすぎてい る状況

がつかれている。

またこれ ら以前の根本的な問題 として料金体系の不 明確性,欠 如 をあげるものが多 く,こ れは

ソフトウェア市場 の拡大強化 を目指 すにあた って最 も不可欠な ものであるだけに具体的 な対策の

検討が早急になされなければ な らない。

料金体系の標準化,明 確化は委託す るにあた っての価格算定基準 のあり方`こ密接に結びついて

いる,,

現状 では鮫 イ、多いのが見積 リスチ ップ数x単 価 に よるステ ップ方式であるが,今 回 の面接調査

にiい てイ,/・テ ッブ力式に対 してはその1ト当性 を疑問視 する向 きが多 く,価 格算定方式の検討 を

イ.含めて料金体系の明確化 に具体的 に着r・するこ とが望まれる。
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これ らにつ いて他方外部 に委託 しない理由 とい う点 か らみる と,自 社の要員で十分で ある(23.5

9・)た め,委 託するのは高 くつ く(21.690)と す るものが多 い。 しかしなが らすで にみ てきた よ

うにユーザーにお ける コンピュ ータ利用 の方向が一つの曲 り角 に さ しかか っている とすれば要員

問題は,そ の契機 を最 もよく示 している ものであ る上,ほ とん どのユーザーで経 済的な評価基準

が あいまいになっていて外部委託 の経済性 はそ れほ ど厳密 に評価 されていない とい うことか ら考

えてこれ らにつ いては今后相当変化 して くるであろ うと考 える ことができる。

さて,外 部委託 に対す る価値観 が自社 型に属す る とソフ トウェア市場の観点か らはそ こでルー

プ して しまう閉鎖 された プ ロセス をい うことになるが委託型 潜在型にあ っては実際の委託に至

るまで問い くっかのプ ロセスが考 え られ る。

`ま
ず委託先の選定基 準につ いては ソフ トウェア市場 が技術市場で あるだけに技術的 な基準に求

め るものが60.4%と 多 い。 半面,資 本系列,メ ーカー系列 な どによって決める政策的 な基準 も

27.1%で 無 視で きない。

価格算定基準は先 に述 べたよ うにステ ップ方式が最 も広 く採用 されている。 しか し,こ れ とは

別 に開発 ソフ トウ三アの性能 を考慮 しょうとする費用 効果方式(評 価主義)も 相当 ある とともに

特 にコーデ ィング レベルのサ ー ビス形態 を中心 にマンパ ワー リース も広 く採用 されて いる。

委託先決定部 門 と'して は当然 のことなが らコンピュータ部門 の トップにその実質権限が集中 し

ているが トップマネ ジメ ン トあるいは開発業務 の業務 部門長 に決定権があるケース も多 くこのこ

とは ソフ トウェア会社 としての営 業活動の範 囲が単にコ ンピュータ部門だけを対 象にすべきで な

い とい うことを示 している。

この よ うな プロセス を経 て最終的な委託 が決定 されるわ けであるけれどもちなみに 委託経験 の

有無 をみ てみ ると(こ の場 合の委託経験 は前節6・5外 部委託 のケ ースに対 し具体的な事例 を示 し

た もので あって質 問の趣旨か らも明 らかなように個別 ジョブを除外 して例 えば給与計算 システ ム

会計 システム,在 庫 システステ ムな どのよ うな業務単 位の ケース を対象にしてい る)8割 が 委託

経験 をもっていない。

そ してこれ ら一 連の プロセスの結果 と して ソフ トウェア市場 という現実的な実体 があ らわれ て

いる とみ る ことがで きる。

つ ま り前章 ソフ トウェア市場 の特性でみて きたよ うに現状 における自社開発形態への偏重(1637

件)将 来 における共同開発形態 への移行(伸 び率124)と りわ け ソフトウェア会 社 に対 する伸 び

率(225)の 高 さ を指適で きるわ けであ るが,以 下この ようなメカニズムについて年 間経費別,

外 部委託 の意思別 にみることによってその特 性 を検討 してゆ こ う。

〈第6.3-2図 〉 〈第6.3-3図 〉 はそ れぞれ年 間経費5億 円以上のユーザー(18社)と5億

円以下 のユーザー(305社)の チャー トであ る。
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〈第6.3-2図 〉 外部委託のメカニズム ー 年間経費5億 円以上
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〈第6.3-3図 〉 外部 委託 のメカニズム ー 年間経費5億 円未満
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5億 円 以下 のユ ーザ ーは上 に述べた全体 のパターン とほぼ 同一 であ るので説 明 を省略す るとし

て5億 円以上 のユーザにつ いてみ てみると,第一 に委託 に対する価値観 にお いて委託型のユーザー

が71.5%と 非 常 に多 く従って委託先の評価 が よい一45.5%,ソ フ トウェア会社 をできるだけ活用

する 一81.89・ と全般的 にみて外 部機関の必要性 をか な り強 く認識 しているか といえる。

ただ,共 同開発あ るいは委託 開発に対 する動 きは件数 か らみ る とあまり多 くはない。 しか しな

が ら5億 円以上のユーザー18社 で一般 ユ ーザー305社 の外部委託費 を上まわって しまうことか ら

もみ て,こ れ らに対 しては1件 当 りの金額 つ ま り委託業務 の規模 の大 き さの面 を考慮すべきだ

と思われ る。

また委託経験について も約3割 が実際に業務単位 での開発 を委 託 しているが,他 方問題 点 とし

ては委託先の技術水準の向上,料 金体系 の明確化 を要求 する声 が強 い。

大手 ユーザ ーは一般 に要 員の数 も多いため相当程度 を自社要員で供給 しているよ うであるが,

特 に委託 に対 しメ ンテナ ンス を重視 している点が注 目される。

次 に外部委託 に対す る価値観つ ま り外部委託の意 思の有無別 にっ いてみてみ よ う。

〈第6.3-4図 〉 は委託型(〔 出社)の く第6.3-5図 〉 は潜在型(98社)の 〈第6.3-6

図 〉 は自社型(95社)の それぞれの委託 のメカニズムを示 している。

■

●

～
の

吟
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〈第6.3-4図 〉 外部委託の メカニズム ー 外部委託 の意思有
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〈第6.3-5図 〉 外部委託の メカニズム ー 将来 は外部に委託
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〈第6.3-6図 〉 外廓 委託 の メカニ ズム ー 外部委託 は しない
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まず業務開 発のモチベ ーシ ョンや ニーズの吸収形態 に関 してはいずれの タイプでもあまり変 り

はみ られない。

しか しなが ら委託先へ の評価や ソフ トウェア会社 への考 え方あるいはまた委託経験 の有無につ

いては各 々非常 に異 なった様相 を示 してお り,そ れ らについて下表 によってみ る と

ρ

〈 第6.3-1表 〉

項 目 委託型ユーザー 潜在型ユーザー 自社型ユーザー

委託先へ の評価 一 「よい」 とした もの 54.1% 11.1% 15.0%

ソフトウェア会社への考え一 「活用する」としたもの 64.4% 58.6% 15.5%

委 託 経験 一 「有」 と した もの 61.5% 17.5% 5.3%
　

評価の悪い理由に対する1社 当たりの回答数 0.9件 0.5件 0.2件

委託 しない理由に対する1社 当た りの回答数 0.5件 0.2件 0.06件

委託先へ の評価,ソ フ トウ ェア会社へ の考 え,委 託経験いずれにお いて も委託型 ユーザ ーが他

の タイプに比べ てはるかに好意的 な評価 を示 して いることがよくわかる。

ここで留意す る点 は,(面 接 調査で も しば しば話題 にのぼ った ことがあるが)外 部機関 を利用

した結果 が必 らず しも全て成功 しているものでないにも拘 らずその ような失敗 例がそのまま外部

委託 の中止 にはつなが ってゆかないとい うこと,む しろそのよ うな事例 を反省材料 と してよ り有

益な利用形態 のあ り方 を見出 してゆこ うとするユーザ ーの姿勢であ り,こ れ は上表の委託経験の

有無 と委託 先への評価 には っき りと した相関関係 をみれる ことからも明 らか であ る。

ところで評価 の悪 い理 由あ るいは委託 しない理 由については,い ずれ もあま り大 きな差 はみ ら

れな いが,上 表 のよ うにこれ を1社 当 りの回答件数 でみてみる と自社型 ユ ーザーにな る と極端 に

少な くな り,こ のこ とか らも委託の経験 をもたない こと自体が,委 託その ものに否定的になって

いる とい ういわゆる 「くわず ぎ らい」 の状況が よく示 されている とい えよ う。

この ように委託型,潜 在型,自 社型 ユ ーザーの どれに属す るかに よって外部委託 のメカニズ ム

は相当顕著 な違 いを示 す。 これ らを含 めて全体 としてのメカニズムをそ のポイ ントを明確 にす る

意味でく第6.3-2表 〉 に整理 してみ よう。

今回の調査 ではできる限 り多面的 に委託の プロセ スをとらえよ うと試みたが,こ れ とて もまだ

現実の ソフ トウェア市場の動態 を拡張す るにはやは り一面的表面的 のそ し りをまぬがれない。

しか しなが ら,ま た ソ フ トウェア市場 のこれか らのあ りかた を考 えてゆ く上 でさまざまな問題

点 をこれ ら一連の メカ ニズムが示 唆 している とい うことも一 面の事実 といえよ う。

タ

β

一118一
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〈第6.3-2表 〉 外部委託のメカニズムの総括

◎全体を通 じていえる傾向

○業務開発のモチベーション

○ニーズの吸収

○委託先の暫定基準

○価格算定基準

○委託先決定部門

○委託先に対する要望

◎年間経費5億 円以上のユー

ザー

◎外部委託の意思の有無による

特 徴 委 託型 ユ ーザ ー

潜在 型 ユ ーザ ー

自社型 ユ ーザ ー・・

個別 的 な特 徴

8割 が社内的に発生。

過半数はその都度必要部署との合議によって

技術的な基準が6割,政 策的な基準が3割 。

ステップ方式が3割 次いで量用効果方式。

半数はコンピュータ部門,但 しトップ 個別業務部門も。

料金体系の明確化業務知識の確保

委託費が高くつく。

メンテナンス体制の重視

自社要員で十分で委託費が高くつく

委託への価値観}が 全般的に好意的-

委託先に対する態度

委託件数よりも委託規模

ソ フ トウ ェア会 社 に対 して 委 託経 験

良 好意 的 有

恩 好 意的 や や有

・悪 非 好 意的 ・無

委託 型 ユー ザー

マ ンパ ワー リース 多 い

ソフ トウェア会 社 に対 しパ ッケ ージの開 発 を期待

潜 在 型 ユ ーザ ー

委託 先 に対 し業務 知 識 面 で の不安 委 託経 費 に対 す

る不 信感

費 用効 果的 な評価 主 義 に期 待

自社型 ユ ーザ ー

委 託先 に対 し委 託 経験 も な くそ れが 原因 で 心理 的評

価 も極 め て悪 い

ソフ トウ ェア会 社 に対 しソ フ トウェ ア に関 す る全 般

的 な知識,情 報 の提 供 を期待

*付 表*

以 下の付表は前掲 のチ ャー トを作成 する集計表 であ る。

表 中 「5～ 」,「 ～5」 とあるのは,各 々年間経費5億 円以 下 を示す。

lyes」,「fut」,[no」 とあるの は,各 々外部委託 の意思の あるもの,将 来 は外部委託 を考 え

る もの,現 在 今后 とも外部委託 は しない もの を示 す。

表中の数値 は,左 側 が回答件数 を,ま た右側は合計 に対する構 成比 を示 している。

尚,合 計 の値 は質問 によって まちまちだが,こ れは回答 者の意 見をよ り明確 にするため無回答

を差 し引いて いるか らで あ り,合 計 か354(全 サ ンプル数)を こえるもの は二 つ以上の項 目に回

答 を要求 しているか らであ る。

-119 一



〈付6'3-1'表 〉 業務 開 発 のモ チ ベー シ ョン

㎡ 全 ・体 5～ 、5 YES FUT NO

社内発生的 に

メーカーの指導の下に

ソフトウェア会社の指導の下に

外部機関の指導の下に

その他

110

9

1

6

5

84.0

6.9

0.8

」4
.6

3.8

8

0

1

1

0

80.0

0

10.0-

10.0

0

96

8

0

5

4

85.0

7.1

0

4.4

3.5

42

4

1

4

3

77.8

7.4

1.9

7.4

5.5

47

4

、0

2

1

87.0

7.4

0

3.8

L9

15

1

0

0

1

88.2

5.9

0

0

5.9

ト

合 計 131 100.0 10 100.0 113 100.0 54 100.0 54 100.0 17 100.0

,

〈付6、3-2表 〉 ニ ー ズ の吸 収

全 体 5～ ～5 Y¢S FUT NO

周期 的 な二一ズサ『ベイ 30 7.2 5 19.2 21 5.9 10 12.4 7 6.0 7 6.4

委 員会的な合議制度 90 2L7 10 38.5 73 20.4 18 22.2 .27 23.1 19 17.4

定期的 な全体会議 14 3.4 0 0 14 3.9 1 L2 4 3.4 3 2.8

その都度 272 65.3 11 42.3 242 67.8 49 60.5 79 67.5 78 71.6

その他 8 1.9 0 0 7 2.0 3 3.7 0 0 2 1.8

合 計 414 100.0 26 100.0 357 100.0 81 100.0 117 100.0 109 100.0

〈付6.3-3表 〉 外 部 委託 の 意思

全 体 5～ ～5

委託 に積極的

自社 との共同開発

今后は委託の予定

外部委託は しない

12

53

98

95

4.7

20.5

38.0

36.8

1

7

4

1

7.7

53.8

30.8

7.7

10

41

91

86

4.4

18.0

39.9

37.7

合 計 258 100.0 13 100.0 228 100.0

〈付6.3-4表 〉 委 託 先 の選 定 基準

全 体 5、 ～5 YES FUT NO

技術的 な基準

価格的 な基厘

政 策的 な基準

その他

78

13

35

3

60.4

10.0

27.1

2.5

7

1

2

0

70.O

lO.0

20.O

o

67

12

30

2

60.4

1G.8

27.O

L18

33

7

13

1

61.1`

13.0

24.1

L9

32

4

14

2

61.5

7.7

26.9

3.9

10

|

5

0

63.0

6.3

30.7

n

合 計 129 100.0 10 100.0 i川 10G.o …54
L

100.0 52 100.0 16 100.0

■

辱
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〈付6・3-5表 〉'価 格算定方式

全 体 5・ ～
～5 YES FUT NO

見積 ス テ ップx単 価

過 去の類 似 ソフトと比 較

費用 効 果 に よ る算 定

マ ン パ ワ ー リース

そ の他

35

12

32

24

13

30.2

10.3

27.6

20.7

1L2

5

0

3

2

0

50.0

0

30.0

20.0

0

28

】1

27

20 ,

12

28.6

11.2

27.6

20.4

12.2

19』

4

9

11

8

37.3

7.8

17.6

21.6

15.7

9

7

17

7

3

20.9

.16.3

39.5

16.3

7.0

5

1

5

5

1

29.4

5.9

29.4

29.4

5.9

合 計 116 100.0 10 100.0 98 100.0 51 100.0 43 100.0 17 100.0

〈付6.3-6表 〉 外 部 委託 の プ ロ ジ ェク トの 決定 部 門

全 体 5～
～5 YES FUT NO

`

トップ マ ネ ジ メン ト

企 画 部 門

新 規 プロジェク ト相 当部長

コ ンピュー タ部 門 長 ・

個 別業 務 部 門 長

そ の 他

25

8

8

90

33

17

13.8

4」4

4.4

49.7

18.2

9.4

2

1

1

9

4

0

11.8

5.9

5.9

52.9

23.5

n

23

5

6

77

29

16

14.7

3.2

3.8

49.4

18.6

10.3

9

0

3

25

12

6

16.4

0

5.5

45.5

21.8

10.9

7

1

4

34

12

5

11.1

1.6

6.3

54.0

19.0

7.9

6

2

0

18

7

4

16.2

5.4

0

48.6

18`9

10.8

合 計 181 100.0 17 100.0 156 100.0 55 100.0 63 100.0 37 100.0

〈付6.3-7表 〉 委 託 先 の評 価

全 体 5～
～5 YES FUT NO

よい まず まず で ある

何 と もい え な い

あ ま りよ くな い,悪 い

42

59

35

30.8

43.4

25.7

5

3

3

45.5

27.3

27.3

33

53

28

28.9

46.5

24.6

33

16

.12.

54.1

26.2

19.7

5

29

11

11.1

64.4

24.4

3

11

6

15.0

55.0

33.0

合 計 136 100.0 11 100.0 114 100.0 61 100.0 45 100.0 20 100.0

〈付6.3-8表 〉 委 託 先 の 評価 が よ くない理 由

全 体 5～
～5 YES FUT NO

委託先の技術未熟 17 23.3 4 33.3 11 2L2 8 22.9 5 2L7 1 16.7
・

対 象業務の知識不足 23 31.5 3 25.0 18 34.6 9 25.7 8' 34.8 2 33.3

作 業体制 の不十分 8 1LO 1 8.3 6 ll.5 4 11.4 2 8.7 2 33.3

仕様書 の未整備 9 12.3 1 8.3 5 9.6 4 11.4 3 12.0 0 0

、

メンテナンス の 未 確認 9 12.3 2 16.7 6 11.5 7 20.0 1 4.3 1 16.7

納期変更時の取扱 い 1 1.4 0 0 1 1.9 1 2.9 0 0 0
'0

開発途上のノウハウの取扱い 5 6.8 1 8.3 4 7.7 2 5.7 3 12.0 0 0

社内秘密の ろうえい 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

そ の他 1 1.3
』0

0 1 L9 0 0 1 4.3 0 0

合 計 73 100.0 12 100.0 52 100.0 35 100.0 23 100.0 6 100.0

●
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〈付6.3-9表 〉 ソフ トウェ ア会 社に 対 す る考 え

全 体 5～ ～5 YES FUT NO

積極的 に活用す る 』 11 3.8 0 0 10 3.9 7 1L9 4 4.6 0 0

できるだけ活用す る 112 39.0 9 8L8 100 39.4 31 52.5 47 54.0 13 15.5

何 ともいえない 88 30.7 0 0 78 30.7 16 27.1 27 31.0 32 38.1

活用する意思は ない 76 26.5 2 10.2 66 26.0 5 8.5 9 10.3 39 46.4

合 計
`287

100.0 11 100.0 254 100.0 59 100.0 87 【00.0 84 100.0

〈付6:3-10表 〉 ソ フ トウ ェア会 社へ の 要 望

全 体 5～ ～5 YES FUT NO

.
標準料金の明確化 165 29.6 8 25.0 143 29.5 41 28.3 58 31.2 39 28.0

メンテナンス基準の明確化 50 9.0 1 3.1 46 9.5 14 9.7 20 10.9 13 9.4

作業方式の確立 22 4.0 3 9.4 17 3.5 7 4.8 5 2.7 5 3.6

トキュメントの標 準 化 41 7.4 1 3.1 37 7.6 13 8.9 13 7.1 9 6.5

営業 目録の明確化 52 9.3 2 6.3 47 9.7 7 4.8 17 9.3 20 14.4

要員の質 の向上 82 14.7 6 18.8 70 14.5 24 16.6 26 14.2 20 14.4

要員の ランクづけ 32 5.7 3 9.4 26 5.4 8 5.5 9 4.9 7 5.0

納期 の厳守 39 7.0 4 12.5 34 7.0 14 9.7 10 5.5 8 5.8

秘密の保持 74 13.3 4 12.5 64 13.2 17 11.7 25 13.7 18 12.9

合 計. 557 100.0 32 100.0 484 100.0 145 100.0 183 100.0 139 100.0

呼

レ

〈付6.3-11表 〉 外部 機 関の 利 用形 態

」 全 体 5～ 5～ ・ YES FUT
NO

パ ッケ ー ジの 購 入

コ ン ピュ ー タ教 育

ファシリティマネジメン ト

出版 その他情 報提供

69

44

18

82

32.4

20.7

8.4

38.5

7

]

1

2

63.6

9.1

9.1

18.2

59

40

17

73

31.2

21.2

9.0
'

38.6

22

14

4,

14

40.7

25.9

7.4

25.9

39

18

10

22

43.8

20.2

11.2

24.7

7

12

1

29

14.3

24.5

2.0

59.2

合 計 213 100.0 11 100.0 189 100.0 54 100.0 89 100.0 49 100.0

〈付6.3-12、 表 〉 外 部 非委 託 の要 因

全 体 5く ～5 YES FIJT N(＼

自社要員で十分 100 23.5 6 31.6 85 22.6 24 24.0 34 20.0 33 27.3

対象業務が専 門的 71 16.7 3 15.8 64 】7.0 19 19.0 26 15.3 21 18.2

外部機関の実態が不明 42 9.9 1 5.3' 36 9.6 5 5.0 23 13.5 11 9.1

委託 費が高い 92 21.6 ] 5.3 86 22.9 24 24.0 39 22.9 25 20.6

機密 保持 43 10.1 1 5.3 39 10.4 9 9.0 20 11.8 8 6.6

技術的 に信用で きない 11 2.6 2 10.5 9 2.4 3 3.0 6 3.5 2 L6

メ ンテ ナ ン ス 56 13.2 3 15.8 49 13.0 11 1LO 21 13.3 20 16.5

その他 10 2.4' 2 10.5 8 2.1 5 5.0 1 0.6 1 0.8

合 計 425 100.0 19 100.0 376 100.0 100 100.0 170 100.0 121 100.0

、

`
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7.ソ フ トウ ェア市場 の動 向

略

本章 においては,多 面的 かつ動態的 な ソフ トウ ェア市場 の立体像 を把 えるた めに,5章 の ソフ

トウェア市場 の特性,6章 外 部委託 の メカニズムで,各 問題別 の分析 に利 用 したデー タをソフ ト

ゥ。ア市場 とい 胤 点 か ら統 合す ることに よ・て・搬 の ・・ トウ ーア錫 の全体構造 とその問

題点 の明確化 を図 る・とを醐 としてい る.そ ・で身 ・1で は・ … ウーア楊 の今後 の需

要構造 とそれ に関連す る顧客構造 を把 える と共に,今 後有望 とみ られる ソフ トウ ェア ・サー ビス

の領域 を明確化す る。

7.1こ れ か らの ソフ トウェア市場 一一 ソフ トウ;ア 産業 とソフ トウェア ・サー ビス

Zl.1ソ フ トウェア産業 の成長性

第71-1図 は,ソ フ トウ ェア産業 の成長性についての,大 手 コンピュータ ・ユーザー(コ ンビ

★ 〈第7.1-1図 〉 ソフ トウェア産業の成長性

① 非常に有望である
`

② 有望である

③ 平均的産業成長率

④ 悲観的である

0 10 20 30

件数
40

ユータ部門)の 意見 であるが9割 以上が②有望① 非常に有望 とみ てい る。 そ して その成長の時

期 については第71-2図 で み る通 り,70年 代 中半 か ら70年 代後半 とにみてお り,そ れ故 に,ソ

■

▼

フ トウェア会社の成長性 は中長期的 にみて有望 である としている。

更 に,今 後 ソフ トウ ェア会社 の利用 に対 しては,で きるだけ活 用 してい く方針 である として

いる。 このよ うに,大 手コーザにおいては ソフ トウェア産業 に対 す る認識 も深 く今後 よ り一 層の

積極的 な利用 が展開 される もの と考 えられる。

そ して ユーザの求 めてい るサ ービスは,決 して安価な粗悪品で はな く,高 度 な技 術力 に裏付け

られたユニークなサー ビスであって,効 果 あ るものであればそれな りの代価 を支払 う覚悟は して

いる とい うこ とである。次 の第7.1-3図 は,1975年 時 点での ソフ トウェア価値 に対す る大手 ユ
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★ 〈第7.1-2図 〉 ソフ トウェア会社(産 業)の 成長時期

①

②

③

へ4
ざ

70年 代 前半

(71～73)

70年 代 中半

(74～76)

70年 代後 半

(77～80)

80年 以 降

2

21

●

13

●

1

0 10 20 30

件数
40

一ザの考 えであるが
,評 価主義 がかな り'社会的 に認 め られるだ ろ うとみているこ とがわかる。従

って今後2～3年 の間 には,ソ フ トウ=ア 市場 において現在 のマ ンパワー リースを主体 とする単

なるコーデ ・ングベースのサ ービス体制か らより高度 なよ り専門的な技術 を必要 とする,謂 ゆる

★ 〈第7.1-3図>1975年 時 点におけ るソフ トウェア価値

① ソフトウエアの価値が社会的に認められ

ている

② 現在より認められて
いる

③ 原価方式をベースとした現行
の価格算定

方式が中心

10 20 30

件数

40

ブレー ン ・パ ワーサ ー ビスが期待 され るもの と考 えられ るもの と思 われ る。 その時 ソフ トウェア

会社に必要 なものは,よ り高度なよ り付加価値 の高いサ ービス を創造す る能 力である。そ してそ

れは マーケテ ィングカ,発 想 力,技 術力 をシステム化 した綜合的 な組織力によるもの とみ られる。・

7.1.2ソ フ トウェア会社のサー ビス内容

右の第7.1-4図 は,ユ ーザにおける外部委託費 の現状 を示 した ものであるが,ソ フ トウェア会

社 のサ ービス領域 としては,プ ログラ ミとグ教育、 マンパワー リース,保守サ ービス,『 調査 のコン

サルテー ション〉システ ム分析/シ ステ ム設計があげ られる。

この図 による と,こ れ らのサー ビスは,約4割 を占めている。 しか し現在 ソフ トウェア産業 の

サー ビス内容を表わす明確な定義 や概念は,ほ とん どない状態 なので,こ こでは ソフ トウェア産業

のサ ービス内容 を便宜上第71-5図 の よ うな概念構成で もって理解する ことにす る。 この図は

、

●
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〈 第7.1-4図 〉

そ の他'

.U.2)

外 部 委 託 費 の 内 訳 ・

調査,コ ンサルテ ー シ ョン

(2.0)

システム分 析設計

鍵!猟
8.3

ソ フ ト ウ ェ ア 関 係 費キ ーパ ンチ

36.6

〈第7:'1-5図 〉 情報 産業の概舗 成因

ソ フ ト ウ ェ ア 市 場

く情報処理 プ ロセス〉

圏 一⑳ 一
〈 サ ー ビ ス フ ロ ー 〉

調 査 →
コ ンヴフレテ ー シ ョン

フ ロ グ ラ ミ ン グ

劉 一

一囲 一間

プ ロ グ ラ ミ ン グ
ン
ヨ
奪嬬

メ

ナ

〈情報産業 と多角化の方向〉

国

ンンクタ ンク

システム開発会社
計算 セ ンター

/ノ

リサ ー チ 会 社 一

コ ン サ ル タ ン ●一 団

ト会 社

/ 、

〉

巨

囎

〉造構業産く

ソフ トウェア会社=情 報提供 サー ヒス

シス テム ・ア ナ リス ト(SE)

リサ ーチャ.プ ランナー

← プ ロ グ ラ マ ー ← オ ペ レ ー タ ー

0

構造〉 知識集約 鴫o 一労働集約

て

‡
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情報処理 プ ロセスに沿って,そ れぞれに対応 するサ ー ビスが位置づけ られてお りそれ らのサー ビ

ス を担 う各種の情報 産業 がその下に位置 づけ られている。これよ り,計 算 セ ンターと ソフ トウェア

産業間のサ ー ビス領域 の流動化現 象な どがよ く理解で き
.る。 これに よる とソフ トウェア会社 のサ

ー ビス内容は プログラ ミングを中心 として隣 接サ ー ビス領域 に拡大 している状態 にある ことがわ

かる。今後 ともサー ビス内容は流動化す るものと予想 される。

第71-6A図 は大手 ユーザの ソフ トウェア会社 に期待 す るサー ビス分野 を示 した ものである。

これに よると,汎 用 プ ログラムパ ッケージが,一 番期待 されてい るこ とにな る。 その他 ではやは

り,プ ログラ ミング ・マ ンパ ワー リースが今後 とも期待 されるサー ビスである。

7.1J3汎 用 プログラム ・パ ッケージ

第71-6A図 の汎用 プログラムパ ッケー ジに期待する と答 えたユーザに対 してその期待 する

分野 をみ たのが第71-6B図 で ある。

★ 〈第7.1-6A図 〉 今後 ソフ トウェア会社 に期待 するサー ビス

●

■

① 調…敵 コPtル7ー シ。ン'

② システム分析/設 計 ・

③ プ ・グ ラ ミング

④ コンパ ージ 。ン

⑤ マ ンパ ワー リース

⑥ ファシリティ・マネジメント

⑦EDP教 育

⑧ 汎用カ グラムノ㍉ケージ

⑨ そ の 他

0 10 20 30 40

件数
,

句
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★ 〈 第7.1-6B図 〉

① 言語 プ ・セ 。サ

② ユティリティ.プ ・グラム

(含IR/FMS/グ ラフィ・ク)

③ 事務処理 プ ・グラム

④ 経 営科学 プ ・グ ラム

⑤ 技 術計 算 プ ・グ ラム

⑥ コア リ 。ン.フ㌔グラム

⑦ そ の 他

汎用プログラムパッケ」ジにおいてソフ トウェア会社
に期待する分野

件数

これによる とユーテ ・リテ・ ・カ グラムが庄倒的 であ ・
.そ の他では経営科学 プ ・グ・・の

4件 が続 いている。 また この場 合 ユ ーテ ィ リティ ・プログラムの中にIR・ フ
ァイルマ ラジメ

'/一トグラフ
・ ・ク等 を含 めている ことを考慮する必要 があ る.さ て この次 の第71-7図 は 同様

に大手 ユーザの汎 用 プログラムパ ッケージの今後の市場性 に対す る意見 である
。

★ 〈第7.1-7図 〉 汎用 プ ログラムパ ッケージの今後の市場性

① 非 常に 有望で あ る。

② 有望 であ るじ

③ わか らない。何 と

もい えない 。

元 あま り有 望 でない。

⑤ 悲観 的 であ る。

件 数 』
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★〈第7.1-8図 〉 今後 の汎用 プ ログラムパ ッケ ージの購入

① 大 巾にふや して ゆ
きたい。

② で きるだけふ や し
てゆ きたい。

③ 何 と もいえな い。

④ パ ッケー ジの購 入

は あ ま り考え ない。

0

13

15

11

件数
010203040

これか らも汎用 プログラム ・パ ・.ケー ジの市場性 を大手 ユーザ は相 当高 く評価 してい ることが

わかる。

また第7.1-8図 は同様 に大手 ユーザ に対 して購入者の立場 か ら汎 用プ ログラム ・パ ッケージ

について答 えて もらった ものである。 これに よる と何 ともい えない(15件)と い うのが一番多 く,

で きる だけふ や して 行 きたい と している所 も13件 あ る。 しか しパ ッ.ケー ジを有望 と しなが らパ

ッケージの購入は あま り考 えない とするユーザーが11件 あ り,こ れはパ ッケージの購入の主体 が

中小 ユーザである と考 えてい るこ とに起因するもの とみ られる。'

殊 に,大 手ユ ーザは要 員,経 費面 とも充分であ り,し か も組織 が巨大 で社 内システ ムが複雑 な

ため汎 用プログラムの適 用が相当程度制約 され るこ とによるもの と思われる。特 に,ア プ リケー

シ。ン分野 では実務知識,社 内事情 のために,大 手 ユーザで は汎用 アプ リケーシ ョ・ンパ ッケー ジ

は,余 程ユ ニークな もの以外 はその適 用が担当困難にな って くるもの と思われる。 しか し,反 対

に中小ユ ーザの場合 は,コ ンピュータ要 員,資 金 いずれにおいても,今 後伸びが予想 される情報 処

理 ニーズに対応 するだけの自社開発力 を維持 することは難 しい と予想 される。 しか し,組 織が比

較的 柔軟性に富 んでいる ことか ら比較的安価で効率的 な汎用 アプ リケー シ。ンプログラムが市場

に出回れば,中 小 コンピュータ ・ユーザは,'有 望 な顧客 になるもの と予想 される。

勿論 今後急激な伸びが予想される情報処理ニーズの中で終身雇用体制 との関係や,専 門職 と

してのコンピュータ要員の問題 とい った労務諸問題 の顕在化 を想定すれば,大 手 ユーザの外部機

関の利用や,汎 用 プ ログラムパ ッケージ利 用の機会は増大 する もの と思われ る。 その時,大 手ユ

ーザに対 しては高度 な技術 力 とそのユ ニークなサ ービス を提供 す ることが必要である。 また ユー

ティ リテ ィ ・プ・グラム,経 営科学 プ ログラムなどの分野 の汎 用 プ・グラムパ ッケー ジ,更 には ピ

ーク時 におけ る大量 のマ ンパワー リー スな どが大規模 なマーケ ッ トに成長する もの と思われる。

この ような可能性 を持 つ マーケッ トが顕在化するか否 かはひ とえに ソフ トウェア産業側 の今後

のマーケテ ィング活動,技 術力の向上 といった経営努 力にかか ってい るとい える。
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特 にこれまであ ま リマーケテ ィング活動 を重視 して来 なかった我国の ソフ トウェア産 業は,パ

ッケージの販売方法,セ ール ス体 制,契 約方式等の問題 を山積み している状態 であ って,今 後

大 きな可能性 を 有する市場 を顕在化 させ るためには相当の経営努力が必要で ある とい える。

さて・第7・1-9図 で あるが第7・1
.-6図 の 質問の期待す るサ ービスとは少 し勧 とは少 し観点

を変 えて,一 般的 に汎用 プ ログラムパ ッケージの有望 な分野 を大手ユーザに尋 ねた もの である。・

唱

`こ の場 合 も
,や は り,ユ ーテ ィ リテ ィプ ログラム と経営科 学プ ログラムそれ に社会 開発プ ログ

ラムが有望であ るとしてい る。すなわ ち実務知識,社 内事情 にあまり影響 されず,し か もその処

理手順が比較的 固定化 しているものが,汎 用 プログラム ・パ ッケージとして有望 な ことにな る。

また第71-10図 は,要 員の専門分野図 ついて一般 ユーザの外部機関 に対す る期待 を示 した も

のであ る。 これ か らも,ユ ーテ ィ リテ ィ ・プログラム を中心 とする情報処理技術全般 に,外 部へ

の期待が集中 してお りその他では計量経済学,数 理 計画法,シ ミュレーシ ョンと云 った経営科学

分野 に入 るものが多い とい える。 これ を第7.1-11図 でみ ると今后の適用業 務高度化 の代表的手

法が,数 理 計画法,シ ミュ レーシ ョン,リ アル タル ・デ「タ処理,フ ァイルマ ネジ メン ト,1R

等 で あ ることがわか り,第7.1-10図 と併 せて考 える とコ ンピュータ利用高度化 の促進 の一環 と

して外部機関 に専 門的 な技術 を期待 している ことがわかる。

★ 〈第7.1--9図 〉 ソフ トウ ェア会社 として特に有望な

ソフ トウ ェア開発分野

●

① 制 御 プ ・ グ ラ ム

② 通信 制御 プ ログラ ム

③ 言 語 プ ・ セ 。 サ

④ ユーティリティプ・グラム

⑤ 事務処 理 プ ログ ラム

⑥ 経営 科学 プ ・グ ラム

⑦ 技術計 算 プ ・グラム

⑧ 社会開 発 プ ・グ ラム

⑨ コンパージョノ プロクラム

0 10 20 30 40

微
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〈第7.1-10図 〉 コンピュー タ部 門の専門分野

今后の重点
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〈第7.1-11図 〉 業務 別にみ た開発 手法 の応用

●

生 販 財 入 研 経 特
業 務 究 営. 定

開 管 業
産 売 務 事 発 理 務

点 現 今 現 今 現 今 現 今 現 今 現 今 現 今
手法 在 后 在 后 在 后 在 宿 在 后 在 后 在 后

数値解析

統計学 ご ご 珍 珍
予 測 彪
数理 計 画法

日程 計画法-∴. 珍
シ ミ'ユ レ ー シ ョ ン 匿 膨
そ の他 のOR手 法

リアル タ イム デー タ処理

フ ァイル マネ ジ メン ト

".匿
修

珍

IR

グ ラ フィックディスプレー

その他 易
彪

〈 第7.1-12図 〉 ソフ トウェア開発における現在 と今后の比率

(現在=100)
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7.1.4'今 後 の外部委託状 況予想

第71-12表 は一般 ユ ーザ354社 に 対 して ソフ トウェア開発 にお ける現在 と今后の比率 を示 し

た ものであるが,共 同開発な どでも ソフ トウェア会社 との共同開発 が驚 くべ き伸び率 を示 してい

る。 自社開発が721と な っ てい る こ とか ら,回 答上 のバイアスを考慮 する と,ソ フ トウェア会

社 との共 同開発 は今後大巾 に伸びるもの と予想 される。中で もサー ビスプログラム(ユ ーティ リ

ィテ ィプログラムな ど)最 大の伸びを示す もの と思われる。 この図 より,今 後,ユ ーザか らの外

部委託は,現 在 の メーカ主体か ら徐 々に ソフ トウェア会社主体 の共 同開発形態に移 行する ことが

予想され る。

そ して,大 手 ユーザについて運用経費 か ら,1975年 の外部委託状態 の予想 を見れば次の第71

-13図 の通 りである。

★〈第7.1-13図>1975年 時点で のコンピュータ運 用経費(現 在経費 に対す る伸び率)

① 総経費の伸び

② 機器関連費の伸び

③ 人件費の伸び

④ 外部委託費の伸び

4.0
倍率

これによる と,総 経費 の伸び が現在の26倍,機 器関連費の伸びが2.3倍,人 件費 の伸びが2.1倍,

外 部委託費の伸びが28倍 となっていて外部委託 費の伸 びが最 も大 きい ことがわかる。

また第71-14図 は,大 手 ユ]ザ におけ る1975年 コ ンピュータ利用規模予 想である。要員数 は

2倍,業 務処理量は3倍,外 部委託費は2倍,ソ フ トウェア関 係の委託費は2倍,運 用経費 は2

倍 の意見の集約度の高い第1グ ループ と,5倍 を中心 に した第2グ ループと,10倍 を中心 に した

第3グ ループに分かれぞいる。

そ して,量 的 には,第1グ ループに属す る意見 が最 も多 く,以 下,第2グ ループ,第3グ ルー

プの順である。

この第1グ ループをみ ると,3倍 の業務処理量に対 して,要 員数,運 用経費,外 部委託 費は各

2倍 である。 この グループは業務 内容 が高度化 し複雑 化する中 でコンピュ』一 タ部門 の生産性 を相

当向上 させなければ な らない とい える。勿論,大 型機,新 型機 によるパ フォーマ ンスの向上 とい

うことが期待 で きるが,そ れに して も慢性的 な要員不足である状態の中で 目標 を達成 することは

相当困難 が予想 される。
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また,5倍,10倍 の グル ープは,外 部委託 費 も5倍10倍 を予想 してい ることがわ かる。 また運

用経費 に関連 しては コ ンビ冗一 タ関連投資に当 って採算性優先型,ニ ーズ優先型 の二大傾 向があ

ることを指摘 してお く。土 記第1グ ル ープは どち らか とい えば採算性型,第2,3グ ル ー プは 二

t,

一ズ優先型 に相当する もの とみ られ る
。

★<第7.1-14図>1975年 時 点でのコン ピュー タ利用 規模予想(現 在に対す る割合)
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100.0

倍率

7.1.5価 格 分離 とメーカ ・サー ビス

価格分離の影響 に対 す る大手ユ ーザの予想は第71-15A図 の 通 りである。全体的 にみ ていず

れも経費増加 につながる とい う意見 が多いが システ ム ・エ ンジニアリング ・サー ビスの有償化 に
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、★ 〈7.1-15A図 〉 価格分離の影響予想

① ソフ トウエアの提 供 ',
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★ 〈第7.1--15B図 〉 ソフ トウ エア提供 の有償化に対す る考 え(価 格分離)

① 要 員の拡充強 化
(含 オープン・プログラマ)

② 汎 用 プ・グラム・・㍉ ケ
ー ジに期 待

③ 外部機関の利用

④ 目的に応 じコンピュータ・
メーカ外部 機関社内要 員

め活用 〉.

⑤ そ の 他

0 10 20 30 40

件数

■

対 しては,要 員増加に もつ なが ると している。

また価格分離 が直接外部機関 の利用増加につながる とする ものは少な く,こ れは現在一部実施

の価格分離が,従 来 の メーカ無償 サー ビスの即有償化 ではな く,ほ とん ど従来通 りのサ ー ビスが

無償 で行 なわ れている現状が影響 している と思 える。 しか し,今 後価格分離が進行 するに従 って

外部機関利用 の機会が増加 する傾向 にあ るもの とみ られる。〈第7.1-15B図 〉

次のrg7.1-16図 は現 在のメーカ提供 プログラムに対する大手 ユーザの評価 である。これによ
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★ 〈第7、1-16図 〉 メーカ提供プ ログラムの評価

'① 制 御 プ
・ グ ラ ム

② 通信 制御 プ ログラ ム

③ 言 語 プ ・ セ 。 サ

④ ユティリ九.プ ログラム

⑤ 事務処理 プ ・グラム

⑥ 経 営科学 プ ・ンラム

⑦ 技 術計算 プ ・グ ラム

⑧ コンん ジ。ン.プ・グ ム

未 整備(ラ イブラリー)

品 質上に問 題

件 数
10203040

る と未整備な プログラムとしては,事 務処理 プ ログラム,ユ ティ リテ ィ ・プログラム,経 営科学

プログラムが あげ られ,品 質上に問題 のあるプ ・グラムとしては,制 御 プログラム があげ られて

いる。一般的 に言 って メーカプ ログラム}こ品質上の問題 があるよ りプログラムが未整備の状態 に

ある と してい る。

これに関連 して第71-17図 は大手ユ ーザの 自社開発 の理 由であるが,第1に 社 内事情(シ ス

テ ム化,合 理化,標 準化の遅れ)に よる汎用 プログラムの適用不 可を上げて いるが,メ ーカプ ロ

グラムが不充分 である としてい る。 次いで質量 ともに充分な汎 用 プログラムがない とい うプ ログ

ラム流通 問題 をあげてい る。

従 って今後 の プログラムパ ッケージの市場 は,ユ ーザのシステ ム化,合 理化,標 準化 の推進 い

かん が最大の問題 である とい えるが,特 にこのシステ ム化,合 理 化,標 準化 の遅 れは コンピュー

タ利用の高度化の進展 に とって最大 の阻害要因 となるもので,今 後のわが国の情報 化促 進の上で
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大 きな問題点である とい えよう。

★ 〈第7.1-17図 〉 自社開発の理由

① メ ー カ ーの プ ロ グ ラ ム
ラ イブ ラ リーが 不 充 分

② プ ログ ラム流 通 市場
が確立 していないから

③ 社内事情により汎用プログラム
が適用不可(葡勘 理形態)

④ 労務対策上の方針として
自 社 開 発 を行 な う

信 質 量 と もに 充 分 な 汎 用
フ'ログ ラ ムが な い か ら
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7.2ソ フ トウェア市場の創造 の方向

ソフ トウェア市場創造 のためには ソフ トウェ層ア市場 を取 り巻 く諸側面 か らの継続的 な努 力 と共

・に,そ れ ら努力の有機的 な結合 に よる トータルな展開が必要であ る。

ここでは,・ソフ トウェア市場創造 を第7.2-1図 の ような概念構成 として把 えそれぞれの側面

における ソフ トウェア市場創造 の方 向を検討 する。

〈第7.2-1図 〉 ソフ トウェア市場概 念図
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ま ず,7.21で は ソ フ ト ウ ェ ア 産 業 全 体 のleク ロ的 な 見 地 か ら の ソ フ トウ ェ ア 市 場 創 造 に つ い

て の 方 策 を検 討 し,7.22で は ソ フ ト ウ ェ ア 会 社 の 今 後 の あ り方 に つ い て 検 討 す る 。 更 に723

で,顧 客 で あ る ユ ー ザ の 市 場 か ら観 た ソ フ トウ ェ ア 市 場 創 造 の あ り方 を 検 討 す る 。

尚,こ の 章 は ア ン ケ ー ト(X)(X')(Z)結 果 を参 考 に して 行 な わ れ たイ ン タ ビ ュ ー 調 査(ソ フ ト

ウ ェ ア業 界 側)の 結 果 を 中 心 に ま と め た の で あ る。

7.2.1ソ フ トウェア産業全体 から観 た ソフ トウェア市場 創造の方向

マ クP的 アプローチ ー

(1)ソ フ トウエア会社の知名度

第7.2-1表 は ソフ トウェア産業振興協会加盟全40社 の知名度であ る。回答社数 は354社 ・平

均知名率は17.7%で あった。 また回答部門 は,コ ンピュータ部門であ り,す べて コンピュータ導 入

事業体 であ る。知名度 の高 い上位5位 までの ソフ トウェア会社 の うち,独 立系 ソフ トウェア会社

は1社 もな く,い つ れも メーカ系列 ソフ トウェア 会社 ・財閥系 シンクタ ンク ・財団社団法人 とい

〈第7.2-1表 〉 ソフ トウェア会社の知名度(順 不同)

社 名 件 数% 社 名 件 数%

ア 45 12.7 ナ 46 13.0

イ 91 25.7 二 92 26.0

ウ 226 63.8 ヌ 23 6.5

工 66 18.6 ネ 94 26.6

オ 130 36.7 ノ 27 7.6

カ 34 9.6 ノ 、 234 66.1

キ 170 48.0 ヒ 108 30.5

ク 111 31.4 フ 120 33.9

ケ 30 8.5 へ 150 42.4

コ 9 2.5 ホ 105 29.7

サ 54 15.3 マ 14 4.0

シ 16 4.5 ミ 28 7.9

ス 12 3.4 ム 17 4.8

セ 58 16.4 メ 85 24.0

ソ 4 1.1 モ 9 2.5

タ 58 16.4 ヤ 25 7.i

チ 10 2.8 ユ 6 1.7

ツ 51 14.4 ヨ 8 2.3

テ 28 7.9 ワ 7 2.0

ト 58 16.4 ヲ 49 13.8

平 均 知 名 率17,7%

外 部 委 託 の 意 思 有 倭 託 型 ユ ー ザ ー)の 知 名 率 ・・21・3%

{将 来 は 外 部 委 託(潜 在 型 ユーザ ー)の 知 名率…207%

外 部委 託 の 訳 無(自 社 型 ユーザ ー)の 知名8'"175%
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った ソフ トウェア会社であ る。従 って親会社 の知 名度や他業種 での活躍が上位5社 の知名度 に少

なか らず影響 している と考 えられる。層

更に上位10社 まで を取 り上げ てみ ても,独 立系の純 枠 ソフ トウェア会 社 と呼 ば れ る ソ フ トウ

ェア会社は2社 しかない状態 であ る。 この ことか らソフ トウェア会社 として の活躍や評判 が,正

当 に評価 された上 で知名度 を高 めてい る ソフ トウェア会社は意外 に少ない こ とがわか る。

殊に回答者 は,ソ フ トウェア会社 を最 も知 ってい ると考 え られ るユーザの コン ピュータ部門 で

あ る。従 って,今 後外部委託 の伸びが予想 される コンピュータ部門以外の業 務部門で は,知 名度

は更に低 くなる もの と考 えられる。 この よ うに ソフ トウェア会社の実態 について多 くの ユーザ が

充分 な理解 を示 してい ない現状であ る。 これは外部委託 を行な う際 に前提 とな る ソフ トウ ェア会

社 の効用 や価格 な どについて利用経験 のないユーザは,何 も知 らない状態 にある とい える。

このよ うな状態の中で は 「仕事 を出 した くとも出す相手 を知 らない」ユーザが相当数あ るもの ・

とみ られる。

しか し,こ こで問題なのは,全 体的 な知名度 の低 さであ る。 これはソフ トウェア産業 自身が充

分 ユーザに理解 されてない現状 を示 すものであると考 え られる。従 って今後, .各 ソ フ トウェア会

社 にあって は,PR等 に よって,そ の理解 の促進 をはか る必要 があ るが,消 費材 とは違 って,ソ

フ トウェア商品は どちらか といえば,産 業用資材 に近い存在である といえる。従 って,PRと い

っても,サ ービスそのもの技 術面機能面効用面におけ る説得 力あ る資料の作成等 の必要が ある こ

とか ら,現 在 の カタ ログ,パ ンフレッ ト類の内容 が実効性 の観点か ら再検 討 され る必要 はある。

企業イ メー ジに関 しては,費 用効果面か らみて,既 存 の媒体 は,今 回の知 名度 を見て もあま り効

果がある もの とは思 えず,今 後学会発表研 究会 への参加 発表 論文 報告書の発表 な ど,む しろ技

術的 側面での社 外活動 が,パ ブ リシテ ィ活動 とともに重要 にな って くるもの と思われ る。

しか も,昭 和50年(1975年)度 にユーザサイ ドの ソフ トウェア市場 は1000～1500億 円 の需要が

見込 まれる とすれば,市 場 の大 きな部分が ソフ トウェア産業の実情 をほ とん ど知 らないユ ーザ に

よって形成 されるこ とにな る。

このよ うに考 えれば,ソ フ トウェア産業 に対 する理解 を促進 することがまず第1で あ る とい え

る。 そこで業界活動が期待 される訳 であるが,具 体的 には次の ような事項 が検討 され る必要があ

る。

1)ソ7ト ウェア産業 とは何 か。

2)ソ フ トウェア会社利用 による効用

3)ソ フ トウェア会社 のサ ー ビス内容

4)ソ フ トウェア商品 の価格体系(標 準的 価格)

5)ソ フ トウェア会社 の紹介(専 門能 力等)

② ソフ トウエア価格の確 立(そ の1)一 標 準料金 一

第72-2表 は,ユ ーザ の ソフ トウェア会社に対す る要望である。 これによる と標準 料金 の明
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確 イヒカく最 も多 レ、。

〈鮪7.2-2表 〉 ソフ トウェア会社への要望

全 体

標準料金の明確化 165 296

メンテナ ンス基i準の明確化 50 90

作業方式の確立 22 40

ドキ ュメ ントの標準化 41 74

営業目録の明確化 52 93

要員の質の向上 82 14.7

要員 のラ ンクづけ 32 57

納期の厳守 39 70

秘密の保持 74 1a3

合 計. 557 100.0

、

同一 のプロジェク トに対 してその見積 り額に数倍 の開 きがあることが,現 実には度 々起 ってい

る。そのため委託者側 に不安 を与 えた り不信感 を与 えることになってい る;.,

また,ソ フ トウェア会社に とっても入札が価格競争 どなるこ とが多 く一部で ダ ンピングが始 る

と企業力,技 術 力のない所では競争上それ に追随 する しかな くなる。 まず大半が中小企業 の域 を

出ない現在 の ソフ トウェア産業 を考 えれば,こ の ような価格競争 が粗悪品 を作 らせ る原因 にな っ

、た り,ユ ーザ との トラブルの原因 となった りして不信感 を煽 る危険性が ある。

ソフ トウェア会社 において も価格競争が激化する と昨年 と同種 のプロジェ ク トに対 して異 なる

値段(以 前 よ り低 く)を つ け ざる を得 ない ことがある。 これ らの行為 は,健 全 な ソフ トウェア価

値の確 立の障害 となってい るばか りか,ソ フ トウェア会社不信 を募 らせ,ソ フ トウェア市場 の発

展 を障 げ るものである。更に,質 的側面での競争 ではな く,専 ら価格競争 に終始す ることか ら高

度 な専門技 術力や先行投資 を無視 する傾向が出て,こ れが ソフ トウェア会社 の高度化,知 識集約

化 を遅 らせ,初 級情報処理技術者 による収益性,付 加価値生産性の最 も低 い労働集約型産業 に後

退 させ る原 因になる と考 え られる。

現在,一 部で見 られるよ うな価格面 での過当競争 を早急 に止めて,技 術力 と経営努力に よる公

正 な競争原理 を確立 することが,ソ フ トウェア産業 の発展 にとって,ま ず何 よ りも重要である。

一方 ,ユ ーザにあっても,外 部委託費用算出の 目安 といった ものが必要 であ り,自 社開発 の場

合 一 例 えば,経 済的効用,技 術的効用,時 間的効用 な ど 一 と比較 した上 で外部機関 を利

用 する とい った ケースが増加 する ことが望 ま しい。 しか し現実には要員 の量的不足 とい ったケー

スの外部委託が主流 であって,質 的不足 とい ったケースでの外部委託 は,極 めて少 ない状態 にあ

る。勿論 ソフ トウェア産業側に質量 ともに充分な供給体制 が備わっている とは言難 い現状であ

るが,高 度な専門技術者 は一朝一夕に育つ訳 ではな く,不 断 の業務活 動 を通 して育成 され るもの
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である。 この意味 か らも価格競争 に偏 した過当競争 は避 け られ るべきであb,徒 らに産業基盤 を

弱体化 させ るばか りであ る。

将来,ソ フ トウェア産業 が企業によって,あ る企業は専 ら要 員の質的側面 を,ま たあ る企業 は要

員の量的側 面 を,更 に時間的側 面 を,経 済的側面 をとい,,た よ うに,多 様 なサ ービスを展開する

ことは望 ま しいこ とで あるが,そ のためには公正な価格体系 が必要である。 この よ うにユーザに

あ っても,ソ フ トウェア会社にあ って も,標 準的 な価格体系に対 する要求 は強 い ものが ある。 し

か もこれは個別 ソフ トウェア会社の レベルを越 えるもので,単 独一社 で作 ってみて も前述の よ う

な ダンピング等の前 には極 めて無力であ り,そ の意味 において業界全体 の問題 であ る とい える。

統一的 な標準価格 の設定 には種 々の問題 があるが,信 用 を維持 し市場 を形 成 し,産 業 を質的量

的に発 展 させる上 で大変重要な問題 であ ると思わ れる。 そ して具体的 には次 のよ うなこ とを検討

す る必要 がある。

1

2

3

4

5

6

7

&

ダンピングの実態調査

ソフ トウェア会社 の経営 分析 一 財務分析

ユ ーザの ソフ トウェア価格 に対す る意識調査

ユ ーザ との トラブルの実態

標 準的価 格の設定 一 対 ユーザ,対 ソフ トウェア会社

契約 方法,統 一様式 の設定

苦 情処理機関の設置

評価主義へ のアプローチ

(3)ソ フ トウエア価格 の確立(そ の2)一 プ ライス ・リーダーとしての政府 プ ロジ ェク ト

政府諸関係機関 の外部委託 プロジェク トの価格 は,今 後の ソフ トウェア価格 の動 向に多大 の影

響 を及ぼ すプライ ス ・リーダー的存 在である とみ られ るが故に,そ の実態 を注 目するこ とは重要

.である。

しかるにその大勢 をみ る と,原 価積上げ方式 で しかもその単価は極めて低 い状態 に押 えられて

い るとい える。 その原因 としては,会 計検査 とこれまでの積算上の慣例に よるもの と思われるが,

これでは知的労働 の価値 を認 める姿勢 は,当 然低い といわざ る を得ない状態 であ る。 しか も,社

会開発投 資が叫 ばれる今 日,政 府 の役割 は多大であ り,積 極的 なナ ショナル プ ロジェ ク ト(=ビ

ッ グ ・プロジェク ト)の 展開が要請 されてい る。

特 に情 報先進 国である米国 との情報格差 ・テ クノロージ ・ギ ャップを解消す るためには電子計

算機産業,ソ フ トウェア産業等 の情報産業 の育成 を図 ることが,急 務である とい われている。 そ

のた めには,国 産ハ ー ドウェア産業 の育成 をはかると同時に,今 日以上 に積極的 に ソフ ト'ウェア

産業 の育成 をはか る必要があ る。 しか し,今 日政府の ソフ トウェア会社活用 は,国 産電子計算 機

産業育成保 護 に比べ て低い水準にあ るとい える。

従 って,今 後政府 にお いては,ナ シ ョナル ・プロジェ ク トを創出 し,そ の中で積極 的に ソフ ト
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フェア会社 を多面的 に活用 することによって,ソ フ トウェア会社 の育成 に努 めることが望 まれ る。

その場合,次 に述 べる ように,ソ フ トウェア会 社単独で は多方面 にわ たる高度な人材 を保持育成

することは,現 状 では困難であ るとい える。 しか しソフ トウェア産業全体でみ ると高度 か ら多方

面 な専門能 力 を保有 してい るもの とみ られパネル調査で も指 摘された ことであるが,今 後 の政府

プロジェク トにおいては ソフ トウェア会社間 のネ ッ トワーク方式 による共同受託形式 を採用す る

ことが,戦 略上望 ま しい方策 だ と思われる。

そ して,政 府関係 の外部委託 プロジェク トは,ソ フ トウェア価格,ソ フ トウェア価値 に対 して

プライス ・リーダー,オ ピニオ ン ・リーダー となるとい う側面 と情報 化の促進 をする政策主体 と

して の側面 か ら前 向きに知的 商品の価値 を認 める姿勢 を,よ り積極的 に展開 されることが期待 さ

れてい るとい える。

そのため,政 府 プ ロジェク トにおいては,具 体的 には次の ような側面での再検討 が要請 される

ことになる と思われ る。^

1大 型 プ ロジェク トの創造

2ソ フ トウェア会社 の積極的多面的利用

3入 札方式 価格積算方式 の検討

4ソ フ トウェア価値 の評価

(4)シ ステム ・オ ーガナイザー と苦情処理機関

前述 のよ うに個別企業 の枠 を越 えた多方面 にわたる高度な専門家 を必要 とす る社会開発 プロジ

ェク トな どの ビッグプロジェク ト獲得 のた めには ソフ トウェア会社間 の利害 を調整 しそれ らをオ

ー ガナイズす る謂 ゆ るシステムオーガナイザ ーとしての機関 が必要 である
。

現在業界の一部においては,目 前 の利益 に追 われ,ダ ンピ ング等 を行 な う業者 もあ るようで あ

るが,こ れ は ソフ トウェアの評価 を低下 させ,産 業構造 を弱体化 させ,ソ フ トウェア産業 の発展,

ソ フ トウェア市場 の形成 を阻害す るものであ る。 む しろ,現 在 ソフ トウェア価値の確立 ・市場 の

開拓 な どに一丸 とな って遭逢 すべ き時 であ り,徒 らな目先の利益 を追 った心 ない態度 は自 らの首

をくくるだ けで ある。

しかも,ソ フ トウェア価値 が充分 に確立 していない現在,当 分の間 はマ ンパワー ・リース(月

20～30万 円/人)を 主体 とした プ ログラ ミング(=コ ー ディ ング)作 業 が市場 の大半 を占める と

予想 され,先 進的開発業務や高度な専門知識 を必要 とす るプ ロジェク トの獲得は,市 場,採 算,

人 材 いずれの面 か らも困難 が予想 され る。

ここにシステ'ム ・ナーガナイザ ーとい った各 ソフ トウェア会社 の頭脳 のネ ッ トワー ク化 を促進

する機関の出現 が期待 される訳で ある。同時 に個別 ソフ トウェア会社 は共同受託 方式 の採用が,

高 度なプ ロジェク トを獲得 し自社要員 のスキル アップを促進 し,経 営能 力構造 を質的 に向上 させ

る原動 力になるこ と,ま た高度 なプ ロジェク トはその波及効果 も大 き くソフ トウェア価値 を社会

的 にi認めさせ る契機 ともな りそれ が ソフ トウェア市場の発展 を促進 するもの であ ることを理解す
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る必要 がある。 一

尚 この場合 システム ・オーガナイザーの機能 として ソフ トウェア産業全体でユ ーザ ー との間 の

トラブル処理や補償 問題 等 を取 り扱 う苦情処理機関,調 停機関,信 用保証機関 と しての機 能 を保

持す ることは,よ り効果的 である と思われ る。 殊に信用問題 は信頼関係 と善 意に依存 する しかな

い ものであ り,ソ フ トウェア ・サー ビスの特殊性 を考 えると重要な課題 である とい える
。 この問

題 は,イ ンタ ビュー調査 でも多数のユ ーザか ら指摘 され,現 在 の ところ見積 り時点 と完成時点 の

間の積 算のズ レな ど料 金問題 に起 因する場 合が多い ようである
。『'

㈲ ソフ トウエアの流通 一 プログラム調査 簿の利用 状況

第7.2-2図 は プログラム調査簿 の登録 についての大手 ユーザ40社 の 登録状態 であ り,こ れで

はあ まり利用 されていない状態 といえる。

★ 〈第7 .2-2図 〉 プ ログラム調査等の登録

① あ る。

② な い 。
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次 に第7.2-3A図 で は プログラム調査簿 に登録 した もの以外 の汎用 プ ログラムの保有状態 を

大手 ユーザ40社 に聞いた ものであ るが,40社 中15社 は ある と答 えてお り,第72-2B図 の登録

を行 ってい るもの と合 せ る と,総 計 でm社 ,,な い と答 えた ものは55社 となる。 そ して第7.2_

3B図 は汎用 プログラム を保有 しかつ登 録 しない理 由であるが意見は分散 してい る
。 これよ り自

社専 用の プログラムが圧倒的 に多 く汎用 プ ログラムの使 用,開 発 プ ログ ラムの汎用化 は極 めて

低い水準 にある といえる・特 に大手 ユーザでは充分 な経費 と要員 を持つ一方社内 システ・ ・社 内

事情 な どの特殊性複雑性等 によ り,汎 用 プログラムパ ッケージの適応分野 が限 られてい るこ とが

原因 しているものとい える。従 って,国 家的見地 よ り見 ると膨 大な量の重複投 資が行なわれてい

るこ とになるとい える。 更に今後ユーザの情報処理 ニーズの多 様化高度化 が進展 する中で
,要 員

経費 の両面か らユ ーザは困難 な問題 に遭遇す るものと思われる。 これに関連 して
,コ ンピュータ

利用の効果(採 算性)に ついて,米 国の事例 と して第2回 マ ッキ ンゼー報告 がユーザの コンピ
ュ

ータ利用 が進展 するに従
って,費 用 に対す る効果 が漸 次低下 する とい う問題 を指摘 している。7.

2・3の ユーザ の項 で述 べるよ うにわ が国の場 合経営 の システム化 ・合理化 ・標準化 が
,米 国 に比

べて遅 れてい る状態で はこれが一層深刻な問 題になる もの と予想 される
。

このよ うに企業情報 システムの高度化 に対 して も,汎 用 プ ログラムの流通 に対 して も,わ が国

企業 のシステ ム化,合 理 化,標 進化 の遅 れが最大 の険路 とな っていることが指摘 で きる
。
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★ 〈第7.2-3A図 〉

あ る。
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★ 〈第72-3B図 〉 汎用 プログラムの保有 し,か つプログラム調査簿
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,

第72-4図 、はプログラム調査 を通 じての登録 プログラムの購 入交換実積 についての大手ユー

ザ40社 の利用状況で ある。 ここでは,ま った く利用 されていない状態 であるこ とがわかる。 また

・★〈第7 .2-4図 〉 プログラム調査簿 を通 じての登録 プログラムの購 入交換

④ あ る。

② な い、

0

」

1

ll・1.
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40'
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●

第7.2-5図 は 汎 用 プ ロ グ ラ ム ・パ ッ ケ ー ジ の 購 入 諸 活 動 の 状 態 を示 し た も の で あ る。 こ れ に よ
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〈第7.2-5図 〉 汎用プログラムの情報交換,情 報収集および
汎用プログラムの販売,購 入活動の状態

σ

夢

① 積極的に行っている

② ある程度行っている

③ あまり関心がない

④ 全く関心がない

件 数
40

ると現時点では,汎 用 プログラム ・パ ッケージに対 する興味 はあま り高 くない とい える
。

これ らを綜 合する とプログラムの流通 はまだ まだ未成熟 な状態 にあ るとい える
。そ こで次に自

社開発の理 由につ いてみ たのが第72-6図 で ある。 これによる と,や は り社内事情 に よる汎用

★ 〈第7.2-6図 〉 自社開発の理 由

① メ ー う一 の プ ロ グ ラ ム

ラ イ ブ ラ リ ーが 不 充 分

② プ ロ グ ラ ム 流 通 市 場

が 確 立 し て い な い か ら

③ 社内事情により汎用プログラム
が適用不可(制度処理形態)

芭 労務対策上の方針として
自 社 開 発 を 行 な う

1ζ 質 量 と もに 充 分 な 汎 用

プ ログ ラ ムが な い か ら

O 10' 20 30 40

●

プ ログrム の翻 不可が圧倒的 であ・・次いで ・一醍 供 プ ・グ・・(・1
.5参 照)の 不備 と汎

用 プログラムの質量面 での不充分 さが指適 されている
。

そ して今後 の プログラム流通環境整備の方向が いかにあるべきかにっいて は第72 _7図 の よう

にフpグ ラム流通 諸制度施策 のPRと 価 格体系 の整備が重要 である としている
。 そして この分野

における政府の役割 が強調 されている。 ・

次.にz－ ザ自身 のプ ・グ・ム流通諸施策{・対 する今後 の筆勢は
,第72-8図 に示 され るよ う

に現在以上に活用 してい く方針 であることがわ かる
。

一145一



★ 〈第7.2-7図 〉 今後のプログラム流通環境整備の方向

① 価格体系の整備

② プログ ラム流 通諸
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★ 〈第7.2-8図 〉 今後のプログラム調査等登録制度利用に対する考え

① 積極的に活用

② 活用してゆく

③ 活用 するつ もりは

な レ、
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件 数

40

この ようにプ・グラム流通問題 は今後の流通諸制度の整備 ・汎 用性 の高 いプ ログラムの開発の

促進 ・ユーザ のシステ ム化 ・合理 化な どの多方面での努 力が必要であ ることがわかる。

(6)中 小企業 の情報化 の促進

充分 な要員 と運用経費 を持つ大手 ユーザ とは違 って,中 小企業 の情報化 は要 員面,資 金面 にお

いて困難 な状態 にある とい える。 しかもこの情報化 のキャ ップは,産 業 の二重構造 を一 層進行 さ

せる要素 となる。 その意味 において中小企業の情報化 は非常 に大 きな問題 を提示 している とい え

よう。

今後,こ の大企業 の コンビュー'タ利用の拡 大化 と高度化 ・中小企業 の コンピュータ利用の未発

達 とい う情報 化の二極構造 は,わ が国の経済社会発展 にとって も大きな問題点 のひ とつになるも

のと予想 され る。

そ して コンピュータ ・メーカをは じめ とす るハ ー ドウェアの分野で もアプ リケーシ ョンプログ

ラムの ソフ トウェアの開発分野 でも,大 手企業優先が先行 してお り,ま すます,中 小企業 との間

の情報化 ギャ ップを促進 させる傾 向にあると思わ れる。

しか し今後の ソフ トウェア市場形 成 とい う観点 か ら見 る と中小企業は最 も有望 な産業 グルー プ
'
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であろ う。何故 な らその情報化の進 めるにあたって高度かつ能率的なサ ービスを低 コス トで提 供.

で きる外部機関(ソ フ トウェア会社 ・計算 セ ンター)の 能力 を最 も必要 と してい るか らである。
|

しか し,マ ンパ ワー ・リース をベ ース とした業務委託 はその経費的理 由等で不採算 と考 えられ

るがその点,汎 用 アプ リケーシ 。ン ・パ ッケージは比較的組織 も小さく,柔 軟 性に富 んだ中小企

業に対 して最 も有望 なサ ービス分野 である と考 えられる。それは,経 費的,要 員的,時 間的 な効

果があ り,中 小企業 の組織 の柔軟性 を考 える と汎用ア プ リケーシ 。ン ドパ ッケー ジを導 入するこ

とは,経 営の システ ム化,合 理化,標 準化 を促 進する契機 にもな ると考 えられ るか らである。'

ま た,ソ フ トウェア会社 にあ っては先 に㈲ ソフ トウェア価格の確立(4)シ ス テ ム ・オーガナイザ

ーと苦情処理機 関の項 で述 べた共 同受託方式 とは反対 のマルチ ・クライア ン ト方式 一 中小企業

側 か ら見れば共 同発注方式 で ソフ トウェア会社か ら見 る と共同委託方式 一 の採 用が,中 小企業

の ソフ トウェア市場形成 の突破 口にな るもの と して期待 され る。 これ をソフ トウェアの◎ に◎ る

と縦系列,横 系列等 の共通業務 の共同委託である。 そ して,こ の種の共同委託 を含 めて,中 小企

業 の情報化の促進 一 コジピュータの効率的利用 一 の鍵 を握 る ものは,共 同利用体制の促進 で

ある とい える。今後 ます ます中小企業 の情報化 の促 進が大 きな問題 として ク ローズア ップされ る

ものと思われる。 その中 で政府の果 たす役割 りも重要であろ うが ソフ トウェア産業 に期待 され

る役割 も多大 な ものか あ るとい えよ う。

●
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7.2.2ソ フ トウ ェア会社か ら観た ソフ トウェア市場創造の方向

一 ミクロ ・ア プローチ ・マーケティング体制一

現在,ソ フ トウェア会社 を取 り巻 く市場構造 一サ ービスの実態 一は,マ ンパ ワー ・リース的な

プログラ ミング ・サ ービスが大部分で あるこ とは,先 にみた通 りであ る。

マ ンパ ワー ・リースの状態 では月額1人 当 り20万 ～30万 円程度 といった ところがおお よその相場 .

で あ り.し か もソフ トウェア価値 が充分 に認め られていない現在 のような状況で は げ し い 価

格競争 が行なわれ るこ とにな る。従 って現状 では一般に ソフ トウェア会社 の経営状態 は付加価値

生産性の低い労働 集的型 である といって過言ではあるまい。

このよ うな経営状態 の もとでは長期戦略 と しての先行投資 は低 く押 えられ,給 与が ゴス トの大

半 を示 める以上その要員構成 は初級情報処理技術者(ジ ュニア ・プログラマ・プログラマ)を 中心

とす る給与の比較的安 い グループに移行せ ざるを得 ない状態 とな り,高 度 な専門技術 を維持革新

して行 くこ とは困難 とな り質的 な向上 を促進するこ とが困難になる とい うこ とであ る。

このよ うに考 えると本来 は知識産業 の担 い手 と してそ ゐ活躍 と将来性が期待 されるソフ トウェ

ア会社で あるが,そ の前途 には大 きな障害が待ち構 えているとい える。
、

一方 ユーザ にあ っては コンピ
ュータ利用の高度化 が進展す ると共 に中小 企業 をは じめ とする新

規 戸 ンピユータ導 入の増大 な どの コンピュータ利用 の底辺 の拡大が予想 される。特 にソフ トウェ

ア投資 をみ る とその内容は高度化多様化,巨 大 化するもの とみ られX大 な額 にのぼる投資が予想さ

れる。

しか し中心 とな る情報 処理技 術者 の方 は,現 在においてさえも慢性的な不足状態 にあ り労務諸

問題 の顕在化 と併 せて今後 この傾 向がます ます進行 するもの とみ られてい る。

このよ うなユ ーザ ・サイ ドでの要員 の量的質的 な不足 はソフ トウェア ・マーケ ・.ト形成 の強 力

な要 因 となるものであ るが,こ こで注意すべ き点 は,ソ フ トウェア産業側 においても労務諸問題

を含む情報処理技 術者 の不 足が同時 に進行す るとい うこ とで ある。

ソフ トウ ェア市場は今回の調査においても昭和50年 度 にユ ーザサイ ドで1000～1500億 円 にもな

る と予 想 されるが,こ れはユーザ ・サイ ドにおける需 要動向 を根拠 として算出 した もので あ り,

ソ フ トウェア産業側のサ ー ビス提供可能性 を無視 している。主にユーザサイ ドにおけ る外部委託

率,業 務 処理量 の伸び率,運 用経費 の伸 び率,要 員充促率等 をベース して算出 している。従 って

よ り現実的 には ソフ トウエア提 供サイ ドのサ ービス提供可能性 を問題 に しなくてはな らない。

具体的には,ソ フ トウ 土ア産業におけ る,要 員充促率,評 価主義 の進展予想,経 営努力回数(マ

ーケ ッテ ィング努 力) ,提 供 可能 なサ ービスの種 目 と,数 量等 のサ ービス提供可能性 に関 する予測

数値であ る。

またユーザサイ ドの予測 に対す る修正項 目と して は人件費,物 価指数 の上 昇,標 準化 ・システム

化の推進による プログラムパ ッケージ購入機会の伸び予測 と重復投資の規模予想 一 この場 合,

パ ッケージの購 入機会 の増加 と重復投 資の規模 は逆比例 一 外部委託 マイ ン ドの上昇等 があげ ら

一148一

■

●



●

旙

れ る。

これによ り,中 長期的 にみた ソフ トウ ェア市場 は ソフ トウェア産業サイ ドにおけ る経営 努力,

政 策努力 いかん によって大巾に変化 する ことが考 えられる,こ の ようにユ ーザサイ ドの市場だけ

を取 ってみて も,1500億 円 以上 にな る可能性 を持 つが,逆 に経営努 力,政 策努 力 が不備 な場合 そ

の市場規模 は100〔臆 円 にも達 しない もの と予想 される。

ちなみ に,ユ ーザサイ ド(コ ンピュータ ・メーカ,政 府関係の市場 を除 く)の 市 場が昭和50年

(1975年)に1500億 円(月額125億 円)に なった と仮定 する。 その需要すべてをマンパ ワー ・リー スで

消化 す る場合 を考 えてみよ う。

昭和50年 度 におけるマ ンパ ワー ・リース をここでは月1人 当 り50万 円 である と して計算 してみ る

と,業 界全体 にお いては実 に月間2万5000人 の コンピゴ タ要 員が リースされる必要 があ る。例 ・

ソフ トウ ェア会社 が4(杜 で ある場合,一 社当 り月間625人(3億1250万 円)'の リース となる。 こ

れに稼動率,直 間比率(ス タ ッフ,管 理職,事 務員,営 業等 の間接部門 の比率)等 を考慮 する と,

一 社平的1100人 以 上の人材 が必要 とな る
。(稼 動率8割,直 間比率7割 の場合)こ の場合,1人

当 りの経費 が30万 円/日 を越 える と利益 はゼ ロである。

また同様 に市場 の10%の シ ェアを獲得 した場 合 を考 えると,月 間2,500人(月 額12億5000万 円)

の コ ンピュータ要員の リースが必要で,稼 動率,直 間比率 を考慮 すると約4500人 前 後 の人材が必

要 となって くる。 またプロジェク ト当 りの要員 を5人 とする と500本 の プロジ ェク トを獲得 しな

ければな らない。

これは,あ くまで もマ ンパ ワー ・リース をベースに した場 合であ るが,要 員上,管 理上,営 業

上,採 算上いつ れ も実現不可能 とみ られ現在 のマ ンパワー ・リース を主体 と した路線,マ ンパ ワ

ー当 りの価 格 による価格体系で は,ソ フ トウェア市場の成長は多 くを望めない こ とがわか る。従

って～ 市場 を顕在化 させ るか否かは,ソ フ トウ ェア産業側 の今後 の経営努 力,政 策努力にかSっ

ているこ とがわか る。

●

このよ うに今後 のソフ トウェア産業 サイ ドの市場創造戦略が注 目される訳 であるが今 日の状態

を見 ると目先 の採算性に追いまくられ,徒 らに価格競 争に奔走する状態では経営構造 の質的飛躍,

サ ービス構造 の変革 とい った経営 革新 なかで もマ ーケッティングに関する創造的 努力が非常 に疎

かにされてい る。 これは 自らの手 で明 日の市場 を破壊 してい るといえないこ とはない。

特 にマ ンパ ワー ・リースによる過 当競争 は,人 件費,物 価 の上昇 といった諸経 費の自然増加 に

逆行 しそのため 日増 しに収益性 を低下 させ ている。

また,顧 客先 にお いては諸経費 の自然増加 を理 由 と したマ ンパ ワー価格の上昇 は ソフ トウェア産

業側 の価格競争 なども影響 して,簡 単には認め難い ものである と想像 される。

このよ うに ソフ トウェア市場創造 を取 り巻 く内外 の構造的環境 は厳 しく,今 後 の ソフ トウ エア
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会社の経営戦略,な かで もマ ーケテ ィング戦略 が最大の課題 になるこ とは間違 いない もの とい え

る。そ れ故 ここでは ソフ トウェア会社側 か らみた市場創造の方向について,パ ネル調査(ソ フ ト

ウ ェア会社側か らの意 見)イ ンタビュー調査(ユ ーザ側 か らの意見)の結果 を中心 に して以下,個

個に当面 の課題 につ いて述べるこ とにする。

一 マーケテ ィング体制の強化 一

(1)PR活 動 の強化

ソフ トウェア会社 の知各度は前述 のように極 めて低い。(平 均17.7%).

従 って,そ の業務内容や,利 用 の効用に対 する理 解は更に低い もの と考 えられ る。

今後,機 会 を捉 えて,・理解の促進 を図 るこ とは,必 要で あるが,単 なるイ メージ ・ア ップや,

通常 よく見 られるよ うな総花的,万 能薬的 なものではな く重点的 に自己商品 の利点 ソフ トウェア

会社利用の実際的 な効用 一 例 えば,自 社開発 との比較 や類似商品サ ニビス'との比較 一 といっ

たもの を充分相 手方 に説得で きる実用的な ものでな くてはな らない。
ゆ

また,コ ンピュータ部門以外へのセールス展開が今後必要であ り,そ のため にも充分説得力のあ

るPR活 動 一 コンピュータ を知 らない相手 に対 して も充分説得力 を持づ こ と一 が必要で ある。

② セール ス活動の質的強化'

特 に今後,事 業部制,独 立採算制 の採用な どによ り前記の ようにコンピュータ部門以外 の業務

部門 からの ソフ トウェア会社利用の機会が増加 されるもの と予 想 され,非 コンピュータ部 門以 外

へのセールス活動が重要 となって くるもの と思われる。 それ らを含めて今後重要 な課題 と考 えら

れるものに次 のよ うなことが らが上げ られる。

囚業務知識の必要性(B)説 得 力の向上 であ る。

特 に業務知識 の必要性 が,外 部機関利用 を著 しく減少 させていることはこれまで にも述べたが,

そ の対策 としては,い ずれかの専門分野に特殊化 ・専門化す ることがひ とつの手段 として考 えられ

る。 また(B)の 説 得力であるが,多 くのユーザで指適 されたものと し(,セ ールスマ ンの質 的 な側

面 が上 げ られる。今後,対 象プ ロジェク トが巨大化 ・高度化 するこ とや,コ ンピュータ部門以外

へのアプ ローチが必要 になるこ とを考 えるとセールス要員の質的 な高度化,専 門化が要請 される。

特 にコンピュータ ・メーカのセ ールス活動 に接 したユ ーザの立場 になるとソフ トウェア会 社の

セ ールス活動 は,貧 弱である との感 は免 がれ得ないよ うである。 これ らの対策 と しては,要 員の

選定 と教育 が重要で あ り,上 級 の技術者 を中心 としたセールス ・エ ンジニア体制の採用,ト ップ層

の積極参加 な どがそ の対策 とな ってこよう。

また,セ ールス活 動は,ソ フ トウェア会社 とユーザ の間 の信頼関係 を維持す る上で中心的 な役

割 を果す もので ある。技 術力,資 金力,信 用力な どの側面 においてまだまだ充分 とはい えない ソ

フ トウェア会社 にあ って,セ ールス活動の果たす役割 は極 めて重要である。

この意味 か らもセールス活動の質的な高度化 が要請 され るとい える。

尚72-3表 ば 外部委託業務 についてそのモチベ ーシ ョンの現状 を示 したもので あるが,ソ
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〈第7.2r3表 〉 業務開発 のモチベー ション

項 目 轍 %

社 内発生的 に

メーカ ーの指導 の下 に

ソフ トウェア会社 の指導 の下 に

外部機 関の指導 の下 に

その他

110

9

1

6

5

84.0

6.9

0.8

4.6

3.8

合 計 131 ・100.0

●

●

れ る。

い る。 従 っ て,

(3)

フ トウ ェア会社 の指導 の下 に行 なわ れたケース は1件(0.8%)で 最 も低 く受 身型営業体制 で あ

ることがわ かる。 これからもソフ トウェア会社 のセール ス活動 のあ り取に対す る再検討 が要請 さ

また多 くのユーザ はコンピュータ利用短期計画 は持 って お り,そ れに沿 って業務開発 を進 めて

セール ス ・アプローチは少 くとも,計 画策定以前でなくてはな らず,

タ部門以外へ のアプ ローチ には,こ の事 は重要 である。 でない と今後とも,

的 業務の要員不足 に対す るマンパ ワー リースか らの脱 皮が困難 なものと思われる。

パ ッケー ジの販売 方式 の研究

パ ッケージの販売方式 につ いてはその経験 が少 な く未熟 な状態 にあるとい える。 この件 につい

ては,よ り進 んだ米 国の事例 を研究す ることが必 要で ある。 ユーザの声 としては,

万 能薬的 カタ ログかま った く読む気 になれない数百 ペ ージ～数千ペ ージのマニ ュアル類 の資料 が

.

コ ンビュー

計画 業務以外 の突発

「数ペ ージの
、

提 供 さ れ て も,そ れ は パ ッ ケ ー ジ セ ー ル とは い え な い 。」と い う こ と で あ づ た.し か も 「セ ー ル ス

マ ンはその内容 を充 分に理解 していない上 に,パ イ ロッ ト ・プ ロジ ェク トと して利用 されそ うな

雰囲気では購 入意欲 が起 こるはず がない。」とも指 適 され た。
,

そ してパ ッケ ージの購 入については,幾 多のユ ーザで利用 され充分に,そ の信頼性 ・効率 等 が

認 め られた,完 成 品 を購入 する とい う意見 が圧倒的で あ り,こ の ように,プ ログラム ・パ ッケー
.

ジについ てはハー ドウェア導 入に導 め られる先物 買い的 な態度 はなかった。

今後付加価値生産性の高いパ ッケージの販売 は,ソ フ トウェア会社 にとって有望 なサ ー ビス分

野 であるが次の ようない くつかの難 問が待 ち構 えてい る。

1,パ イ ロ ッ トプロジ ェ クトの問題

2パ ンフ レット ・カタログ等の資料 の整備

3デ モ ンス トレーシ ョン(実 行教育)等 のセール スプロモーシ ョン活動

4料 金体系 と信用問題 な ど契約 に関 するこ と。

5メ ンテナ ンス体制 などア フターサ ー ビスに関す るこ と

・
6セ ール スマ ンの教育等
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1.の パ イ ロッ ト・プ ロジェク トに関連す るが,販 売方式 を中心 としてパ ッケージ開発 の商品化

のあ り方 も検討す る必要がある。例 えば,同 種 プ ログラ仏 の受注開発 を通 じて獲得 したン ゥハ ウ

の蓄積 を集大成 する方式,ま た,類 似パ ッケー ジの比較 検討 を行 い,よ りよいプログラムを作 る

方式 とい っだ リス クを伴な うパ ッケージ開発に関 して,そ の市場調査か ら販売 に至 る全般的 な研

究 一 パ ッケージマネ ージメン トの研 究 三 を行な う必 要が ある。

その場合米国 のケース ・スタデ ィがやは り中心 になるもの と思われる。

(4)価 格 体系の確 立

この問題 に関 しては,7.2.1-(2).(3)ソ フ トウェア価 格の確立(そ の1)・(そ の2)で 述 べ

た通 りであって,個 別 ソフ トウ ェア会社 の領域 を越 える場 合もあ るが各 ソフ トウェア会社 にお い

ても,以 下 の問題 と関連 して検討す る必要 がある

1.作 業 方式 の確立 一 生産性 の上 昇 一

2財 務 管理 お よびプロジェク トコン トロールのあ り方 一 開発 コス トとその コソ トロー

ノレ ー

3見 積 り,ス ケジ=一 リング等 の精度向上 と契約方式 の改善

(5)契 約 方式の検討

料金問題やスケ ジチールに関 して契約時 の予測の甘 さが,ト ラブル発生 の最大 の原因 となって

いるが,そ の他補証 問題や信用問題な どの トラブルの発生 も契約方式 の不備 に起因す ることが多

いo

また,こ の他に も相手先 との コ ミュニケーシ ョン不足 による ミスの発生や相互不信な ど,契 約

時 の詰め の甘 さが,ト ラブル発生,ソ フ トウェア会社不信へ と発展 して行 くケースが多い。

このよ うに全 く新 しい商取 引 きである ソフトウェア契約 は過去の事例 も少 な く今後 この種の取

引 きが増加するに従 って,予 想 も しなか った トラブルが発生する もの と思わ れ,今 後 ソフ トウ ェ

ア産業 にあっては ソフ トウェア契約 に関 する検討が最 も重要 な課 題のひ とつで あるとい える。

特 に委託 意思 のないユーザの中 には過去 の失敗か ら,ソ フ トウェア会社不信 に陥 っている所 が

相 当あるよ うであった。 その多 くは・契約時 の詰 めの甘 さか ら起因 してい る様子であった。

しか し`こ の種 の問題 は個別 ソフ トウェア会社の範囲 を越 える内容 を含む もので,米 国で は業

者団体で あるADAPSOな どで積極的 に検討 されているよ うであ る。従 って今後 ソフ トウェア産

業振 興 協 会等 で統 一契 約 方式 や様 式 につ い て の検討 な どが期待 される訳 であるがそれは個別

ソフ トウ ェア会社 の努 力 を不必要 にす るもので はない。 この種の問題 に対 するアプローチ と して

はケース ・スタデ ィが中心 とな り,特 にわが国 のケースが必要である。従 って ソフ トウェア会社

で の失敗や研究改善 といった事例が重 要である。 また各 ソフ トウェア会社 においては価格体系 と

の関連,作 業方式,プ ロジ ェク トコン トロール,見 積 り方式,ス ケジ ュー リング等 の関連 の中 で

総合的 に検討 され る必要 があることは謂 うまで もない。

(6)メ ン テナンス体制の確立 一 プ ロセ ス思考 の導 入

一152一

`

∨

■

`



●

6

●

企業にあ ってそ の情報処理 システ ムは不断に拡張発展する プロセ ス ー システ ム高度化 プロセ

スー と して把 えるこ とがで きる
。 それ をソフ トウェアの観点か らみ れば,開 発 ・改 良 ・改善.

統 合 のプロセス ー 業務発展 プ ロセスー と して見 るこ とがで きる
。 この場合 ソフ トウ ェアは企

業 と共 に継続 して発展 する鉤 体 と して把 えるのである
.・ の時間軸 施 して … ウ.ア .を見

るとい うこ とがソフ トウェア会社に も重要 である
。

メ ンテナ ンス とい うと,ど ケ して ももう少 し小 さなプ ログラムの修 正更新 と言
った意味 で使 わ

れてい るが,上 記の よ うに今少 し広義 に解釈す ることが
,ソ フ トウェア ・サ ー ビスの今後 を考 え

る上で重要 である。

即 ち企業 にお ける情報処理 の目的 は,情 報処理 システム をよ 幅 度に発展拡張 す るこ とと,日

々の情髄 処理する一 オペ レーシ
・ンー す ることにある.し か し,プ ・グラムはあ る時点 で

の完成 品ではあ るが,時 間の経過 とともに陳腐化 を始 めるものである。 このよ うに発展拡張へ の

要求 と経営 システムの変化 な どの情 報処理環境等 の変化 による適応への要請 に対 して
,プ ログラ

ムは完成 した日か ら直 ちに陳腐化 を始める もの といえる
。従 って常 にプ ログラムの レベル ア ップ

や統合 などの適応 を図 る必要があ り.・これ{・関連 した業務 が社 内・ンピ_タ 部門 の中心 業務 と

な っていて,そ の業務量 も想像以上 に多いのが現状で ある
。

この ように考 える と,外 部 への全面委託 は,シ ステ ム高度化,業 務発展面 か らの要請 に対 して

不都合 といえよ う,そ こで外部委託 は今後 とも共同開発方式 一 主にマ ンパ ワー リース ー が主

体 になるもの と予想 される。従 ってプ ログラム ・パ
ッケージや全面委託 は,広 義解 釈 した場 合の

メンテナ ンス ー'シ ステム高度化
,業 務発展 一 の要請が比較 的少な い分野 について,利 用 され

るもの とみ られる・ しか し・ この場 合 樋 常 の・ ンテナ ンス1・対す るV － ビス体制 は
,重 要で あ

り,外 部機 関選 定,パ ッケージの選定 のポイン トになる もの と思わ れる
。事実 ユーザの ソフ トウェ

ア会社 メンテナ ンス体 制(狭 義)に 対す る要求はかな り強い とい うこ とが今回 の調査(
ア ンケー

トとイ ンタ ビュー)で 明 らか となった。

また逆 に広義 の意味 にお いてソフ トウェア会社 のメンテナ ンス体制が充 分で あれば
,激 増 す る

情報処理 ニーズ ・と・要 員不足で悩む一 ザ業務 を相当程度代行す るこ とが可能 とな る
.そ の場合

情報処理が不断 に続 く拡大化発展化 プ・セスであ る以上,不 断 に拡大化発展化 する需 要 を獲得 す

るこ との:可能性 がある。

このよ うに情報処理 をシステ ム高度化 プ ロセ㌔業務発展 プ ロセス として把 える 一 ソフ トウ
ェ

アに対 するプ・セス思 考 鶴 人す る一 こ と・こよ り
,今 後 の ・・ トウ。アサ ービスのあ り方市

場創造 の方向が明確 化 され ると思 われ特 に重要である。

(7)ソ フ トウェアの商品(サ ー ビス)体 系の確 立

ひ と口,にソフ トウ ェア とい って もその意味す る ところ は多様 であ り
,何 がソフ トウェア会社 の

商 品か と問 うてみて も・ その内容は多楠 ・っ流動的であ る
.ち なみに,… ウ。ア産業振興協

会加盟40社 を見渡 してみて もその前身 が計算セ ンターあ り
,情 報 シンジケー トあ り,シ ンクタン
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。あ り,,ッ ザ ル タン ・会社 あ りと… は う・・統ゴ たイ ・⇒ を与 える材料 は少 な…

このよ うな,.ソ フ トウ ェア商品,ソ フ トウ ェア会 社に対す るイメージの混乱がユーザの ソフ ト

ウ ェア会社利用の機会 を少 な くしてい ることは充分考 えられる・ところで ある。そのため自社の ソ

フ トウェア商品 に対す る明確 な体系 を持つ ことはPR,市 場 調査 ・セール ス活動 を行な う上 で基本

条件 である。 この時 スキルズ ・イ ンベ ン トリーの徹底 が重要であ ると思 われる。 さらに,今 後 の

マ ーケティング戦略 を立て る上で もソフ トウェア商 品の体系的把握が前提 とな り,自 社の ソフ ト

ウ ェアサ ービス体系 を持つ ことは,マ ーケティングの第一歩だ といえる。尚,本 調査 において は

不充分ではあるが,以 下 のよ うな概念構成 をもって ソフ トウェア商品 の明確化 に努めた。 また産

業構造 の概念 につい ては第7.1-5図 で その相互関係 を示 した。

1-1シ ス テムプログラム

制御 プログラム

通信制御 プログ ラム

言語 プロセ ッサ

ユ ーテ ィリテ ィ ・プログラム

その他 ファイル マネ ジメ ソ ト

イ'ソフtメ ーシ ョン ・リ トリーバ ル(IR)

グ ラ フィ。クティスプ レイ

その他

1一 皿 システム

業務内の部分 システ ム

E 業 務 内 の 全 体 シ ス テ ム業 務 内 の 統 合 シ ス テ ム

・1-∬ シ ス テ ム モ ー ド

バ ッチ シ ス テ ム

オ ン ラ イ ン ハ ッ チ シ ス ァ ム

オ ン ライ ン リ ア ル タ イ ム シ ス テ ム

タ イ ム シ ェ ア リ ソ グ シ ス テ ム

ll 科学技術計算プログラム

数値解折

統計学

経営科学

工学への応用

その他諸科学への応用
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皿 一1

皿 一 皿

N

事務計算プログラム

生産

販売.

財務会計

人事労務

研究開発

経営

特定業務

レベル

集 計 計 算(ロ ー段 階)

E 管 理(ミ トル 段 階)

予 測 ・計 画 ・解 析(ト ップ 段 階)

サ ー ビ ス 形 態

調 査/コ ンサ ル テ ー シ ョ ン

分 析/設 計

プ ロ グ ラ ミ ン グ

(パ ン チ)

メ ン テ ナ ン ス ・(オ ペ レ ー シ ョ ン}

教 育 そ の 他

(8)専 門化 か総合化 か

ソフ トウエア会社 の今後の方 向 として専門化 と総合化の方向 が考えられる。 それについて大 手

ユーザ40社 の意見が第7.2-10図 で あ る。

★ 〈第7.2-10図 〉 ソフ トウェア会社の今後 のあ り方

① 専門化をめざす方
がよい。

② 統合化をめざす方
がよい。

③ 何ともいえない。

④ その他

件 数

10203040

これ よD,専 門 化,総 合化 がいつ れも13件 で 意見が相半ば しているこ.とがわか る。

しか し,委 託先 の評価 がよ くない理 由 と しては業務知識 の不足(31.5%),委 託 先の技 術未熟
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(23.3%)以 下 ・メンテナ ンスの未確認(12.3%)仕 様 書の未整備(12.3%) ,作 業 体制の不十分

(11.0%)と 続 き,ソ フ トウェア会社 の技術 力 とそ れに供な う開発体 制,作 業体制 が,不 充分で

ある としていることは先 に述べた通 りである。 また,ソ フ トウェア会社へ の要望 と しては
,標 準

料金 の明確化(29.6%)と 共 に,要 員 の質の向上(14.7%)秘 密 の厳守(13.3%)営 業 目録の明確

化(9.3%)メ ンテナンス基準の明確化(9・0%)と な ってお り,料 金問題,技 術問題,営 業体制が三

大課題である といえる。

次 に委託 の理由 をみ ると,技 術的 な里 中(12・6%)人 員的 な理由(26,2%}時 間 的 な理 由(17.5

%)経 費 的 な理由(12.6%)の 順 になってお り,要 員 の質的量的 な不足 に よる外部委託が多いこ

とがわか った。 ところが この場合 ソフ トウェア会社への委託 ケースにおいては人員的 な理由Q2.1

%)が 最 も多 い し,技 術的な理 由に よる ものは非常 に少 ない(10・5%)。 ・逆 に コンビ=一 タ ・メー

カに対す る委託 ケースにおいては技術 的な理由(36.2%)に よ る場合が最 も多 かった。

また・委託先 の選定基準 をみ ると技術的 な基準(60.4%)政 策的 な基準(27.1 .%)価 格 的 な基

準(10.O%)と な ってお り,技 術 力が何よPも 大切であるこ とが分 る。

これ らを総合 してみ る と,技 術 力がいかに重要であるかが よくわかる
。 しか し先 にみた通 りプ

ログラ ミングを中心 と したマ ンパ ワリース を主体の価格競争が業界 の現状であ る以上技術革新の

激 しい コ ンピュータサイエ ンス とその境界領域分野 で技 術力 を維持革新す るこ とは相当の困難が

伴 な う。

次の第7.2-11図 ・第7.2-12図 は ソフ トウ ェア会社 の今後 とくに求 め られる能力 と今後の最

大の問題点について大手ユーザ40社 の意見 を示 した ものであ る。 こsで も,や は り技 術力 が最大

の課 題 とされてい る。

★ 〈第7.2-11図 〉 今後 の ソフ トウ ェア会社 に特に求められ る能力

① 資

② 技

金

術

力

力

③ マーケテ ィノグ能 力

④ 経 営 管 理 能 力

⑤ 発

⑥ そ

想'力

の 他
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★ 〈第7.2-12図 〉 今後 の ソフ トウェア会社の最 大の問題点

① 資 金 調 達

② 技術力の維持革 新

③ マ ー ケ テ ィ ン グ

④ 要 員 管 理

⑤ 研 究 開 発

⑥ そ の 他

尚マーケテ ィング能 力 が意外 に低 く出て いるのは,利 用者 の立場か らの意見 であ るこ とに よる

とみ られ,先 の第4次 情 報処理実態調査団訪米報告書,お よび今回 のパネル調査 にみ られる通 り

マ ーケテ ィング能力 が技 術力 と共 に ソフ トウ江 ア会社最大 の問題点 である ことは間違 いない もの

とい える。

従って今後,技 術力,マ ー ケテ ィングカ を中心 とする経費の能力構造 を革新 させ,よ り付加価

値 の高 いサ ービス を展開する ことが必 要になって くる。 この質的 な飛躍 を可能 とする戦略 と して

最 も注 目され るのがやは り専門分野への特殊化即ち,専 門化の方 向であろ う。現実にお いて,総 合

化 の方向では,技 術 力マーケテ ィングカを革新 させ ることは極 めて困難で ある と予 想 され るか ら

である。総 合化 の方 向で は どうしても諸資源や諸努力が分散 される傾向 にあ って,管 理上,効 率

上,採 算上 どれ をとっても不利 な状況 にあ るといえる。

今回のイ ンタ ビュー調 査 におい て 「我 々は高度 な技 術力を持 ったユ ニー クなサ ービス を提供 し

てくれ る,ソ フ トウ ェア会社 を待 望 してい る。」とい う意見 が多 く,そ れぞれ独 自の分 野における

ユ ニー クな商品 を持 った ソフ トウェア会社 の出現 と,シ ステ ム ・オ ーガナイザ ーの項 で述べた よ

うにそれ らのネ ッ トワークに よる高度かつ総合的なサー ビスを期待 している ようである。つ ま り

各 ソフ トウェア会社 にあ っては独 自の専門分野 における高度なサ ービスが提供可能で ある と共 に

ソフトウェア産業全 体においては,ジ ョイ ン トプロジェクト(共 同 受 託)等 による総 合的多面的 な

サービスが提供 可能 となる ことが今後 の方向 と して期待 される訳 である。

次 に専門 化が総合化 かの問題 と関係 して,ソ フ トウ ェア会社 のスケール ・メ リッ トを調査 した

のが第7.2-13図 で ある。(大 手ユ ーザ40社)特 に,大 手ユーザ は コンピュータ要員100～200

名 とい った陣容で あ り,そ の生産性 の上昇 ・一 スケールメ リッ トー に頭 を悩 ま している もの と
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み られ る が,こ れ に よ る と ス ケ ー ル メ リ ッ トは多 少 あ る と して い る の が 最 も多 い 。

★ 〈第7.2-13図 〉 ソフ トウエア会社 のスケールメ リッ ト

① ス ケール メ リ ッ ト

が ある。

② スケール メリ ッ ト

は多少 ある。

③ スケー ル メリ ッ ト

はない。

④ わか らない。

件数

010203040

また米国 において も管 理上,採 算上200名 前後 が最適であって,あ ま り多人数 になるこ とは望

ま しくない と してい るよ うで,米 国で もスケール ・メ リッ トは多少 ある とい った ところである。

しか し7.2.2の 最 初で述べたよ うにユーザ ・サイ ドの昭和50年 度(1975年),ソ フ トウ ェア

市場(1500億 円 の場合)に 対 して,10%シ ェア獲得 した場合 のマ ンパ ワー ・リースをベース とし

た時,ソ フ トウ ェア会社 の必要陣 容予 想は4500人 で あった。

このこ とからも今後 よ り付加価値 の高いサ ー ビス を創造す る必要 があ ると共 にソフ トウ ェアの

価値が,社 会的 に充 分認 め られるこ とが急務 である とい える。 そ して ソフ トウェア会社 にあって

は,専 門分野への特化 による技 術力,マ ーケテ ィングカの革新努力 が有 望な戦略 としてそ の動向

が注 目される。

(9)ソ フ トウェア会社の多角化の方向'

第7.2L14図 は,ソ フ トウェア会社の長期的 にみた場 合の多角化の方 向について,大 手ユ ーザ

(40社)か らの意見 を示 した もので ある。 これによるとシステム開発サ ー ビス情報提供サ ー ビス

等 を有望 と してい る。

また第7.2-4表 は外部機関 の利用形態 と して今後2～3年 の間でプ ロジ ェ ク ト委託 マ ンパ

ワー リース等 以外 の利用形態 にっいての,一 般ユ ーザ(3M社)の 意 見 であ る。 これによる と,

パ ッケージの購入(32.4%)以 外 では出版 ・そ の他 情 報処理,コ ンピュータサイエ ンス)領 域

での情報(提 供)サ ー ビス とコ ンピュータ教育 を上げている。

従 って特殊専門分野 での出報 ・情報 提供 サービスはかな りの ニーズがあ るといえる。 しか

しこのためには専門分 野で相当の経験 ・ノウハ ウ ・・データの蓄積等 が必要であ る。そ して専 門分

野 でのプ ログラム開発,リ サ ーチ ・コ ンサルテ ーションとい った多様 な業務経験 の有無 が決定的

な重要性 を持 つもの と思わ れる。

そ して多角化の方 向 と専門化 の方向 は決 して矛盾す るものではなく,専 門分野 における技術 の高
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度化 を通 じて,多 様 なサ ービス を行 な うもの と理解すべきである。

★ 〈第7.2-14図 〉 ソフ トウ ェア会社 の多角化 の方 向

θ

、

① 計算 センター(パ ッチ
処理 を主体).

②TSSサ ー ビ ス

③ 情 報 提 供 サ ー ビ ス

④ ンステムズ.コンサル九 ング

⑤'シ ス テ ム開発 サ ー ビス

⑥ リサ ー チ.ザ ー ビス

⑦ マネジメン トコノサル
テ ィ ングサ ー ビス

⑧ ファンリティ・マネ〃 ント

⑨EDP教 育〆 ネジメント
教 育

〈第7.2-4表 外部機関の利用 形態 〉

項 目 全 体

パ ・ッ ケ ー ジ の 購 入

コ ン ピ ュ ー タ 教 育

フ ァ シ リ・テ ィマ ネ ジ メ ン ト

出 版 そ の 他 情 報 提 供

69

44

18

82

32.4

20.7

8.4

38.5

合 計 213 100.0

`

お

次の第7.2-15図 は,専 門技 術の高度化過程 における多面化 の方向 を,情 報 産業の全体構造 と

して把 えたものであ る。

これに よる と,情 報産 業は情報 処理 プ ロセスの中のいつ れの機能(能 力)を 持 つかによってそ

の業務が違 って くることがわか る,そ れ と共 に,現 在の ソフ トウェア産業に計算 セ ンタあ り,シ

ンクタンクあ り,情 報 シ ンジケー トあ り,コ ンサ ルタン ト会社 あ りといった ように情報 産業全般

の流動化状態 がよくわか る。 そ して単一 機能 を担 当するよ り・2つ 以上の機能 を必要 とするサ ー

ビス ー システム商 品 一 の方が より付加価値 の高いサ ービスであることがわかる。
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〈第7.2-15図 〉 情報産業の構造

情報産業

と多角化

の方向

(業 務)

情 報 処 理

フ ロ セ ス

(ユ ーザ ・コ

ンピュータ部

門)

スビ一

審

サ

内

人 材

産業構造

シンク ・タンク ・/シ ステム

開発会 社

調 査/コ ンサルテ
ーション会社

パ ンチ ・オペ レ

ー タ会 社

情 報提供会 社/デ
ータバンク

(情報処理機能)

収集/調 査 分 析

`

設計計画 プログラミング

～

EDP

(オ← ション)

蓄積 検策

提供

調査/コン棚 テシ・ン三二乞 竺i豊)r=越 こ= .」竺 芝 之→
プ ロ グ ラ ム 開 発 サ ー ビス(プ ロ グ ラム パ ッケ ー ジ)情 報 配 布 サ ー ビス

一 一 ー ー 一 一 一 一 ー ー 一 一ーーーーー ー ーーー一口一一一一一一→レ<一 一 ー ーーーー

シス テ ム 開 発 サ ー ピス メンテナンスサー ビス

モ デル(OR)設 計,予 測,計 画,立 案,サ ー ビス

ー
マシンタイムサービス ファイルメンテナンスサービ

ーーー一一〉 一
受託計算サービス<一一ー ー一合

シス ァ ム ・エ ン シニ ア プログラマー パンチふ一 オペ レー ター

(シ ステムアナ リス ト)シ ステム ランリサ
ーチ ャー ・コンサル タン ト

ー 一 〉 ・

知識集約型 労働集約型
一(設 備投資優先型)(人材優先型)

も

従 って今後 ソフ トウェア会社 においては,プ ログラ ミング機能 を中心 に自社 の専 門分野 につい

てそ の隣接 する機能(能 力)を 獲得 するこ とが多様 なサ ービスの展開を,可 能 にす る訳 である。特

に直接隣接 する機能 を獲得する ことが顧客関連 ,市 場関連,技 術関連 といった側面 で相乗効果(シ

ナジー効果)を 高め・よ り付加価値 の高い多様なサービスの展開 を高 い進 出可能性 と比較的少 ない

リスクで可能 とす るもの と考 えられ る,し か しこのため には市場動 向な どの外部情報 を徹底的 に

検討す ると共 に ・内部 情報 としての自社 のこれまでの顧客,市 場 の特性 を明 らかに し,更 に人材

のスキル ・イ ンベ ン トリーを実 施 して現在の経営能力構造 を知 ることが第一で ある
。最 も相乗効

果の高いサ ー ビス市場 な どを発 見す る最 良の方法 である とい える。

尚次の7・2-16図 は ソフ トウ ェア会 社の産業関連 につ いての大手ユ ーザ(40社)の 意見であ る。

市場 ・技 術関連 ともコンピュータメーカが第1位 で次 いで システム産 業/情 報 シンジゲー ト・計

算セ ンターが上げ られてい る。 またその他 に市場関連 として総 合商社 が有望で あると している。
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★ 〈第7.2-16図 〉 ソフ トウ ェア会社における産業関連 予想

①rン ピ・ 一 夕 ・メー カ

② 計 算 セ ン タ ー

③ 銀 行 業

④ 放 送 局

⑤ 新 聞 社

⑥ 出 版 社

⑦ 通 信 社

⑧ 総 合 商 社

⑨ 広 告 代 理 店

⑩ 製 造 業

⑪ 。。糎 業/情 報
シ ン ジ ケ ー ト

⑫ 同業 ソフトウエア会社

⑬ コンサル タ ン ト会社
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これらのこ とは今後 の業務提携先 ・合併先あ るいは顧客 を考 える上 で参考になるものと思われる。

次 に第7.2-17図 は,こ れまで とは逆 に ソフ トウェア市場へ の他業種 の進出可能性 につい て同

様に大手=一 ザ(40社}か らの意見 を示 した もので ある。A図 によると,大 手 コ ンピュータ ・ユ

ーザが最 も強力 な競争相手であ ると予 想 してお り,次 いでコ ンピュータメーカである。現在 コン'

ピ ュータメーカは6.2の ケ ースス タデ ィで述べた ように ソフ トウェア市場 の53.3%(ソ フ トウ ェ

ア会社は36.9%)の 市 場 を占めてお り,し かも比較的高 度な技術 を必要 とする分 野での委託 が多

い状態で今後 とも強 力な競争相手 とみ られる。

またB図 の進出 を予想される大手ユ ーザの業種 につい ては,総 合商社,製 造業,銀 行業 が取D'

上 げ られてい るが,広 告 代理店 が意外 と低い。 しか し広告 代理店 はその情報九 才ーガナイズ能力

顧客開拓能力,資 金 力,人 材いず れ を取 ってみ ても強 力 な存在で あ り,今 後 の動向が最 も注 目さ

れる産業のひ とっで ある。

●

★ 〈第7.2-17A図 〉 ソフ トウ ェア市場進 出予想(強 力 な競 争相 手

と予想 され るもの)'

① 大 手 コン ピュー
タユ ーザ

② コ ン ピューター

メ ー カ

③ 計算 セ ン ター

三)大 学研究機関

、き)そ の他

0 10 20 30

★ 〈第7.2-17B図 〉 進出 を予想 される大手ユーザの業種

件 数

40

① 銀行業

② 広告代理店

③ 証券業

④ 製造業

さ)総 合商社

⑥ その他

8

1

1

8

9

曹

●

0

0 1020
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7.2.3コ ン ピュー タ ・ユーザか らみ た ソフ トウェア市場創造の 方向

(1)今 後 の コン ビ 一 夕利用 の動 向

今後の コンピュータ利用の方向 としては,デ ータベ ースの形成 に よる情報の有効利用,意 志決

定への利用等の経営管理への貢献 と定常的業務 の機械化効果 が二大 目標 として上げ られ,ト ップ・

ミドル ・クラスへのサー ビスといった質的側面が強調 されている。

また最 も重要 になる と予想 される適 用業務 は販売管理,生 産管理 経営管理業務 であ り,こ れ

をシステ ム面か ら見る とデータ ・ベ ース を中心 とす る業務 間統合 システムー ト一 夕ル システム・

イ ンテグ レー トシステム ー へ の指 向が強 い。従 って処理 レベル も予測,解 析 といった高度 な内

容 を含む もので,処 理 モー ドと して はバ ッチシステムに加 えてオ ンランパ ッチシステ ムが中心に

なるよ うである。

そ して1975年 前後 のシステム構成 をみる と,大 手 ユーザ ーにあ っては新機種導入 をはか り大型

機,超 大型機,ま た は複合 コンピュータ ・システムの機能的結合な ど多際な企業情報 システムが

展開 されるもの としている。

また業務処理 量 と しては,1975年 ま でに現在 の2～3倍,コ ンピュータ要員 は1・5～2倍 とな

り,そ の時 のコ ンピュータ関連支 出の対販売 高に占め る比率 と して は0.5～0.99%が 適 当である

と している。そ して具体的 には, .運用統 計費 が2.6倍,機 器関連費 が2.3倍,人 件費 が2.1倍,

外 部委託費が2.8倍 にな るとしてお り,機 器 関連費:人 件費:外 部委託費 は凡 そ5:3・5:1・5

の割合 になる もの と予想 してい る。

これ より1975年 におい て,ハ ー ドウェア投資対 ソフ トウェア投資 は1:1と な りこれ らの ユ ー

ザ ーにおいては,外 部委託金額が現在 の8倍 前後 にな るもの と予想 されるこ とecな る。 しか もこ

の上 コ ンピュータの設置台数 は,現 在 の3倍 以上 にな る と高度化計 画では予想 している。

6

(2)今 後 の コンピュータ利 用の問題点 と外部機関

今後 の問題点 としては,社 内 システ ム化,合 理化 の遅れ とソフ トウェア要員不足 それに関わ る

労務諸問題 が上 げ られている。 その対策 と して,シ ス テム化 ・合理化 ・標準化 の推進 ・トップの

積極的参加,要 員教育 な どが上げ られている。

特 に上級 情報 処理技術者 の不足 は深刻であ り,加 えてコ ンピュータ要員全体 に関 しては,.終 身

雇用,年 功序列 制度 といった 日本的経営 風土 との関 係で,そ の処遇(給 与,残 業,昇 進 ローアー

シ ョン,組 合)を 巡 って労務諸 問題 が今後 最大の問題 になる と予想 される。

また,業 務処理量の増加 に比べ て要 員,経 費の伸びは少 な く,コ ンピュータ部門 にお ける生産 。

性 の向上が重要 であ ることがわかる。 しか し知的 労働 を主体 とす る コンピュータ部門 での生産性

の向上 はコ ンピュータの コス トパー フォーマンス の上昇 を考慮 して も,極 め て困難な状態 が予想

される。今街 業 務が多様化 し,高 度化,複 雑化 する もの とみ られるが,上 級情報処理技術者 の
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不足,要 員教育 の効率 の悪 さ,社 内業務 の システ ム化,合 理化,標 準化の遅れ といった環境 の中

では所期の 目的 を達成す るにはかな りの困難が予想 され る。 そこで,独 立 採算性 の実施 ・コンピ

ュータ部門 の独立 な どとともに外部機関 の効果的 な利 用 を促進する ことがひ とっ の方策 として考

えられるが,そ のた めには ソフトウェア会社 を始 めとする外部機関の経営努力 にょる質的な成長

が大前提である。1

ま たこの社内システム化,合 理化,標 準化 の遅 れが汎用 プログラムの利用 を妨げ ている最大 の

原因である とい える。 従 って今後急激な増加 が予想 される ソフ トウェア ・ニーズに対 してその大

部分 を自社 開発で行 な うとすれば,多 方面 にわた る高度 な専 門家 が多数必要 であ り
,そ の額は尾

大な額 になると予想 される。 これは,極 めて不経済な ことであ り,産 業全体 でみ る と老大な重複

投資 が行 なわれる ことを意味する。殊 に大企業 は組織 が巨大 であ り,シ ステム化,合 理化,標 準

化 の推進 には相当の困難 が予想 されるが,何 にも増 して今後,力 を入 れる必要 があ ることは謂 う

まで もな いことである。

そ の点,中 小企業 は組織の規模 も小 さく,柔 軟性 に富んでいる とい える
。 しか も大企業 に比べ

てコンピュータ要 員・経費 面ともに充分 ではな い中 にあ って大企業 との間の情報格差が
,大 きな

問題 として採 り上 げ られている。 従って今後中小企業 にあっては シス テム化
,合 理化の推進 コ

ンピュータの共同利用体 制の確立 と汎用パ ッケージの利用等の対策が中小企業 の情報化 を促進 す

る上 で重要 な役割 を果たす もの と考 えられる。

従 って今 後外部機関 の効果的な利用は企業 の情報化,コ ン ピュータ利用の高度 化 を推進する上

で非常 に有益 であ るといえる。そ のためには コンピュータ利用計画等 の中で
,費 用効果的 な側面

技術的 な側面 よ り外 部機関の効率的利用方法な どを検討 し合理的経済的な外部機関利用 を促進 さ

せる必要が あると思 われ る。 一

また今回の調査で,明 らか にされたこ とがあるが,ソ フ トウェア利用経験 のあ るユーザ ーの ソ

フ トウェア会社 に対 する好評 さに比べ利用経験 のないユーザ ーの ソフ トウ
ェア会社 に対する不評

さは印象的であ り,多 分 に 「くわず嫌 い」 とい うところもあ るように思 える。

今後PR等 に よる理解 の促進 を図る と共 にユーザーにあ っては外 部機関利 用の効用について積

極的 に検討 するこ とが望 まれる。

も

(3)コ ン ピュー タ利用評価基 準の確立

今後,最 適な コーンピュ一夕利用 を進 める上において,具 体的 な評価基準 ,評 価方法 を持つこ と

は大切 なことである。特 に急激な伸 びが予想 され るコン ピュータ関連 諸投資 に対 して,具 体的 な

.評 価基準,評 価方式 を持つ こ とが何 よりも重要である。

それは コンピュ ータ利用が,こ れまで以上 に質的 な側面 に移 行する ことか ら採算性や効果を測

定 す ることが,一 層 困難 となる と予想 され,コ ンピュータ利用の経 営貢献度 を知 ることが ます ま

す難かしくなる越 である・その結果 蹴 な額 に相当する雌 が行なわれる・とにもな り
,適
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、

正 なコ ンピュータ利用か らは程遠 い ものになる危険性 があるか らである。

また評価基準 は外部機関利用の選択基 準に もなるもので,効 率的な外部機 関 の利用 を行 なう上

においても必要 である。

現在,経 営 に対 して具体的 コ ンピュータ利用の評価基準 を持つ ユーザ ーは非常 に少 い(11%前

後)状 態 である。 今後 のわが国 の情報化 コン ピュータ利用の高度化 を促進 させる上 で大 きな問題

を投 げかけるもの と予想 され る。

以上 の ように今後 の ソフ トウ ェア市場 は巨大 な可能 性を持 って'いる。 しか しそ の顕在化 のため

には,幾 多の難問 が控 えているこ とはこれ まで に指適 した通 りである。

なかで も,ソ フ トウェアの価値 の確立 と価格問題 ソフ トウェア会社にお ける革新努力が,今

後の最大の課題 である とい える。 しか も,わ が国の情報化 の進展 の上で ソフ トウ ェア産業 に期待

され る役割 は多 大であ り,今 後 の ソフ トウェ ア産業 における経営努 カ ー マーケ ッ ト・オ リエ ン

テ ソ ド・テ クノロジー ・オ リエ ンテ シ ドー と政策努カ ー ソフ トウェア価値 の確立 一 がその

意味 において も注 目される訳 である。

これ らの成否が,今 後の ソフ トウェア市場 の規模 を直接 決定 し,ひ いて はわが国情報化 の進展

の動向 に影響 を与 えるもの と予想 され,そ の責 任は重大であ るといえる。.
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8.資 料 編

'

、

8.1自 由 意見 の内容 一 アンケ ー トX'よ り一

以下はア ンケー トX「 における 自由意 見 の内容 にっい てその概略 を要約 した もので ある。

9

、

8.1.1評 価 基準の現状 と今 后にっいて

コンピュータの利用効果 を,ど の ような基準 に基 いて評価 しているのか,あ るいは どの ような

方法で評価 してい るのか とい う点 についてユ ーザーの反応 は さまざまである。

評価 の方法 あるいは基準 は コンピュータの導入 目的と不可分 の関係に ある。すなわち導入の目的

は大き く二つにわけ ると,一 つ は事務の コス トダウ ン人件費の削減事務処理 の合理化等 に代表 さ

れる経済的効果 の達成 で あり,一 つ は管理 の高度化,経 営方針 決定,取 引先,顧 客 に対す るサ ー

ビスの向上等の非経済的効果 であ り.い うまで もな く前者 が コンピュータ導入の第一次な 目的 を

形成 してい る。

これ らに対応 して,ど の よ うな評価体系 が考 え られているかとい うと,ア ンケ ー トXに もあらわ

れてい るように一般的な傾 向 としては.ま ず評価体系 が明確化 されてい ない点 が指摘 されなけれ

ばな らない。

しか しなが ら,評 価体 系 に関す るさま ざまな意見 を集約分類 してみる と(便 宜的 な分類 で各 々

の間の意味的 な差はそれほ ど明確 でない として も)一 応次 の ように考 えるこ とができる。

・ ④ 省力型 ◎ プ リ ・ポ ス ト型 ◎ 目標管理型 ◎ ユーザ ー型

以下 これ らについて要約 する。

(1)コ ン ピュータの導入 目的

コンピュータの導 入 目的 は当初事務処理 の合理化,人 件費の削減,超 過勤務時間の短縮,在 庫

の適正化,資 金回転率 の向上,事 務処理 の集中化,一 元化,標 準化,補 助帳表 の廃止,間 接部門

の人員削減,人 員増加の抑止 日程の短縮等々直接的 にコス トダウンにつ ながるもの.あ るいは コ

ス トア ップの抑 止につ ながる もの とい うように経済的な効果 と して考え られてい る。

これ らは従来,人 間 のや っていた ことをコンピュータがその正 確性迅速性 をもって代行吸収ず る

過程 であるが,コ ンピュータの導入 目的 と してはやや積極性に欠けてい る。

コンピュータプロパーの積極的な導入 目的 としては

○ 販売 会社 にお けるマーチ ャンダイ ジ ング情報 の一元化

○ 人海戦術では不可能 な統計解析

○ 経営諸資料 の整備 による経営方針策定への参画

○ 管理水準の向上
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○

○

・
○

企業 トータルシステム確立 による企業実態 の把握 診断

企業組織の改革,業 務処理 システムの確立過程 における諸制度の再検 討

科学技術計算分野 にお ける

複雑 な技術計算 の実現

技術開発の向上,ス ピー ドア ップ

等。が指摘 され,大 手一 ザ ーの現段階 にお ける目標で ある とともに多 くの企業 が今後 ・ンピ・

一夕に期す る目的 となってい る。

これ らはいわゆ る・ン ピ。プ 利用 の高度化 であ り,そ の波 及効果 と して誤謬 の排除 による得

意先の信頼度 の向上,取 引先に対 するサービスの向上,企 業イメ ージア ップにつながるもの とし

て考 えられている。

② 、評価体系 の現状

④ 省 力 型 、 δ ・

評価体系の現状 は,業 種,企 業規模,コ ンピュータの導 入経験 な どに よって各 々まちまちであ

,,こ れ とい 。て決め手になるよ うな基準,方 法論 に欠けて・・るが・ これ らの中で最 も多い もの

が この省 力型 の評価体系で ある。.,

これ は先に述べた導入 目的 を経 済的効果 としてみ ようとす るの に対 応 してい・るもので あ り,コ ン

ピュ一一タの利用状 況 を多 かれ少 なかれ金額に換算 して評価 しよ うとす るものである。

内容的 には

○ 人員 を指標 とす るもの

業務 の増加/人 員の増加

売上高の伸び/人 員 の伸び

EDP処 理時間/人 員節減率

電 算機部門 の人 員/間 接部門の人員

長期的観 点での間接部門の人員増加率
」

電算室費用/人 員の削減

○ 費用を指標 とするもの

時間外勤務手当の削減

売上高/電 算室費用

人件費./電 算室費用

時間外手当/業 務量の伸び

EDP処 理原価

在庫の減少,輸 送費の減少,資 金効率の向上etc

O時 間を指標 とするもの

対象業務の工数削減,処 理の迅速化
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客 待ち時間 の短縮化

決算業務 の〆切 後終 了までの日数短縮度

資料作成の必要 日数度 とエラー率

⑥ プ リ ・ポス ト型

コンピュータ導入 の効果 を経済的な基準 に求 めるのは最 も基本的 であると考 え られ る。

プ リ ・ポス ト型 も評価の基礎 は コス ト削減 な どの経済的 な効果 に求 めている点 は前述省 力型 と同

じだが,評 価の方法 として コンピュータの導入 前(プ リ)と導入後(ポ ス ト),つ ま り手作業 と機 械 作

業あるいはコンピュータがなか ったとしたらというような仮説的な対比によってコンピュータの利用効 果

を明らにしようとするもので,比 較的 コンピュータを導 入して間もない企業に多 くみ られる。

具体的 には,

○ あ らか じめ定 め られてい る依頼用紙 に手作業 の場合 の費用 を記入 させ機械化費用 と比

較 した上 で効果の あるものだけ を実施す る。

○ 関係者部署 の業務量及び質が コンピュータ導 入に よ り減少 したか あるいは資料到着 が

早 くなったか

○

○

○

○

○

○

また特殊な意見 と して

外部委託 計算時の費用 と自社 導入 の費用 との比較 でみ る とい うものもある。

一方 この考 え を更 に高度化 した方向 と して

業務量 の増加/人 員の増 加/経 費 の増加/コ ンピュータ化 した ときのシステムラ

イフの設定

をOR的 に予 測 し効率計算 を行 な うとい う方法論 も一部 大手ユ ーザーの間 ではみ られる。

手作業時の人数 と所要日数,商 談の有無,応 用利用の度合と機械化のそれとの比較

機械化の前後における事務処理経費の増減

計算室の費用及び使用の時間等から算出 した資料作成単価と手作業に戻 した場合のコ

ス トの比較

単純手作業業務の機械化による人件費削減率

機械化必要経費(開 発費,運 営費etc)と 現在の対象業務の経費

直接節約人員/手 作業時の予想作業人員'

◎ 目標管理型

コンピュータの導 入 目的 は以上 の ように当初は採算性の向上,経 済効率の向上に求め られている

が,事 務処理 の基本的 な流 れの中に コンピュータが くみ こまれ、 もはや コンピュータな しで は日

常 の業務処理 は考 え られな くな って くるとコンピュータの利用 目的 はよ り高度化多次元化 して く

る。 ここでは経済性 の追求 とい う一元的 な 目的 に とどまらず よ り広 く,例 えば顧客取 引の円滑化

管理水準の向上 あるいは管理サイクルの短縮化,経 営計画 へ の参 画等 より積極的 な意味 あい を強 め

て くる。
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それは コンピュータ部門サイ ドか らみれば コンピュータ部門 プロパ ーの路線の確立 であ り,プ ロ.

パ ーの計画の明確 化にほかな らない。

このよ うな段階 における評価体 系は対売上比率,対 人員比率等 の他者依存的 な基準 よりもむ しろ

自身 の計画 に対す る 目標達 成度 の方が よ り重要 とみなされ前面に押 し出 されて くるので ある。

これ らの具体的 な内容 は

○ システム開発計画 に対 す る達成度(例:平 均50%の 達 成率)

○ 長期(5ヶ 年)EDP化 基本方針 をベースと した期別 の電子計算機推進委員会 に よる

評価査定

○ 毎期の役員部室長 会議 で計画 を検討承認,期 の中間,終 りに計画 と実際の比較

○ 問題解決 にコンピュータが どれだけ貢献 したか

○ 利益向上 に 〃 〃

というような意見 に集約 される。

◎ ユーザー型

今 までに述 べて きた評価体系 とは異 な りユ ーザ ー型のそれ は コンピュ'一タ部門 に対 す るエ ン ド

ユーザ ーの満足度 を尺度 と している点 に大 きな特徴 を求めるこ とがで きる
。

コ ンピュータ利用 に対 する評価体系 が省力型 を代表 にプ リ・ポス ト型 あるいは 目標管理型 が一般

的で あるのに対'し,こ のユ ーザ ー型 は どちらか といえば.少 数意見 に属す るものである。

しか しなが ら,今 後の コンピュータ利用の あ り方 をみる上 で看過す ることのできない重要 な方向

の一つ を示唆 してい ると思わ れる。

要約 される意見 と しては

○ アウ トプ ット帖表 の質的量的 な有効利用度

○ エ ン ドユ ーザ ーの満足度

とい うように,こ こではエ ン ドユーザー とコンピュータ部門 とのイ ンターフェイ スの問題が重視

され両者合同 の委員会利用度 に よってコ ンピュータ業務の運営 の円滑 化が期待 されている。

我が国におけるコンピュータ利用 の評価体系 はこの ように,'さ ま ざまな方向で検討 されている

が絶対的 な決 め手 とい うものは見当 らずむ しろ適正な評価体系 の整備の困難 さが印象に残 る。

評価 を明確化 させてゆ く方法論 として も,例 えば社内ア ンケー トの実施,社 内イ ンタビューの

実施,委 員会利度の下での検討 な どがあげ られて いるけれ ども,例 えば企業の上層部が よい と認

めたか らというような意見 に示 されてい るように,総 じてまだあま り真剣 に とりあげ られていな

いようである。

む ろん一部 の大手ユ ーザ ニの中には高度 に理 論化 された評価体系 をもっている ところ もあるが,

それは氷山の一角で,我 が国 の ソフ トウエ ア市場 とい う次元 で考 えた とき,い わゆ るコンピュー

タブームの中 で,と りあ えず導 入 とい うよ うな企業 もかな りの数 にのぼ っている と思わ れる。
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8.1.2意 思 の疎通 について

〔概評 〕

総 じて各社 ともに コンピュータ部門 と他部 門 との間に満足すべ き意思の疎通 は行われていない。

各社各様に努 力が払われている。 まず,全 体 の意見は(1洪 通 に理解 を深め る場 を設 け,ま たは設

けたい とい う希望 を述 べている もの,② コンピュータ部門が積極的に他部門 に働 きかけて理解 と

協力 を求 めるべ きである どする もの,(3)他 部 門が コンゼ ユータの理解 を深 め知識 を習得すべきで

ある とす るものの三 つのカテゴ リーに分け られる。 ・

① 共通に理解す る場 を設 けるとする意見 と しては

A

B

C

D

E

違 和感 を解消 し双方が理解 し合 う場 の必要性 を感 じている。

各部課 よ り委員 を選 出 しコンピュータ専 門委員会 を結成 して定 期的 に開催,意 思統 一

に努 めている。

機械部門長が座長 とな り,事 務合理 化委員会 を定例的 に開催 してい る。

コンピュータの利用 について他部門 のものは積極的 に理 解 しようとい う努 力が足 りな

い。gた が って コ/ビ ュータの知識 をまずPRし,そ の上 で話合 のでき る場 を設 けてい

く必要 がある。

,他部門が まず 自己の業務 を明確 に把握 し,目 的,機 能.判 断 華準 をきめ,『コンピュー

タ部門の担 当者 は各部局 のニ ーズを全体的 な観点 かち把 らえて,シ ステ ムの調和 をは

かる必要が ある。

② コン ピュータ部 門からの働 きか け とす る意見

A㌘ ピー 榔 門 の担当者は・ 他部F弓の・?ンピ⊂ タ化のニーズ,・ ンピー タに対

する評価 と積極的 に取組む必要がある。

.B特 定 の部門 を除 いて は,
.コyピ ぞ一クに対 する認識 が欠けてい るので社内PBを 積 極

的 に進 めてい る考 え

Cコ ンピュータ部 門のものが定期的 にニーズサ ーベイ を行い,そ の中か ら選択 する よう

努力 している6

③ 他部門が認識 の度合 いを深 めるべ しとの意見

A他 部門は コンピュータの本質 について理解 と認識 を深めるよ う努力 すべきである
。 コ

ンピュータにつ いて過大 評価 と過少評価のギ ャップがある。 正 しい認識 に立脚 し,意

見の相違 を是正す ること。

B業 務部門が管理 目的 に沿 い導入 の 目的 を明確化すべきであるが,コ ンピュータ部 門ま

かせの感が強 い。 ニーズにのっ とった両者 の一体化こ そ肝 要。

また意 思の疎通 をはか るための方法論 としての意見 は

① 日常業務の問題CPU処 理 と業務管理 との問題 システム開発 の問題三点 にわけて対
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応策 を考 えるべ きである。

② 他部門 の管理職に対 す る知識教育,他 部門 の トップが利用効果 に関心 を持つ よ う電算

室 長 と定期的話合い を行 うこと。担 当者 レベ ルで の運用上 の意見 の交換 を行 うべきで

あるざ

③ 不特定 多数 の巾広い電算機教育.機 械化対象の特定部門 との要 員の交流。

④ オープ ンプログラマ ー制 の拡大推進

⑤ オープ ンプランナ ーを養成 し.各 部門 に配置 して業務上 の問題点 を抽出 しプ ロジェク

トチ ームによって業務の推進 をはかる。

⑥ 業務部 門は概 して.電 算部門に対す る関心 が薄いた め企画力に乏 しい。

利用部門で の認識 を深 めるた めには実証す る しか方法 がないが.そ のためには外 部の

専門機関 を利用 す るのも一方法である。.

また問題点 と して指摘 している例 と して は

① 現業 に精通 してい るベテ ランが コンピュー タ部門 に参加 で きないため,業 務知識 の足

りない ものが,シ ステ ム設計に入 ってい る場 合が多 い。

② コン ピュータ部 門の人材不足 と,コ ンピュータ部 門の担当者が他の部門 の業務知識に

欠けてい るため,円 滑 に行われていない。

③ 複 雑 で面倒 なコン ピュータ作業 に立 入 りた くない とい う心理 が ミドルに強 く働 らいて

い る。 原価予算統制強化の両面よ りこの空気 を打開 して行 きたい。

④ コンピュータの理解者 が少ない。中間管理 者の教育 が絶体必要。

最後に成功 して いる とい う意見 に

① プ ロジ ェク トを形 成 し,随 時浸透 を図 ってい るので,相 互 の意思の疎通 は よくとれて

いる。 ,

② 他部門の コンピュータ部門に対す る業務上 の要望,コ ンピュータ部門 の他部門 に対す

る実情の紹介PRな どコ ミニュケーシ 。ンはよ く行 き とどい ている。

〆

8.1.3重 点的 な業務の開発にっいて,

〔概評 〕

業種 によって重点的 に取 り上げ る業務の内容が異 なる こと、 コンピュータリゼーシ ョンの進行

の程度等,事 業の置かれている環境,条 件 に よって各社 の意見 はまちまちであるが共通 した部分

を集約す る と次の通 りで ある。

① 開発の重点指向性の高 い順 に列記す ると

生 産管理 システ ム … 圧倒的 に多い

在 庫管理 システム … かな り多い

経営管理 システム

ーIM－
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原価管理 システム

市場調査,需 要予測

販売管理 ヅステム

受注管理 システム

工程 管理 システム

商品管理 システム ・

② コンピュータ リゼーションの進度 によって仕別け してみ ると

④ 初期的 な段階 の ところでは

④ コ ンピュータに移行 し易 いものか ら導 入 し,漸 次必要度の高い部門に移行 す る。

㊥ 当面 は事務 処理 の機械化 のシステムをつ く りあげたい。'

6機 械 化対 象業務 をと りあげるに当 り現在 は声の× きいものか ら処理 してお り,統 一

されていないが,今 後 は トップの段階で重点的施策 を打出 しそれ に コンピュータが

貢献 していくよ うな方向に もっていきた い。 ..

⑧ 進 んでいる ところで は

④ 業務 のシステ'ム化が完成 したので トータルシステ ムの検討,開 発MISへ の アプ ロ

ーチ を期待 している。

@原 価管理 を中心 とした トータル システムへの移行

◎ オ ンライ ンに よる ト三タルシステムの確立

な どがある。

③ 業種別 にみ た傾向 は

④ 製造業

何はおいて も生 産管理 全般 を1日 も早 くコンピュー タ化 したい。

⑧ 航空業

FMC(FlightMonumentContm1),C「Kin業 務 の簡素化,

航 空 券の 自動化,部 品 の時間管理

◎ デパ ー ト

商品管理

⇔ 金融業

オ ンライ ンバ ンキ ングシステムの完成

A

8.1.4人 事 ローテ ーシ ョンにつ いて 一

〔概評 〕

ローテ ーションの必要な こ とは痛感 してい るが,全 社的な甚 野か ら解決す ることは困難で ある。

したが って現在 はまだ行 なってい ない が,将 来 は是非実現 したい。 ローテーシ ョンを行 うと,現
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在 の限 られた人員の下では,コ ン ピュータ部門の作業 が停滞す るおそれがあ り,さ りとて実行 し

ない と仕事はマ ンネ リ化 して しまい,企 業の中で孤立化 して しま うおそれがある,と い う意見が

圧倒的 に多 い。 ローテー シ ョンを阻害 している要因 と しては,

④ 人員的な余裕がない。

㊥ 高度な専門的知識,特 殊技能 が要求 され るので短期養成では間 にあわない。

◎ 専門職的 な色彩が強 くな るため勢い職場 が固定化す る。

各意見 のな かには実施 してい るとい うところもあるが、 それ も全社的スケールでは定型化 してい

ない。 しか しコンピュータ部門内部での ローテーシ ョンは抵抗 が少ないためか比較 的円滑 に行な

われているよ うであ る。

① 実現 してい るという意見例

⑨ プログラマーにっい ては5年 サイ クルで実施

⑧SEに つ いては,手 がつけ られないが,そ の他 は毎年新 人を入れて交替要員 を養 成 し

.な が ら入れ替 えを行な ってい る。

②n■ テーシ ヨンの必要は認 める,仮 りに実施す ると した場合その方法論

⑧ 全社的 ズケールで実施 する場 合の方法

④ オペ レータは高卒者 を充て,3～4年 で他部 門へ配転す る。

プ ログラvtSEは 会社 の業務知識 が必要 だから業務経験者(25～26才 位)を 充 当

す る。

㊥ 要員 に余裕 をもった上 で教育 し,修 了者 を他部の重要 ポス トに配転 する。(ナ ープ

ンプ ログラマ ーの養成)。 ・∵ ・ 、

○ 新規採用者 とコンピュータ部で1年 間 教育 した上 業務部門へ配転 し,さ らに業 務部

門か らシステム設計部 門に移す。

なお,ロ ーテ ーシ ョンの期間 にっいては2年 説,3年 説,5年 説 まちまちで ある。

◎ オペ レータには新 入高卒 を充て,3年 経 過後 プログラマーにす る。 プ ログラマーに

は新入学卒 若 しくは,オ ペ レータ3年 以上の経験者 を充 てる。

、
、

〆

㊤20才 未満 の男子 については3～5年 プログラム教育 を行 いセ ンスの よいものを残 し

て他は現業部門 に配転す る。22～25才 の 男子はSEと して教育 し適材 を 残 して他

部へ配転。管理職 には各部署 の経験者 を充当する。

⑱ コンピュータ部門 内部 での ローテーシ ョンにっ いて

④ 全社的 なローテ ーシ ョンル ー トとは別 に考 える必要が ある。

㊥ オペ レータ→教育→ プログラv-→ 教 育→SE

61コ ン ピュータ要 員間でプ ログラ ミン久 オペ レーシ ョンの ローテーシ ョンを考慮。

◎ オペ レータ,プ ログラv-,SEは それぞれ3年 基準で ローテ ーシ ョンと組む必要
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がある。

⑯ オペ レータは1年 後 にプログラマ ーに まわ しているが,プ ログラマ ーの ローテ ーシ

ョンが困難 なの で,オ ペ レーシ ョンは外部 に委託 したい。

③ ロー テーシ ョンの必要 はないとい う意見

⑭ 適性の有無 を採用時 と5年 経過後 とにわけて定期的にチ ェックして専 業化 させ るべき

で ある。

⑧ プ ランナーの配転 は必要だが プログラマ ー.オ ペ レータにはその必要 はない。

◎ ローテーシ ョンを行 うとコンピュータ作業 に支障 を来 たす し,専 業者 の養成 には相当

の年 月が必要であるか ら適性 あるものの長期配属がのぞま しい
。

◎ 現在 人員(オ ペ レータ,プP.グ ラr7-)の 教育な らびに維 持。

⑧ 現在 の専業者 と配転 させ る考 えはな い。

8.1.5コ ン ピュータ関連 知識 の社内啓発 について

〔概評 〕

コジピュ一夕関連知識の社 内普及の必要 性は大方 は認めてい るが
,現 状ではコ ンピュータに対

す る理 解度がまだまだ低 く,目 的 意識 が全般的 に欠 け,P.Rは 浸 透 していない,と い う意見が圧

倒的 に多 い。

実施 したい,希 望 している とい う声 が大半。

① 何 らかの方法で啓蒙 を行なっている例 と しては

A社 内講習会の開催

④ 全従業員 を対象 にプ ログ ラム教育を行なっている

◎ 階 層にわ けて,管 理者については社外 教育,担 当者 については社内教育 を行 な って

い る。

6コ ンピュータを教 えるとい うよ りは仕事 の仕組み,流 れ,伝 票処理の考 え方 に重点

をおい て啓蒙 してい る。

'◎ 一般的な講習のほかに
,随 時,社 内事務処理 システムEDP化 業 務の説 明会 を開いて

い る。

㊦ 現職者は別 として新入者 に教育の万全 を期 してい る。

61社 外 講師の治用

B社 外講 習会 の利用

C通 信 教育,映 画会の開催

D社 内報 また は計算室月報 の利用

Eオ ープンプログラマ ーの養成,配 転 に よる啓蒙

② 特 殊な意 見 と しては
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A

B

C

D

E

F

コ ン ピュータの一般抽象的 な知識 を吹込 んで も無駄で ある。要は同業他社 の実例 と自

己評価 こそが効果的 な啓蒙 となるであろ う・

コンピュータに関連 した優れた啓蒙書 が不足 してい る。市販のものは徒 らに コンピュ

ータア レルギーを増大 させるような悪 作用 を及ぼ すのみ である。

ハ ー ド,ソ フ トの知識 よ り活用 のた めの事 例研究 が先決 である。

一般 関連 知識 の普及 をはか るよりは個別業務(実 務)を 通 し・開発 の実績 を通 じて具 『

体的 に啓蒙 したい。

性急 な啓蒙 は寧ろ反発 を誘 うだけで あるカ・ら機会 をとらえて地道 に普及化 をはカ'味

い 。

コ ンピュータ部門 が,社 内啓蒙 のた めの リーダーシップをどるべ きではない。関連知

識 の吸収 は各セ クシ ョンが自らの意思で意欲的に行 うべ きものであって,さ もないセ

クションは消滅す るのみである。

⑱

.

㎡

③ トップに対す る意 見

(ド ップは総 じて コンピュータに対す る理解度が低いので これの啓蒙 こそ先決問題で

あ る,と の意見が非常 に多 い。)

A

B

C

D

E

F

トッ プは コンピュータに対 し、認識不足なので外部の教育 に参 加 させ る必要がある。

トップは積極的 にEDP化 を リー ドす べきである。

トップか ら洗脳 の必要 がある。

トップを啓蒙 す ることが最 も必要 で ローア クラス,は自然 これに倣 う。

トップはムー ドと しては機械化 を理解 しているが,現 実 の問題 となる と尻込 み して

しまう。

トップが中心 とな ってベ ーシックコースの受講 を推進中であるが,実 に熱心 なので

遂次効果 が現われて きている。

④ ミ ドル に対す る意見

Aト ップよ リミドルの教育の・方が先決で ある。

Bミ ドル の啓蒙 を中心 に考えてい る。 ミドルをアンチ コンピュータ派にす ると;現 実

面 で動 きが とれ なくなる。

⇒
」

,

β.
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8.2イ ン タ ビュー調査要約(大 手 ユーザ27社)

8.2.1コ ン ピュー タ利用の評 価 と問題点

◎ コン ピュー タ利用の評価

一 直接効果 プラス αの効 果はある
。

一 評価 方式 は難 しい
。(何 らかの形で評価 を行 ってお り,中 には適用業務開発決定 のた

めの評価プ ログラム を開発 して使用 している所 もあった。)

◎ 適 用業務 の開発

一 アプ リケーシ ョン類 はすべ て自社 開発
。

(理由)1.業 務 知識(対 象業務部門の人間 がプ ロジ ェク トに必ず参 加)

2メ ンテナ ンス

3教 育投資OJT

－ ニ ーズの吸収 に関 しては積 極的 であ り色 々 と工夫 しているよ うで ある
。 これも10年

以 上の コンピュータ利用経験 に よる知恵 で ある。

(例)1.社 内 ヒア リング

2機 械化要望書

3'MIS委 員会

4研 究会,勉 強 会等

一 適用業務 の開発 に当 っては
,大 きな傾 向 と して,次 の3つ の方向がある。

1.ニ ー ズ優 先型

2採 算性優先型

3安 全性志向型

一 開発 はほ とん どが
,年 間計画に よって行わ れてお り,ソ フ トウェア会社 と しては年

間計画策定以前 にアプローチす ることが望 まれ る。 その場合 コンピュータ部門以外

の業務 部門へのアプ ローチが重 要 となって来 るこ とが指摘 された。

一 ビ ッグ ・プ ロジ ェク トは トップが決定 してお り
,そ れ以外 は年間計画 によって運用

して いる。緊急 の仕事 は概 ねコ ンピュータ部門長 の判断 にて外 部委託等 を決定 して

いる。 この場合担 当者 の意 見が委託先決定 に対 して ウェイ トを持 っている ようであ

る。

一 外部委託 はこのよ うに緊急 のプ ロジ ェク トの場合 が多い。

一 業務 の3割 か ら5割 がメ ンテナ ンス を中心 と した仕事である
。 この場合 メ ンテナ ン

ス を広義 に解釈 し,改 良,改 善,統 合 とい ったシステム高度化業務発展化 過程 を意

味す る概念 まで拡張 して理解 す る必 要がある。

一 要員問題 とも関係 するが,メ ンテナ ンス,コ ミュニ ケーシ ョン,業 務知識 の要請 か

一177一



ら,業 務部 門別 にコンピュータ要員 を専任 としてい る所 がある。 そ して コン ピュー

タ部門内でのローテシ ョンは、 その間で行 っているとい うケースもあった。

◎ パ ッケー ジの利用

メーカ ライブラ リー は,ほ とん ど使 っていない。(汎 用性 と効率 との相反関係)

OSの 一 部 を自社能力で改良 してい る所 もあった。

メーカ のS・Eに 対 してユーザがOJTし て いるよ うな ものだ との声 が聞 かれた。

◎ コン ピュータ要員

いずれ も理想 か らいえば要員は不足 している。 しか し現時点のみに限れ ば大手ユー

ザ にあ って は,そ れ程深刻な状態で はな い。 当面 は現状 の人員 で質 の向上 を図る と

い うこ とであった。

特 に不 足 しているのはシステム ・アナ リス ト,プ ランナー と信頼 で きるプ ログラマ

ーであ った。

要員教育 は相 当力 を入れてい るといえ る状態であ る。

要員 は新卒 が多い。他の部門の人材 はプロジ ェク ト時 に参加す るケースが多 い。

コンピュータ部門は,ト ータル ・システム,シ ステム思考 の観 点か ら,次 代 のマネ

ジメン ト候補 の教育 の場 としての機能 も期待 されているよ うで ある。(シ ステム,

アナ リス ト,シ ステム ・プランナー)し か しローテージ ョンは うまくい っていない

状態で ある。 これは理想 と現実 の違 い といえる。

教育(OJT)と 考 えて適用業務 を開発す るケースがあ り,場 合 によってはプ ロジ ェ

ク トの成否 より,そ の間のスキルの向上,ノ ウハ ウの獲 得に大 きなウェイ トを置 い

ている所 もあった。 　

全体 を通 じて高度な専門能力 を持 った人材 が相 当いるよ うであった。特 に自分達 が

必 要 とする分野での ソフ トウェア会社の技術 力に対 して高い評価 は していない様子

であ った。

また必 要があれば高度な ソフ トウ三アで も自分達で作 るとい う気概であ った。(運

用経費 人材 ともに,今 回のイ ンタビュー対象 ユーザー は,最 も豊富 なクラス に属 す

るものであ ったか らで あろう。)

労 務問題 は将来 の問題 と してお り,現 在 はキーパンチ ャーの労務 問題 に困ってい る

模様で あ り,・その対策 としてデータ発生部門で処理す る方法 を取っている所 もあ っ

た。

◎ 将来計画

オンライ ンの拡張 とデ ータベースの形成,生 産管理 システム の充実が上 げ られる。

しか し,大 方 は採算性 との兼合いで決 める とのことであった。

◎ 標準化,シ ステム化
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一 組織が巨大で,歴 史 も古いためその必要性 を痛感 しているものの,う ま く行 ってい

る所 は極め て少 ないこ この点 に関 して トップの役割 が重要であ ると していた。 これ

が汎 用 プログラム ・パ ッケ ージの利用 を妨 げ るものであると共 に,シ ステム高度化

業務発展化 を徒 らに困難 なもの と し,そ の開発投資額 を膨大 な もの と している原因

で ある といえ る。

◎ コ ンピュー タ部 門の位置

一 全社的な情報 の集 中 と
,適 用業務開発決定権 を大 きく左右す る担 当部門 と して社内

主流部門 と しての地位 にある所 が多 く,自 負 も強 いものがあ った。

◎ 研 究会 その他諸活動

一 メー カのユーザ会,講 演会,研 究会 などで活躍 を している所 が数社 あ り,わ が国の

企業情報化 のオ ピニオン ・リーダ;と しての存在 といえる6

8.2.2外 部 委託の メカニズム とソフ トウェア会社 に対する考 え

◎ 非委託要因

1.業 務 知識,社 内事情の必 要性

2メ ンテナ ンス上 の問題(シ ステム高度化,'業 務 発展化過程 か らの 自社 開発 の要請)

3運 用 経費,人 材 の豊富 さ(自 社開発能力の確保)

40JT,ノ ウハ ウの獲得

5外 部諸機関 の実態(効 用,価 格,サ ー ビス等)の 不理解。(→セー ルス体 制,宣 伝

体制 の不備)

6価 格 体系 の未整備

7.過 去 の委託 ケースでの失敗 と不信感(料 金問題 などを 中心とす る契約 問題,信 用

問題 と委託先 の技術力 の不備)"

8不 安 感(問 題 点 を明確化す るこ とが困難 である場合が多 く,問 題意識や二Lズ を第

三者 に正確 に伝達 する ことが極 めて困難であ るとしていた二 これ は,シ ス テム分

析,設 計や システム ・マネ ジメン ト,記 述様式 といったこの分野全般 におけるテ

クノbジ ーの未 発達 が指摘 でき よう。)

9.秘 密 保持 の要請(委 託 した場合,秘 密 は何 らかの形で洩 れる もの としていた。)

10. .ソ フ トウェアセールス,ソ フ トウェア契約 の未 整備

11.説 得 力のな さ(利 用の効 用な どを充分説明で きる所 ば極 めて少 ない とのこと。)

12独 自のサー ビス分野,技 術 分野 を持 たな い。

◎ 今後の外部委託(利 用)

一 当面は緊急 時のマ ンパ ワー リース が主体 とな ると している。

一 全面委託 は今後 ともしない(シ ス テム高度化
,業 務発展化 など を含 むメ ンテナ ンス
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上の問題。)

一 メンテナ ンス に問題 を感 じるため,ス ポッ トものが中心 となる。 あるいは逆 に計算

処理 まで を一括 して外 注す る。

一 アプ リケーシ ョンの開発 は今後 ともコンピュータ部門で行な う。

このよ うに大手 ユーザにあっては,充 分 な資金,人 材な どに恵 まれているた め,現 状

において はソフ トウェアの外 部委託 は積極的 ではない。専 ら要員不足(緊 急時)を 中心

として行 なわれている状態であ る。 しかし今後情報処理ニーズの増大,要 員不足 の進行,

そ の他労務諸問題 の顕在化 が予想 され ることか ら,外 部に対 す る依 存度 は急激 に増加す

るもの とみ られる。 その時 メー カとユLザ の間隙 といった分野 にお いて高度 な技術力に

裏 付け されたユニークなサービス を展開する必要 がある。

そのためには,今 日以上 に

1

2

a

4

5

技術力,専 門分野

マーケテ ィング体制

説得 力のあるセールス体制(契 約方式 価格体系 の整備 等)

責任 あ る作業態度(要 員の質 の向上 プロジェクト・マネジ メン トの確立,コ ミ

ュニケーシ ョンの円滑化)

ア フターサー ビス体制(メ ンテナ ンス体制,ド キ ュメンテー ション)

な どが整備 され る必 要があ るとの意 見で あった。

◎ 期 待す るソフ トウェア会社

1高 度 な技術力 とサービス を提供で きるユニー クな ソフ トウェア会社。(特定 の専

門分野 を持つ こと。)

2信 用 で きるソフ トウェア会社。(外注時には信用調査 を しているケース もあ り,

技術,要 員,契 約,ア フタサービス,経 営 といったすべての面で の革新努 力が

要請 され る。

◎ 期待するサー ビス

1

9
一

3

4

5

ユ ーテ ィリテ ィ,プ ログラム

ユ ーザ ・コンピュータ部門 の通常業務 と重複競合 しない分野,あ るいは補 完関

係 にあるサー ビスな ど。

使用回数 が少ないが,ど うしても必 要な もの。(同業社 全体 では,か な りの数量

になる としている。).

独 自の分野で のサー ビス創造(現 在 ユーザで気 がっ いていない もので同時 にユ

.一 ザに利益 を与 えるサー ビス)

ユ ーザ とユーザ を間隙 にあるプ ログラム(必 要であるが,開 発担 当企業 が決定

困難な場合 がある。)
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6プ ロ グラム と共 に広 く社外 データの蓄積 を必要 とす る分野(市 場調査 ・予測 ・

経済予測 ・経営分析 など)
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8.3プ ロ グラム開発 の方向

8.3.1情 報 処理振興 事業協会開発 プログラムに対す る関心

情報処理 振興事業協会 は,プ ログラムの開発,買 上 げ業務 と して,46年3月 に第1次 分 として

4テ ーマ(① ～④)の 開発 と他 に2テ ーマ の開発 のための調査 を行 ない,引 き続 いて46年9月 に

第2次 分 として6テ ーマ(⑤ ～⑩)の 開発 と1テ ーマ の調査 を委託発注,更 に46年12月 に第3次

分 として4テ ーマ(⑪ ～⑭)と 調査 を委託発注 した。

本調査で はアンケー ト(×)において第1次 よ り第3次 まで の開発テーマ①～⑭ について,ユ ーザ

354社 の反応 を調査 した がその結果は以下 の通 りである。(第83-1図 参 照)

〈第8.3-1図 〉 情報処理振興事業協会開発 プ ログラム

(数 字は回答件 数)

([==コ 関係の深いもの 唖 関心の強いもの)

汎用 ファ リル マ ネジ メン ト

(中型機用)

1122
〃ZZ〃ZンZZZ刀79

各種デ ー タ変 換
プログ ラム

182
〃Zク〃Z〃Z ZZη88

経歴管理を含む系数型

給与計算ブ・グラム
宅 .

〃〃Z/Z%η58
漢字,か な渡 り文

変換 プ ログ ラム

32

〃Z〃 〃Z刀62
数理計 画 プログ ラム 25

〃ZZ勿 ・・
統計解 析 プログ ラム 138

〃Z… 笏59
消費財流通 システム

プ ログラム

41

〃Z〃35
業 務 研 修 の た め の

ンミュレーションプログラム

34

97〃Z〃〃Z〃Z〃Z%Z列
ドキ ュ メ ン ト

管 理 プ ロ グ ラ ム

87

フ〃/Z〃 〃Z〃ZZ〃勿.1・6
プ ロ グ ラ ム.テ ス ト.

デ ー タ.ジ ェ ネ レ ー タ

166
〃Z〃ZZ〃ZZZη78

予 算 編 成 シ ミュレー シ ョン

プ ログ ラ ム
188
101〃Z〃ZZZ〃Z〃ZZZ4

生産管 理 システ ム' い田

〃微 〃〃Z勿 70
ミニ コ ン用

プ ログ ラム.ジ ェネレ ー タ

13

Z勿22

デ ー タ マ ニ ピ ュ レ ー タ 19

Z刀17
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(1)業 務 上比較的関係 が深 いもの

生産管理 システム(123社)汎 用 ファイルマネジメン ト(中 型機用=122社)予 算編

成 シミュレー シ ョン ・プ ログラム(88社)ド キュメン ト管理 プログラム(87社)各 種

デー タ変換 プ ログラム(82社)プ ログラム ・テス ト・ジ ェネ レータ(66社)と なって

お り,生 産管理 システム と汎用 ファイルマネジメン ト'(中 型 機用)の2テ ーマが100

社 を越 え ている。 ・

② 関心 の強 いもの

ドキ ュメン ト管理 プ ログラム(106社)予 算編成 シミュ レー ション ・プログラム(101

社)業 務研修用 シ ミュ レー シ ョン ・プログラム(97社)各 種デー タ変換 プログラム⑱8

社)汎 用フ ァイルマネジメン ト(中 型機用=79社)プ ログラムテス ト・ジ ェネ レータ

(78社)生 産管理 シス テム(70社)漢 字,か な混 り文変換プ ログ ラム(62社)と な っ

てい る。'

従 って,ド キュメン ト管理 プ ログラム と予算編成 シ ミュ レーシ ョン ・プログラム ・

各種データ変換 プログラムは(1)の 関係 も② の関心 も深 いことがわか る。

■

8.3.2電 子 計算機利用高度化計画によ るプ ログラム開発 目標 に対する関心

プ ログラム開発 目標 は ソフ トウェア面 にお けるアメ リカとのテクノロジー ・ギ ャップの解決 を

図 り,同 時 に今後の情報 処理 の進歩 と,広 くわが国経済社会の発展 に大き く寄与ず るプ ログラム

を開発 を行 なうとい う主 旨のも とに策定 された もので,具 体的 には以 下の観点 に重点 がおかれて

いる。

① 電子計算機の高速度化と規模の拡大に対処する。

② 電子計算機の入出力を容易にする。

③ プログラム作成 を自動化する等のプログラム作成能率を向上させる。

④ 遠隔情報処理 を促進 する。

⑤ 社会開発 の促進お よび経 営の効率化 に寄与する。

⑥ プ ログラムの汎 用化 を推進 する。

開発 目標 に掲 げ られたプ ログラムは,主 と して以上 の観点などか ら,開 発 の緊急性 が高 く,か

つ,昭 和50年 度 までに技術的 に試作,'実 用化 または性能向上 が可能 である と予測 された ものであ

る。.・

本調査で は目標 に掲 げ られたプ ログラム を大手ユーザ40社 に対 して調査 した。具体的 な質問 は

開発 目標 のプ ログラムそれぞれ に対 して以 下の質問 を行 った。

① 関連が深 い,役 に立 つ。1点

② 何 ともいえない,わ か らない。………・0点

③ 関連 がない,役 に立 たない。 ・一・一…(-1)点
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(1)プ ログラムの種類別にみた・動向1(第8.3-2図)

第83-2図 か ら分るよ うに通信 制御 プログラム.(24.7点 ゴ ーテ ィリティ ・プログ

ラム(23.3点)事 務処理 プログラム(22.5点)シ ステム性能評価プ ログラム(21・0点)

経 営管理プ ログラム(16.5点)言 語 プロセ ッサ(15.5点)情 報検索プ ログラム(15.4

点)と なっている。

この場合⑧,⑨ の社会開発プ ログラムは対象が大手 ユーザの本社 コン ピュータ部門

で あった ことか ら,そ の評価 が意外 に低 くなったもの とみ られ る。

★ 〈第8.3-2図 〉 電子計算機高度化計画による ソフ トウェア開発 目標

に対す るニーズ(各 カテゴリー別のニーズ)

① 制御 プログ ラム

② 通信制御プログラ
ム

③ 言語 プ ロセ ッサ

④ ユーテ ィ リテ ィプ
ロ グラム

⑤ 経 営管理 フ'ログ ラ
ム

⑥ 事務処理プログラ
ム

.互:科 学技 術計 算 プ ロ

グラム

⑧ 教育,訓 練 プ ログ
ラ ム

⑨ 医療用 プロ グラム

⑭ 自動 制御 用 プ ログ

ラム

⑪ 情報 検 察 プ・ グラ'
ム

⑫ パ ター ン処理 処理
プログ ラム

⑬ 翻訳 お よび 思考展

開 フ'ログラ ム

動 システ ム性 能評価
プ ログラ ム

0 10 20 30

MAX・ …40点

MIN・ …(-40)点

40

酬

一184一

)



ゴ

、

、L

'

② 制御プログラムの動向(総 合点8点)

★ 〈第8.3-3図 〉 電子計算機利用高度化計画によるソフトウエア開発計画
に対する関心

一制御プログラムー

(イ)総 括 繍 ブ'
ログ ラム

(ロ)汎 用制御 プ
ログ ラム

←・)専用制御 プ
ログ ラム

(二)ヒ ュ ー リス

テ ィ ック制

御 プ ロ グ ラ

㈲ 汎 用制御 プ
ログ ラム

(吋 専 用制御 プ
ログ ラム

(ト}衛星 計算機

用の制御 プ

ロ グラム

げ)独 立 コン ピ

ュー タ用の

制御 プログ

フム

(リ)機 器制 御用

の制御 プロ

グ ラム

0
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01

10 20

[=コ ー 関連が深い'役 に立 つ

CZZZZZI－個 ともいえない ・分らない

∈≡≡ヨ ー関連がない ・役に立たない

画 コ ー 市場性

(注)市 場性==口 ×1+吻xO+目x-1
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制御 プ ログラムにおいて㊥ の汎用制御 プログラム(大 型,中 型機刷 が最 も市場性

(22点 が あ り次いでQ㊦ といった大型,中 型機用の専用 および衛 星計算機用の制御 プ

ログラムであ る。

これ は大手ユーザに大型,中 型機種 が多 く導 入されているこ とにな るとみ られ る。

(3)通 信 制御 プ ログラム(総 合 点24.7点)

通信制 御プ ログラムは㊧◎◎ とも需要が高 く特 にの の計算機一端末 間の通信制御 プ

ログラム が需 要が高 い。

☆『〈第8、3-4図 〉

一通信制御プ ログラム ー

、

ノノ

(イ)計 算 機一端,

木 間の通信

制御 プ ログ

ラム

'

129
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一'29-
(・)計 算機}計

算磯 間の通

信 制御 プ ロ

グ ラム
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'.
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123
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"NNNNNぷ23

内 計算機 一交

換機一端末

機関の通信

制御プログ

ラム

123
〃Zク17
1

…N…22
.■.- ■. ■. ●

01020.3040

(4)言 語 プ ロセ ッサ(総 合 点15.5点)㍉ ・t－

総合点 では言語 プロセ ッサは第2レ ベルであったが,∈ 縦)即 ち,デ ータ ・ペー ス

管理用,言 語 コンパイラ,FORTRANコ ンパイラ,:PL/1コ ンパイラ は需要が高い。

、
..
¶

〈
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★ 〈 第8.3-5図 〉

一 言 語 プ ロ セ ッサ ー
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の言語 コ ン
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〃Z〃Z/ZZ〃7η 、9
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(ホ) 自然言 語型
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イラ

114
/γ/〃//〃 ソ/刀16
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(へ)デ ー タ ・ベ

ー ス管 理 用

言 語 コ ンパ

イ ラ

124
〃Z口7
0

ミミミへN…N＼ へNS区]24

(ト) 簡易形汎用

会話型
'

lg`
/〃////〃//ZZ17一

討45

(チ)専 用(問 題

向 き)言 語
・

プ ロ セ ッサ

13

14

4
＼9

●. ● .・ ● ● ■
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(5)ユ ー テ ィ リテ ィ ・プログラムの動 向(総 合 点23.3点)

総 合点で は第1レ ベ ル,全 般的 に需要 も高 く,個 別 にみ るとホ八二 ィ即 ち,"プ ロ グ

ラム 自動作成 プログラム,プ ログラム ・テス ト ・プログラム,ド キュメン ト管理 プ ロ

グラム,分 類併合 プログラム が需要が高 い。

特 にユテ ィ リテ ィ ・プ ログラム はソフ トウェア会社 に期待 され る分 野で もあ り,ま

たメーカ ・ソフ トウェアが未整備 な状態 にある分野 で もある。(831参 照)
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-★ 〈 第8
.3-r6図 〉

一 ユ ー テ ィ リテ ィ プ ロ グ ラ ム ー
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(二) ドキ ュ メ ン

ト管 理.シ ス
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桔) プ ログ ラム

自動作 成プ

ログ ラム
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2

1
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1
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010203040

(6)ア プ リケーシ ョン ・プ ログラム

① 経 営管理 プ ログラム(総 合点16.5点)

総 合点で は第2.レ ベ ルで あ り,個 別 には㊦④ ∂に即 ち,経 営管理用 シ ミュレーシ ョ

ン,言 語,予 測解析 プログラム,目 標管理 プログラム などが需要が高い。

この経営管理 プ ログラムは,7.1で は概 ね経営科学 プ ログラムに相当する もので,

や は りユティ リテ ィ ・プ ログラム と同 じように ソフ トウェア会社 に期待 され ている分

野のひ とつである。

尚,㊦ の保険証券,銀 行専 用のプ ・グラム と㊥ の都市計画作成 プ ログラムはその評

点 として,マ イナス点が出て いるが,こ れは,サ ンプル上の問題 であ り,決 して需要

がないものではないといえる。
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②

★ ぐ第8.3-7図 〉

一アプ リケ ーシ ョンプ ログラム ー

(経営管理 プログラム)

件数

評点010203040

事務処理プ ログラム(総 合点22・5点)

総 合点で は第1レ ベ ルで,全 体に需要 が高 い。即 ち,⑨ 統計管理 プ ログ ラム,⑧

人事給与,④ 原価,会 計,財 務用,⑦ 事務処理用会話形言語 プ ロセ ッサ である。

これは,71の 価 格 分離 とメーカ ・サー ビス の項 で述べた ようにメーカ ・プ ログラ

ムの中で,も っ とも未整備 とされ てい るもので,汎 用プ ログラム ・パ ッケージの有望

な分野 である。
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★ 〈第8.3--8図 〉

(事務 処理 プ ログ ラム)

(リ)統 計 管理 プ

ログ ラム
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③ 科学技術計算 プログラム(総 合点10・5点)

総 合点 では第3レ ベ ルであ り,個 別 には,◎ 自動設計(13点)の 需要が中程度 で

ある。

しか し,・調査対象 が大手ユーザの本社 コンピュータ部門で あったた め,勢 い事務計

算 が主体 で科学 技術計算等の需要 が低 く出 たものとみ られ,技 術部門 に対 しての調査

であれば反対 にかな りの需要 が見込 まれるに違 いない。

★ 〈第8.3-9図 〉

(科学技術計算プ ログラム)
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④ 社会開発プ ログラム ー教育 ・医療 一

いつれ も需要 は高 くないが,こ れもサ ンプ、リング上の問題 であろ う。

d
>
'
し

★ 〈第8.3-10図 〉

(教育訓練用 プログラム)

(ヨ)CAI用 会

話形言 語 プ

ロセ ッサ ー
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40

(医療 用 プ ログラム)

(タ) 医療事 務 用

プロ グラ ム
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(の 自動 診断 プ

ログラム
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自動制御用 プログラム(総 合点 ら点)

総 合点 では,第4レ ベルにあ り,サ ンプ、リシグ上 の問題 があ り何 ともいえない。

■4

胞

★ 〈第8.3-11図 〉

(自動制御用プ ログラム)
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⑥ 情報 検索 用プ ログラム(総 合点15.4点

総 合点で は第2グ ループで全体 に需要 が高 く,個 別 には,(勾 統 計情報検索 プログ

ラム,◎ 情報検索用会話形言語,◎ 汎用デーク ・マネジメン ト・プログラム など

が特 に需要が高い。

また この分野は71で は便宜上ユテ ィリテ ィ ・プ ログ ラムの中に分類 したのである

が,こ の分野 もソフ トウェア会社 に期待 され ている分野のひ とつである。

★ 〈第8.3--12図 〉

(情報検 索用プ ログラム)
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(ヰ) 科学技術情
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⑦ パターン図形処理 プログラム・(総合点8.5点)

総 合 点では第3グ ループであ り,需 要 も さして高 くないが,技 術的 に研究 開発段階

にあ るものが多 く,実 用化 を待つ とい う意味で長期 的な需要に属 するもの とみ られ る。

⑧ 翻訳 および思考展開 プログラム(総 合点1.3点)

総 合点で も最 も低 い レベ ルに属するものであるが,こ れ も⑦ と同様研究開発段階 に

あるもので,実 際 の需要 は今後の問題 と思 われる。'

⑨ システム性能評価 プログラム(総 合点21点)

第1グ ループに属 し最 も需要 の高いものである。
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★〈第8.3-13図 〉

(パ ター ン図形 処理プ ログラム)
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